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はじめに 

 

経済産業省では、令和元年度から国土交通省と共同で、新たなモビリティサービスの社会

実装を通じた移動課題の解決及び地域活性化を目指し、地域と事業者の協働による意欲的

な挑戦を促すプロジェクト「スマートモビリティチャレンジ」を支援してきた。九州地域で

は、令和元年度は「パイロット地域分析事業」として大分市と肝属郡３町の２地域が選定さ

れ、現状・課題の分析を実施。当該分析結果を踏まえ、令和２年度は先進パイロット地域（地

域実証事業）の公募が行われ、九州管内の地域からは多数の応募があったものの、採択され

なかった。 

九州地域には豊かな自然や食文化を活かした観光資源が点在し、地域に根ざした観光・運

輸事業者が多く存在している。また、北部地域を中心に自動車産業が集積し、次世代自動車

に対応した人材育成等の取組も始まっている。 

その一方で、九州には離島・中山間地域が多く、著しい少子高齢化に伴い地域の運輸・観

光事業者等の事業継続が厳しく、次世代モビリティ事業の創出まで辿り着けない地域も多

数存在するという現状がある。さらに、近年の相次ぐ災害によるインフラ被災やコロナ禍に

おける移動自粛に伴い事業継続が厳しくなっている地域事業者もみられ、地域モビリティ

を再構築し、効果的・効率的に運営を図ることが地域経済活性化の喫緊の課題となる地域も

存在する。 

今回、九州経済産業局は、国土交通省と連携し九州の既存事業者を最大限活用しながら収

益を生み、地域の社会的課題を解決する、地域に根付いた次世代モビリティ事業を創出する

ことを目的に、本事業を実施する運びとなった。九州の自治体・団体や技術シーズを持つ企

業・大学などを対象にアンケート調査、ヒアリング調査を実施したほか、次世代モビリティ

構築に関心を持つ関係者間のネットワーク構築を目指してセミナーを開催した。また、４つ

のエリアを対象に、次世代モビリティ構築に向けた事業プラン策定を支援するとともに、う

ち１つのエリアについては、簡易な実証実験実施を支援した。本報告書は一連の調査結果を

取りまとめたものである。 

本事業の実施にあたり、アンケートならびにヒアリング調査では、自治体や企業をはじめ、

次世代モビリティ構築に関心の高い皆さまにご協力いただくとともに、セミナーにご参加

いただきました。また、事業プラン策定、実証実験実施においても、多くの皆さまにご協力

いただきました。改めて、皆さまのご協力に心から感謝申し上げます。 

 

 

令和３年３月 

経済産業省 九州経済産業局地域経済部製造産業課 
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1．次世代モビリティ等に関するニーズ・取組調査結果 

本事業では、地域のモビリティや経済活性化に関わる自治体・団体や技術シーズを持つ企

業や大学などを対象に、地域モビリティの維持についての状況についてアンケートを実施

し、地域モビリティの現状・課題を整理するとともに、マッチングの意向やその分野などに

ついてもまとめた。本章では、アンケート結果を取りまとめるとともに、アンケートに回答

した自治体・団体／企業・大学を中心に実施したヒアリング調査のポイント、マッチングの

方向性について整理している。 

 

（１）自治体・団体、および企業向けアンケート 

１）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

①調査概要 

調査目的 

 本調査では、自治体・地域団体による九州での地域モビリティ関する取組状況を把握する

とともに、都市部や中山間地地域、離島部など地域特性などで地域モビリティ事業の取組状

況、課題などを整理することを目的とする。 

 

調査対象 

九州７県の自治体（市町村）、商工会議所、社会福祉協議会、およびバス協会・タクシー

協会。なお、住所情報は「国税庁法人番号公表サイト」より取得した。 

 

調査方法 

 郵送による依頼、調査票への記入（FAX による返送）または WEB フォームによる回答。 

 

調査期間 

 2020 年 11 月 30 日（月）～ 12 月 28 日（月） 

 

回答率 

 発送数：854   有効回答数：322   回答率：37.7％ 
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②調査結果 

 回答サンプルの構成 

 回答のあった 322 件のうち、種類別では自治体が 144 件（44.7％）、商工会議所が 106 件

（32.9％）、社会福祉協議会が 63 件（19.6％）、運輸団体が 6 件（1.9％）であった。また地

域区分別では、中山間地域、半島地域、都市周辺、離島地域、都市部、過疎地域の順に回答

が多かった。 

 

 

 

  

図表 1-1 回答サンプルの構成 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

自治体 商工会議

所・商工
会

社会福祉

協議会

運輸団体 その他団

体

無回答

322 144 106 63 6 2 1

100.0 44.7 32.9 19.6 1.9 0.6 0.3

71 34 17 17 1 2 -

100.0 47.9 23.9 23.9 1.4 2.8 -

35 13 14 7 1 - -

100.0 37.1 40.0 20.0 2.9 - -

35 14 16 5 - - -
100.0 40.0 45.7 14.3 - - -

59 25 22 11 1 - -

100.0 42.4 37.3 18.6 1.7 - -

28 12 9 4 3 - -

100.0 42.9 32.1 14.3 10.7 - -

31 14 12 5 - - -
100.0 45.2 38.7 16.1 - - -

62 32 16 14 - - -

100.0 51.6 25.8 22.6 - - -

24 10 6 7 1 - -

100.0 41.7 25.0 29.2 4.2 - -

19 10 4 4 - 1 -

100.0 52.6 21.1 21.1 - 5.3 -
14 8 4 2 - - -

100.0 57.1 28.6 14.3 - - -

14 6 3 4 - 1 -

100.0 42.9 21.4 28.6 - 7.1 -

23 8 11 4 - - -

100.0 34.8 47.8 17.4 - - -
44 24 6 13 1 - -

100.0 54.5 13.6 29.5 2.3 - -

140 63 49 28 - - -

100.0 45.0 35.0 20.0 - - -

57 25 23 9 - - -

100.0 43.9 40.4 15.8 - - -

35 17 11 7 - - -
100.0 48.6 31.4 20.0 - - -

10 7 2 1 - - -

100.0 70.0 20.0 10.0 - - -

全体

都道府県

別

福岡県内

区分別

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

福岡

筑豊

北九州

筑後

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

福岡県
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 地域モビリティへの危機意識（Q1） 

 地域モビリティの維持・発展についての危機意識を尋ねたところ、「かなり意識している

(27.2％)」「やや意識している（42.7％）」と、７割近くが危機意識を持っていることがわか

った（以下、本設問に「かなり意識している」「やや意識している」と回答したサンプルを

意識層、「あまり意識していない」「全く意識していない」と回答したサンプルを非意識層と

する）。 

 属性別にみると、自治体は４割以上が「かなり意識している」と回答、また８割以上が意

識層に分類された。加えて、社会福祉協議会も７割が意識層に分類された。一方で、商工会

議所は意識層が５割とやや少なかった。地域区分別をみると、都市部では「かなり意識して

いる」が４割と他の区分よりも高かったが、「あまり意識していない」「全く意識していない」

の割合も高く、二分化されていた。対して、中山間地域、半島地域、離島地域、過疎地域（以

下、都市外地域とする）では、いずれも「やや意識している」の割合が高かった。 

  

 

 

  

図表 1-2 地域モビリティへの危機意識（全体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

27.2 

42.7 

26.0 

3.4 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり意識している

やや意識している

あまり意識していない

全く意識していない

無回答

[Q1]現在、貴団体では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリ

ティの維持・発展について、危機意識をお持ちですか。（１つだけ）

(n=323)

図表 1-3 地域モビリティへの危機意識（属性別） 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

かなり意

識してい

る

やや意識

している

あまり意

識してい

ない

全く意識

していな

い

無回答 意識層 非意識層

322 87 138 84 11 2 225 95

100.0 27.0 42.9 26.1 3.4 0.6 69.9 29.5

144 60 59 22 2 1 119 24

100.0 41.7 41.0 15.3 1.4 0.7 82.6 16.7

106 12 43 44 6 1 55 50

100.0 11.3 40.6 41.5 5.7 0.9 51.9 47.2

63 14 31 16 2 - 45 18

100.0 22.2 49.2 25.4 3.2 - 71.4 28.6

6 1 3 2 - - 4 2

100.0 16.7 50.0 33.3 - - 66.7 33.3

2 - 1 - 1 - 1 1

100.0 - 50.0 - 50.0 - 50.0 50.0

71 17 30 22 1 1 47 23

100.0 23.9 42.3 31.0 1.4 1.4 66.2 32.4

35 9 17 7 2 - 26 9

100.0 25.7 48.6 20.0 5.7 - 74.3 25.7

35 8 14 10 3 - 22 13

100.0 22.9 40.0 28.6 8.6 - 62.9 37.1

59 18 21 19 1 - 39 20

100.0 30.5 35.6 32.2 1.7 - 66.1 33.9

28 10 10 8 - - 20 8

100.0 35.7 35.7 28.6 - - 71.4 28.6

31 8 14 6 2 1 22 8

100.0 25.8 45.2 19.4 6.5 3.2 71.0 25.8

62 17 31 12 2 - 48 14

100.0 27.4 50.0 19.4 3.2 - 77.4 22.6

24 7 8 8 - 1 15 8

100.0 29.2 33.3 33.3 - 4.2 62.5 33.3

19 3 10 6 - - 13 6

100.0 15.8 52.6 31.6 - - 68.4 31.6

14 3 6 5 - - 9 5

100.0 21.4 42.9 35.7 - - 64.3 35.7

14 4 6 3 1 - 10 4

100.0 28.6 42.9 21.4 7.1 - 71.4 28.6

23 10 5 7 1 - 15 8

100.0 43.5 21.7 30.4 4.3 - 65.2 34.8

44 6 21 15 1 1 27 16

100.0 13.6 47.7 34.1 2.3 2.3 61.4 36.4

140 39 59 39 3 - 98 42

100.0 27.9 42.1 27.9 2.1 - 70.0 30.0

57 18 26 10 3 - 44 13

100.0 31.6 45.6 17.5 5.3 - 77.2 22.8

35 10 15 8 2 - 25 10

100.0 28.6 42.9 22.9 5.7 - 71.4 28.6

10 2 5 3 - - 7 3

100.0 20.0 50.0 30.0 - - 70.0 30.0

全体

種類別

都道府県

別

福岡県内

区分別

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

福岡

筑豊

北九州

筑後

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

運輸団体

その他団体

福岡県

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会
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 モビリティ関連施策への取り組み（Q2） 

 Q1 で意識層に分類されたサンプルに、現在のモビリティ関連施策の取組状況について尋

ねたところ、「取り組んでいる」は 38.1％と、具体的な取組を行っているのは４割にとどま

っている。しかし、「取組内容を協議している（16.8％）」「取り組もうとしたが、課題があ

り取り組めていない（17.3％）」も含めると、７割以上がモビリティ関連施策について行動

を起こしていることがわかる。 

 属性別にみると、種類別では自治体の約５割、社会福祉協議会の約 35％が「取り組んで

いる」と回答した一方で、商工会議所は６割が「取り組む予定はない」という回答であった。

また県別では、福岡県や宮崎県が「取り組んでいる」の割合が高い。地域区分別では、都市

部が「取り組んでいる」が６割と高かったのに対し、離島地域や過疎地域では「取り組もう

としたが、課題があり取り組めていない」という回答が比較的多かった。 

  

図表 1-4 モビリティ関連施策への取り組み 

（全体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

38.1 

16.8 

17.3 

26.5 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り組んでいる

取り組み内容を協議している

取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない

取り組む予定はない

無回答

[Q2]現在、貴団体ではモビリティ関連施策に取り組んでいますか。

（１つだけ）

※「取り組んでいる」「取り組み内容を協議している」を選択した方

は、後ほどの設問で具体的取組をご記入いただきます

(n=226)

図表 1-5 モビリティ関連施策への取り組み 

（属性別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

取り組ん

でいる

取り組み

内容を協

議してい

る

取り組もう

としたが、

課題があ

り取り組

めていな

い

取り組む

予定はな

い

無回答

225 85 38 39 60 3

100.0 37.8 16.9 17.3 26.7 1.3

119 65 18 17 18 1

100.0 54.6 15.1 14.3 15.1 0.8

55 3 8 10 33 1

100.0 5.5 14.5 18.2 60.0 1.8

45 16 11 11 6 1

100.0 35.6 24.4 24.4 13.3 2.2

4 1 1 1 1 -

100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 -

1 - - - 1 -

100.0 - - - 100.0 -

47 25 3 6 12 1

100.0 53.2 6.4 12.8 25.5 2.1

26 10 5 4 7 -

100.0 38.5 19.2 15.4 26.9 -

22 6 4 5 7 -

100.0 27.3 18.2 22.7 31.8 -

39 13 7 7 12 -

100.0 33.3 17.9 17.9 30.8 -

20 6 4 4 6 -

100.0 30.0 20.0 20.0 30.0 -

22 9 5 2 6 -

100.0 40.9 22.7 9.1 27.3 -

48 16 10 11 9 2

100.0 33.3 20.8 22.9 18.8 4.2

15 8 2 - 4 1

100.0 53.3 13.3 - 26.7 6.7

13 5 1 4 3 -

100.0 38.5 7.7 30.8 23.1 -

9 6 - 2 1 -

100.0 66.7 - 22.2 11.1 -

10 6 - - 4 -

100.0 60.0 - - 40.0 -

15 9 2 1 3 -

100.0 60.0 13.3 6.7 20.0 -

27 10 5 5 6 1

100.0 37.0 18.5 18.5 22.2 3.7

98 35 18 18 27 -

100.0 35.7 18.4 18.4 27.6 -

44 16 7 4 15 2

100.0 36.4 15.9 9.1 34.1 4.5

25 10 5 6 4 -

100.0 40.0 20.0 24.0 16.0 -

7 3 - 3 1 -

100.0 42.9 - 42.9 14.3 -

全体

種類別

都道府県

別

福岡県内

区分別

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

福岡

筑豊

北九州

筑後

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

運輸団体

その他団体

福岡県

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会
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 地域モビリティの課題（Q3） 

 モビリティ関連施策を展開する上での課題を訪ねたところ、「採算性確保」が 69.3％と最

も高く、次いで「人材確保（60.7％）」、「関係者連携（54.0％）」となっている。 

 地域区分別では、都市部では「人材確保」の割合は低かったが、「技術・サービスと利用

実態の乖離」の割合は他区分よりも高かった。また都市外地域では、「地域課題の抽出」「事

業プラン策定」等の回答が比較的多い傾向にある。 

 

  

図表 1-6 地域モビリティの課題（全体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

60.7 

69.3 

54.0 

45.4 

38.0 

27.0 

9.2 

20.2 

5.5 

0.6 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材確保

採算性確保

関係者間連携

地域課題抽出

問題意識の醸成・共有

技術・サービスと利用実態の乖離

必要な技術シーズがない

事業プラン策定

その他

特になし

無回答

[Q3]モビリティ関連施策を展開する上での課題があればお教えくだ

さい。（いくつでも）

(n=163)

図表 1-7 地域モビリティの課題（地域区分別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

人材確保 採算性確
保

関係者間
連携

地域課題
抽出

問題意識
の醸成・

共有

技術・
サービス

と利用実

態の乖離

必要な技
術シーズ

がない

事業プラ
ン策定

その他 特になし 無回答

162 99 113 87 74 61 44 15 33 9 1 3
100.0 61.1 69.8 53.7 45.7 37.7 27.2 9.3 20.4 5.6 0.6 1.9

12 4 9 8 4 5 6 1 1 1 - -

100.0 33.3 75.0 66.7 33.3 41.7 50.0 8.3 8.3 8.3 - -

20 13 13 10 7 8 5 1 2 1 - -
100.0 65.0 65.0 50.0 35.0 40.0 25.0 5.0 10.0 5.0 - -

71 44 49 30 34 28 19 8 16 5 - 2

100.0 62.0 69.0 42.3 47.9 39.4 26.8 11.3 22.5 7.0 - 2.8

27 18 21 19 15 9 8 3 8 - - -
100.0 66.7 77.8 70.4 55.6 33.3 29.6 11.1 29.6 - - -

21 14 16 14 10 8 4 1 4 1 - -

100.0 66.7 76.2 66.7 47.6 38.1 19.0 4.8 19.0 4.8 - -

6 4 4 4 3 3 2 1 1 - 1 -
100.0 66.7 66.7 66.7 50.0 50.0 33.3 16.7 16.7 - 16.7 -

全体

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域
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 地域モビリティの展開意向（Q4） 

 現在何らかのモビリティ関連施策を行っている自治体・団体に、直近 3 年間のモビリティ

関連施策展開について尋ねたところ、「現状を維持する」が 33.1％と最も高く、以下「わか

らない（27.6％）」、「新たに事業を始める（22.7％）」、「拡大を図る（14.7％）」の順となっ

た。対して、「縮小する」という回答はゼロであった。「拡大を図る」「新たに事業を始める」

とモビリティ関連施策を前向きに展開したいと考えるところが４割近くを占めている。 

 

図表 1-8 地域モビリティの展開意向 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

14.7 

22.7 

33.1 

0.0 

0.6 

27.6 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大を図る

新たに事業を始める

現状を維持する

縮小する

今後も事業展開しない

わからない

無回答

[Q4]貴団体における今後3年程度のモビリティ関連施策展開

意向についてお教えください。（１つだけ）

(n=163)

図表 1-9 地域モビリティの展開意向（属性別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

拡大を図

る

新たに事

業を始め

る

現状を維

持する

縮小する 今後も事

業展開し

ない

わからな

い

無回答

162 23 37 54 - 1 45 2

100.0 14.2 22.8 33.3 - 0.6 27.8 1.2

100 17 26 32 - - 24 1

100.0 17.0 26.0 32.0 - - 24.0 1.0

21 3 2 8 - - 8 -

100.0 14.3 9.5 38.1 - - 38.1 -

38 3 9 12 - 1 13 -

100.0 7.9 23.7 31.6 - 2.6 34.2 -

3 - - 2 - - - 1

100.0 - - 66.7 - - - 33.3

- - - - - - - -

- - - - - - - -

12 4 2 5 - - 1 -

100.0 33.3 16.7 41.7 - - 8.3 -

20 3 5 5 - - 7 -

100.0 15.0 25.0 25.0 - - 35.0 -

71 8 13 25 - - 24 1

100.0 11.3 18.3 35.2 - - 33.8 1.4

27 5 6 9 - - 7 -

100.0 18.5 22.2 33.3 - - 25.9 -

21 3 10 5 - - 3 -

100.0 14.3 47.6 23.8 - - 14.3 -

6 - 1 2 - - 3 -

100.0 - 16.7 33.3 - - 50.0 -

全体

種類別

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

運輸団体

その他団体

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会
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 モビリティ関連施策への取り組み（Q5） 

 既に着手済みの課題解決に向けた取組について尋ねたところ、「条件不利地域・移動弱者

への支援等」が 48.5％と最も高く、次いで「移動需要・外出機会の創出（22.1％）」、「公共

交通の利便性向上（13.5％）」となっている。条件不利地域・移動弱者への支援等は、モビ

リティ関連の取り組みとして、都市、都市外問わず割合が高い。 

図表 1-10 課題解決に着手済みの項目（全体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

22.1 

48.5 

1.8 

13.5 

8.0 

3.7 

4.3 

3.7 

31.9 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、

付加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q5]現在、「課題解決に向けた取組に着手済み」項目があれば、お

教えください。（いくつでも）

(n=163)

図表 1-11 課題解決に着手済みの項目（属性別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

移動需要・

外出機会の

創出（商業

活性化・賑

わい創出、

回遊性の向

上）

条件不利地

域住民／移

動弱者向け

のサービス

改善・高度

化、その他

支援（買い

物弱者への

支援等）

住民・観光

客の行動分

散、「三密」

の防止

公共交通の

利便性向上

（複数交通

手段による

検索・決済

のシームレ

ス化等、自

家用車依存

から公共交

通機関への

利用転換）

移動・交通

データの収

集・集約・活

用

モビリティ事

業における

人手不足の

緩和（ドライ

バー不足

等）

持続可能な

モビリティ

サービスの

提供（収益

性改善、付

加価値創

造、域内資

源・資産の

有効活用

等）

その他 特になし 無回答

162 35 78 3 21 12 6 7 6 52 10

100.0 21.6 48.1 1.9 13.0 7.4 3.7 4.3 3.7 32.1 6.2

100 22 53 1 19 11 6 7 2 26 8

100.0 22.0 53.0 1.0 19.0 11.0 6.0 7.0 2.0 26.0 8.0

21 5 3 - - - - - 2 10 1

100.0 23.8 14.3 - - - - - 9.5 47.6 4.8

38 8 21 2 1 1 - - 2 14 1

100.0 21.1 55.3 5.3 2.6 2.6 - - 5.3 36.8 2.6

3 - 1 - 1 - - - - 2 -

100.0 - 33.3 - 33.3 - - - - 66.7 -

- - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - -

12 4 8 - 3 1 4 2 - 1 2

100.0 33.3 66.7 - 25.0 8.3 33.3 16.7 - 8.3 16.7

20 8 9 - 5 2 1 - - 4 2

100.0 40.0 45.0 - 25.0 10.0 5.0 - - 20.0 10.0

71 10 34 - 5 5 1 2 4 26 3

100.0 14.1 47.9 - 7.0 7.0 1.4 2.8 5.6 36.6 4.2

27 8 14 2 3 2 - 2 - 7 2

100.0 29.6 51.9 7.4 11.1 7.4 - 7.4 - 25.9 7.4

21 4 6 1 2 1 - 1 2 10 1

100.0 19.0 28.6 4.8 9.5 4.8 - 4.8 9.5 47.6 4.8

6 1 5 - 2 1 - - - 1 -

100.0 16.7 83.3 - 33.3 16.7 - - - 16.7 -

全体

種類別

地域区分

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

運輸団体

その他団体

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会
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 検討中、または課題に感じているモビリティ課題（Q6～7） 

検討中の課題解決方策について尋ねたところ、着手済みと同様に「条件不利地域・移動弱

者への支援等」が 27.6％と最も高く、そのほか「移動需要・外出機会の創出（18.4％）」、

「持続可能なモビリティサービスの提供（16.6％）」、「公共交通の利便性向上（16.0％）」、

「移動・交通データの収集・集約・活用（14.7％）」など検討項目は多岐にわたっている。

一方で「特になし」も４割を占め、検討しているところとそうでないところが二分される。 

 着手済み、検討中以外の項目で課題に感じていることを尋ねたところ、「持続可能なモビ

リティサービスの提供（43.6％）」「モビリティ事業における人手不足の緩和（36.2％）」「公

共交通の利便性向上（34.4％）」を挙げるところが多かった。 

 

 

 

  

図表 1-12 課題解決を検討中の項目 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

18.4 

27.6 

1.2 

16.0 

14.7 

8.6 

16.6 

0.0 

41.7 

6.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、

付加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q6]現在、「課題解決の方策について検討中」の項目があれば、お

教えください。（いくつでも）

(n=163)

図表 1-13 課題に感じている項目 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

23.3 

29.4 

11.7 

34.4 

21.5 

36.2 

43.6 

0.0 

26.4 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、

付加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q7]「着手済み」や「検討中」の項目以外で、「課題に感じている」項目があれば、

５つまでお教えください。

(n=163)



9 

 

 

  

図表 1-14 課題解決を検討中、課題に感じている項目（地域区分別） 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

移動需
要・外出

機会の創

出（商業

活性化・
賑わい創

出、回遊

性の向
上）

条件不利
地域住民

／移動弱

者向けの

サービス
改善・高

度化、そ

の他支援
（買い物

弱者への

支援等）

住民・観
光客の行

動分散、

「三密」の

防止

公共交通
の利便性

向上（複

数交通手

段による
検索・決

済のシー

ムレス化
等、自家

用車依存

から公共

交通機関
への利用

転換）

移動・交
通データ

の収集・

集約・活

用

モビリティ
事業にお

ける人手

不足の緩

和（ドライ
バー不足

等）

持続可能
なモビリ

ティサー

ビスの提

供（収益
性改善、

付加価値

創造、域
内資源・

資産の有

効活用

等）

その他 特になし 無回答

12 1 1 - 3 2 2 3 - 3 2

100.0 8.3 8.3 - 25.0 16.7 16.7 25.0 - 25.0 16.7
20 5 5 - 4 2 2 2 - 6 3

100.0 25.0 25.0 - 20.0 10.0 10.0 10.0 - 30.0 15.0

71 13 24 1 10 10 3 12 - 31 4

100.0 18.3 33.8 1.4 14.1 14.1 4.2 16.9 - 43.7 5.6
27 6 5 - 5 4 2 4 - 12 2

100.0 22.2 18.5 - 18.5 14.8 7.4 14.8 - 44.4 7.4

21 2 8 - 2 4 3 5 - 10 -

100.0 9.5 38.1 - 9.5 19.0 14.3 23.8 - 47.6 -
6 1 - 1 1 1 1 1 - 3 -

100.0 16.7 - 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 - 50.0 -

12 2 2 2 5 4 3 4 - 3 1
100.0 16.7 16.7 16.7 41.7 33.3 25.0 33.3 - 25.0 8.3

20 6 10 1 5 5 5 7 - 5 1

100.0 30.0 50.0 5.0 25.0 25.0 25.0 35.0 - 25.0 5.0

71 20 19 9 25 12 26 35 - 17 2
100.0 28.2 26.8 12.7 35.2 16.9 36.6 49.3 - 23.9 2.8

27 6 8 3 11 6 13 11 - 7 2

100.0 22.2 29.6 11.1 40.7 22.2 48.1 40.7 - 25.9 7.4

21 3 7 1 6 5 9 9 - 7 1
100.0 14.3 33.3 4.8 28.6 23.8 42.9 42.9 - 33.3 4.8

6 - - - 1 1 - 1 - 3 1

100.0 - - - 16.7 16.7 - 16.7 - 50.0 16.7

半島地域

離島地域

過疎地域

過疎地域

Q7
「着手済み」や「検

討中」の項目以外

で、「課題に感じ

ている」項目(５つ
まで)

都市部

都市周辺

中山間地域

Q6

「課題解決の方策
について検討中」

の項目

（いくつでも）

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域
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２）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

①調査概要 

調査目的 

 本調査は、企業による九州での地域モビリティ関する取組状況の把握を通じて、次世代モ

ビリティの技術シーズを持つ事業者や、次世代モビリティ構築に意欲的な企業・団体などを

発掘することを目的とする。 

    

調査対象 

九州内で地域モビリティに取り組む事業者、および次世代モビリティの技術シーズをも

つ九州内外の事業者。なお、住所情報は「国税庁法人番号公表サイト」より取得した。 

 

調査方法 

 郵送による依頼、調査票への記入（FAX による返送）または WEB フォームによる回答。 

 

調査期間 

 2020 年 12 月 1 日（火）～12 月 28 日（月） 

 

回答率 

 発送数：475   有効回答数：57   回答率：12.0％ 
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②調査結果 

 回答サンプルの構成 

 回答のあった 57 件のうち、所在地は九州内が 45 件、九州外は 12 件であった。また、業

種別では、情報通信関連、交通サービス関連、運輸サービス関連が多かった。なお「その他」

には、測量・コンサルタント、商社、建設業などが含まれている。 

 

 

  

図表 1-15 業種、所在地別回答数 

 

注）業種は複数選択可 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

自動車関

連（完成

車）

自動車関

連（部品）

情報通信

関連

交通サー

ビス関連

運輸サー

ビス関連

金融サー

ビス関連

保険サー

ビス関連

官公庁・

自治体・

産業支援

機関

大学・研

究開発機

関

その他

57 1 4 15 7 6 5 - 3 3 25

100.0 1.8 7.0 26.3 12.3 10.5 8.8 - 5.3 5.3 43.9

45 1 4 12 5 5 4 - 3 2 18

100.0 2.2 8.9 26.7 11.1 11.1 8.9 - 6.7 4.4 40.0

12 - - 3 2 1 1 - - 1 7

100.0 - - 25.0 16.7 8.3 8.3 - - 8.3 58.3

九州内

九州外

全体

所在地別
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 地域モビリティへの危機意識（Q1） 

地域モビリティの維持・発展に向けた危機意識について尋ねたところ、「かなり意識して

いる（52.6％）」、「やや意識している（29.8％）」と、８割以上が危機感を持っている（意識

層に分類される）ことがわかった。所在地別では、九州外は全てのサンプル、九州内も 77％

が「かなり意識している」「やや意識している」と回答した。 

 

 

  

図表 1-16 地域モビリティへの危機意識（全体） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

 

52.6 

29.8 

12.3 

3.5 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり意識している

やや意識している

あまり意識していない

全く意識していない

無回答

[Q1]御社では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリティの

維持・発展について、危機意識をお持ちですか。（１つだけ）

(n=57)

図表 1-17 地域モビリティへの危機意識（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

かなり意

識してい

る

やや意識

している

あまり意

識してい

ない

全く意識

していな

い

無回答 意識層 非意識層

57 30 17 7 2 1 47 9

100.0 52.6 29.8 12.3 3.5 1.8 82.5 15.8

45 21 14 7 2 1 35 9

100.0 46.7 31.1 15.6 4.4 2.2 77.8 20.0

12 9 3 - - - 12 -

100.0 75.0 25.0 - - - 100.0 -

九州内

九州外

全体

所在地別
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 モビリティ関連施策への取り組み（Q2） 

Q1 で意識層に分類された企業のうち、地域モビリティ関連施策への取組状況について尋

ねたところ、「取り組んでいる」が 40.4％と、自治体・団体と同様の割合であった。「取組内

容を協議している」「取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない」も含めると、サ

ンプル全体のうち８割が、九州内でも 74％が、何らかの行動を起こしている。 

 

  

図表 1-18 モビリティ関連施策への取り組み（全体） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

40.4 

14.9 

25.5 

19.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り組んでいる

取り組み内容を協議している

取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない

取り組む予定はない

[Q2]現在、御社では地域モビリティ関連施策に取り組んでいますか。（１つ

だけ）

※「取り組んでいる」「取り組み内容を協議している」「取り組もうとしたが、

課題があり取り組めていない」を選択した方は、後ほどの設問で具体的取

組をご記入いただきます

(n=47)

図表 1-19 地域モビリティへの危機意識（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

取り組ん

でいる

取り組み

内容を協

議してい

る

取り組もう

としたが、

課題があ

り取り組

めていな

い

取り組む

予定はな

い

47 19 7 12 9

100.0 40.4 14.9 25.5 19.1

35 13 4 9 9

100.0 37.1 11.4 25.7 25.7

12 6 3 3 -

100.0 50.0 25.0 25.0 -

九州内

九州外

全体

所在地別



14 

 

 地域モビリティ構築への貢献内容（Q3） 

地域モビリティ構築に貢献できる内容について尋ねたところ、「製品サービス開発支援・

活用支援」が 55.3％、「製品・サービスの提供」が 42.1％、「製品・サービスの開発」が 34.2％

という結果となり、「製品サービス開発支援・活用支援」が半数以上を占めている。九州内

をとっても、「製品サービス開発支援・活用支援」の割合が最も高いが、「製品・サービスの

開発」は九州外 58％に対して九州内 23％と割合がかなり低い。 

 

 

 

  

図表 1-20 地域モビリティ構築への貢献内容（全体） 

 
資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

42.1 

34.2 

55.3 

23.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

製品・サービスの開発

製品サービス開発支援・活用支援

その他

特になし

[Q3]御社が地域モビリティ構築に貢献できると思われる内容をお教

えください。（いくつでも）

(n=38)

図表 1-21 地域モビリティ構築への貢献内容（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

製品・

サービス

の提供

製品・

サービス

の開発

製品サー

ビス開発

支援・活

用支援

その他

38 16 13 21 9

100.0 42.1 34.2 55.3 23.7

26 9 6 12 8

100.0 34.6 23.1 46.2 30.8

12 7 7 9 1

100.0 58.3 58.3 75.0 8.3

九州内

九州外

全体

所在地別
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 地域モビリティ構築に向けての連携先（Q4） 

モビリティ関連事業の連携先について尋ねたところ、「交通サービス関連（84.2％）」、「官

公庁・自治体・産業支援機関（71.1％）」、「自動車関連（完成車）（55.3％）」、「情報通信関

連（55.3％）」の順となった。なお、九州外は九州内と比べて、「運輸サービス関連」「保険

サービス関連」「官公庁・自治体・産業支援機関」などの割合が高かった。 

 

 

  

図表 1-22 地域モビリティ構築に向けての連携先（全体） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

55.3 

31.6 

55.3 

84.2 

44.7 

21.1 

21.1 

71.1 

47.4 

13.2 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車関連（完成車）

自動車関連（部品）

情報通信関連

交通サービス関連

運輸サービス関連

金融サービス関連

保険サービス関連

官公庁・自治体・産業支援機関

大学・研究開発機関

その他

特になし

[Q4]御社がモビリティ関連事業に取り組む上で連携先となるところ

を教えてください。（いくつでも）

(n=38)

図表 1-23 地域モビリティ構築に向けての連携先（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

自動車関

連（完成

車）

自動車関

連（部品）

情報通信

関連

交通サー

ビス関連

運輸サー

ビス関連

金融サー

ビス関連

保険サー

ビス関連

官公庁・

自治体・

産業支援

機関

大学・研

究開発機

関

その他

38 21 12 21 32 17 8 8 27 18 5

100.0 55.3 31.6 55.3 84.2 44.7 21.1 21.1 71.1 47.4 13.2

26 13 6 12 20 9 4 3 16 11 4

100.0 50.0 23.1 46.2 76.9 34.6 15.4 11.5 61.5 42.3 15.4

12 8 6 9 12 8 4 5 11 7 1

100.0 66.7 50.0 75.0 100.0 66.7 33.3 41.7 91.7 58.3 8.3

九州内

九州外

全体

所在地別
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 モビリティ関連事業展開の課題（Q5） 

モビリティ関連事業展開における課題について尋ねたところ、「事業の採算性確保

（63.2％）」、「異業種間の連携・協業（60.5％）」、「実証・検証フィールド確保（57.9％）、

「事業者間のデータ連係（52.6％）」「法制度整備への対応（52.6％）」の順となった。この

うち九州内では、「人材確保」「問題意識の醸成・共有」「モビリティ関連データのデジタル

化」に課題を感じる企業が、九州外と比較すると多かった。 

 

 

  

図表 1-22 モビリティ関連事業展開の課題（全体） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

60.5 

42.1 

57.9 

55.3 

47.4 

31.6 

63.2 

52.6 

28.9 

7.9 

28.9 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

異業種間の連携・協業

人材確保

実証・検証フィールド確保

事業者間のデータ連携

協力者確保

問題意識の醸成・共有

事業の採算性確保

法制度整備への対応

モビリティ関連データのデジタル化

必要な技術シーズがない

事業プラン策定

その他

特になし

[Q5]モビリティ関連事業を展開する上での課題があればお教えく

ださい。（いくつでも）

(n=38)

図表 1-23 モビリティ関連事業展開の課題（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

異業種間

の連携・

協業

人材確保 実証・検

証フィー

ルド確保

事業者間

のデータ

連携

協力者確

保

問題意識

の醸成・

共有

事業の採

算性確保

法制度整

備への対

応

モビリティ

関連デー

タのデジ

タル化

必要な技

術シーズ

がない

事業プラ

ン策定

38 23 16 22 21 18 12 24 20 11 3 11

100.0 60.5 42.1 57.9 55.3 47.4 31.6 63.2 52.6 28.9 7.9 28.9

26 14 12 11 14 11 9 15 13 9 2 8

100.0 53.8 46.2 42.3 53.8 42.3 34.6 57.7 50.0 34.6 7.7 30.8

12 9 4 11 7 7 3 9 7 2 1 3

100.0 75.0 33.3 91.7 58.3 58.3 25.0 75.0 58.3 16.7 8.3 25.0

九州内

九州外

全体

所在地別
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 モビリティ関連事業の展開方針（Q6） 

今後３年間のモビリティ関連事業方針について尋ねたところ、「拡大を図る（52.6％）」、

「新たに事業を始める（21.1％）」など、７割以上の企業が積極的な展開を考えていること

が明らかとなった。九州内でも、７割弱が「拡大を図る」または「新たに事業を始める」の

回答で、現状維持や縮小はわずかであった。 

 

 

  

図表 1-24 モビリティ関連事業の展開方針（全体） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

52.6 

21.1 

5.3 

0.0 

0.0 

21.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大を図る

新たに事業を始める

現状を維持する

縮小する

今後も事業展開しない

わからない

[Q6]今後3年程度の御社におけるモビリティ関連事業の方針を

お教えください。（１つだけ）

(n=38)

図表 1-25 モビリティ関連事業の展開方針（所在地別） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

拡大を図

る

新たに事

業を始め

る

現状を維

持する

縮小する 今後も事

業展開し

ない

わからな

い

38 20 8 2 - - 8

100.0 52.6 21.1 5.3 - - 21.1

26 13 5 1 - - 7

100.0 50.0 19.2 3.8 - - 26.9

12 7 3 1 - - 1

100.0 58.3 25.0 8.3 - - 8.3

九州内

九州外

全体

所在地別
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 地域モビリティ課題解決に貢献できる項目（Q7） 

自社の技術・サービスが課題解決に貢献できる分野について尋ねたところ、「条件不利地

域・移動弱者への支援等」、「持続可能なモビリティサービス」、「公共交通の利便性向上」、

「移動・交通データの収集・集約・活用」、「移動需要・外出機会の創出」など、多岐にわた

る分野で貢献できると回答した企業が多かった。しかし、「モビリティ事業における人手不

足の緩和」や、コロナ禍で課題となった「『三密』の防止」は、他の項目よりも低くなって

いる。 

  

図表 1-26 地域モビリティ課題解決に貢献できる項目（全体） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

 

44.7 

55.3 

23.7 

47.4 

47.4 

21.1 

52.6 

15.8 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改

善・高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検

索・決済のシームレス化等、自家用車依存から公共

交通機関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー

不足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改

善、付加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

[Q7]御社の技術・サービスが課題解決に貢献できる項目をお教

えください。（いくつでも）

(n=38)

図表 1-27 地域モビリティ課題解決に貢献できる項目（所在地別） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

度数

横％

移動需要・

外出機会

の創出（商

業活性化・

賑わい創

出、回遊性

の向上）

条件不利

地域住民

／移動弱

者向けの

サービス

改善・高度

化、その他

支援（買い

物弱者へ

の支援等）

住民・観光

客の行動

分散、「三

密」の防止

公共交通

の利便性

向上（複数

交通手段

による検

索・決済の

シームレス

化等、自家

用車依存

から公共

交通機関

への利用

転換）

移動・交通

データの

収集・集

約・活用

モビリティ

事業にお

ける人手

不足の緩

和（ドライ

バー不足

等）

持続可能

なモビリ

ティサービ

スの提供

（収益性改

善、付加価

値創造、域

内資源・資

産の有効

活用等）

その他 特になし

38 17 21 9 18 18 8 20 6 4

100.0 44.7 55.3 23.7 47.4 47.4 21.1 52.6 15.8 10.5

26 8 11 4 8 9 4 11 4 4

100.0 30.8 42.3 15.4 30.8 34.6 15.4 42.3 15.4 15.4

12 9 10 5 10 9 4 9 2 -

100.0 75.0 83.3 41.7 83.3 75.0 33.3 75.0 16.7 -

九州内

九州外

全体

所在地別
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３）九州次世代モビリティネットワーク・マッチングへの参加意向 

①調査概要 

 前項までの「地域モビリティの維持・発展に関するアンケート」（以下、自治体・団体ア

ンケートとする）および「地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケ

ート」（以下、企業アンケートとする）では、「九州次世代モビリティネットワーク」への参

加意向についても質問をおこなった。 

 

②調査結果 

 九州次世代モビリティネットワークへの期待事項 

（自治体・団体アンケート：Q8、企業アンケート：Q10） 

 九州次世代モビリティネットワークに何かしら期待する事項があるという回答は、自治

体・団体アンケートでは 89％、企業アンケートでは 93％にのぼった。 

期待する事項として、自治体・団体アンケートでは「モビリティ施策全般の情報」が 61％

で最も高く、以下「補助金・助成金情報」「自治体・団体・企業とのネットワーク」と続い

たが、「プロジェクト情報」の回答は３割にとどまった。企業アンケートでは、「プロジェク

ト情報」「モビリティ施策全般の情報」「自治体・団体・企業とのネットワーク」がいずれも

61％、「補助金・助成金情報」が 56％であった。 

 

図表 1-30 九州次世代モビリティネットワークへの 

期待事項（自治体・団体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

60.7 

29.4 

59.4 

51.4 

0.6 

10.2 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金・助成金情報

プロジェクト情報

モビリティ施策全般の情報

自治体・団体・企業とのネットワーク

その他

特になし

無回答

[Q8]九州次世代モビリティネットワークに期待すること

はありますか。（いくつでも）

(n=323)

図表 1-31 九州次世代モビリティネットワークへの 

期待事項（企業） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについての 

アンケート 

 

56.1 

61.4 

61.4 

61.4 

3.5 

5.3 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金・助成金情報

プロジェクト情報

モビリティ施策全般の情報

自治体・団体・企業とのネットワーク

その他

特になし

無回答

[Q10]九州次世代モビリティネットワークに期待すること

はありますか。（いくつでも）

(n=57)
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 九州次世代モビリティネットワークへの参加希望 

（自治体・団体アンケート：Q9、企業アンケート：Q1） 

 九州次世代モビリティネットワークへの参加希望は、自治体・団体では全体のうち 191 件

（59.4％）、企業では全体のうち 41 件（71.9％）であった。 

自治体・団体のうち種類別では、自治体の希望率が高く、また都道府県・地域区分別では

満遍なく参加希望がみられた。また企業でも、回答した九州内企業のうち 66％が参加を希

望した。 

 

 

 

  

図表 1-32 九州次世代モビリティネットワークへの 

参加希望（自治体・団体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

59.4 

39.3 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する

希望しない

無回答

[Q9]セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しま

すか。（１つだけ）

(n=323)

図表 1-33 九州次世代モビリティネットワークへの 

参加希望（企業） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについての 

アンケート 

71.9 

24.6 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する

希望しない

無回答

[Q11]セミナーや各種情報に関する案内メールを希望

しますか。（１つだけ）

(n=57)
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図表 1-34 九州次世代モビリティネットワークへの 

参加希望（自治体・団体、属性別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

度数

横％

希望する 希望しな
い

無回答

322 191 127 4

100.0 59.3 39.4 1.2
144 99 45 -

100.0 68.8 31.3 -

106 57 49 -

100.0 53.8 46.2 -

63 31 28 4
100.0 49.2 44.4 6.3

6 2 4 -

100.0 33.3 66.7 -

2 2 - -

100.0 100.0 - -
71 41 29 1

100.0 57.7 40.8 1.4

35 20 15 -

100.0 57.1 42.9 -

35 18 17 -
100.0 51.4 48.6 -

59 33 26 -

100.0 55.9 44.1 -

28 19 8 1

100.0 67.9 28.6 3.6
31 17 14 -

100.0 54.8 45.2 -

62 43 17 2

100.0 69.4 27.4 3.2

24 14 10 -
100.0 58.3 41.7 -

19 9 9 1

100.0 47.4 47.4 5.3

14 9 5 -

100.0 64.3 35.7 -
14 9 5 -

100.0 64.3 35.7 -

23 14 9 -

100.0 60.9 39.1 -

44 25 19 -
100.0 56.8 43.2 -

140 82 55 3

100.0 58.6 39.3 2.1

57 36 21 -

100.0 63.2 36.8 -
35 22 12 1

100.0 62.9 34.3 2.9

10 4 6 -

100.0 40.0 60.0 -

225 153 69 3
100.0 68.0 30.7 1.3

95 37 57 1

100.0 38.9 60.0 1.1

運輸団体

その他団体

福岡県

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会

北九州

筑後

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

意識層

非意識層

全体

種類別

都道府県

別

福岡県内
区分別

地域区分

別

危機意識
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

福岡

筑豊

図表 1-35 九州次世代モビリティネットワークへの 

参加希望（企業、属性別） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスに 

ついてのアンケート 

 

度数

横％

希望する 希望しな

い

無回答

57 41 14 2

100.0 71.9 24.6 3.5

45 30 13 2

100.0 66.7 28.9 4.4

12 11 1 -

100.0 91.7 8.3 -

47 38 9 -

100.0 80.9 19.1 -

9 3 5 1

100.0 33.3 55.6 11.1

自動車関連（完成車） 1 1 - -

100.0 100.0 - -

自動車関連（部品） 4 3 1 -

100.0 75.0 25.0 -

情報通信関連 15 11 4 -

100.0 73.3 26.7 -

交通サービス関連 7 6 1 -

100.0 85.7 14.3 -

運輸サービス関連 6 4 2 -

100.0 66.7 33.3 -

金融サービス関連 5 4 1 -

100.0 80.0 20.0 -

保険サービス関連 - - - -

- - - -

官公庁・自治体 3 3 - -

・産業支援機関 100.0 100.0 - -

大学・研究開発機関 3 3 - -

100.0 100.0 - -

その他 25 16 7 2

100.0 64.0 28.0 8.0

業種別

九州内

九州外

意識層

非意識層

全体

所在地別

危機意識

別
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 自治体・団体と企業間のマッチング希望 

（自治体・団体アンケート：Q10、企業アンケート：Q12） 

 自治体・団体と企業間のマッチングについて、「参加したい」という回答は、自治体・団

体からは５件（1.5％）、企業からは 17 件（29.8％）であった。ただ、「検討したい」「今後

参加してみたい」を含むと、自治体・団体では 61.5％、企業は 78.9％となっており、双方

ともマッチングに前向きであると捉えている。属性別では、自治体・団体アンケートでは都

市部や自治体、企業アンケートでは九州外といった属性で、マッチングにより前向きな傾向

にある。 

 

 

 

  

図表 1-36 企業とのマッチング希望（自治体・団体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

1.5 

39.3 

20.7 

35.3 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい

検討したい

今後参加してみたい

興味はない

無回答

[Q10]地域モビリティ構築に向けて、関係企業とのマッチ

ングのご希望はありますか。（１つだけ）

(n=323)

図表 1-37 自治体・団体とのマッチング希望（企業） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについての 

アンケート 

 

29.8 

29.8 

19.3 

17.5 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい

検討したい

今後参加してみたい

興味はない

無回答

[Q12]地域モビリティ構築に向けて、自治体や関係団

体とのマッチングのご希望はありますか。（１つだけ）

(n=57)
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図表 1-38 企業とのマッチング希望 

（自治体・団体、属性別） 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

参加した
い

検討した
い

今後参加
してみた

い

興味はな
い

無回答

322 5 126 67 114 10

100.0 1.6 39.1 20.8 35.4 3.1

144 2 70 34 36 2
100.0 1.4 48.6 23.6 25.0 1.4

106 1 28 22 52 3

100.0 0.9 26.4 20.8 49.1 2.8

63 2 25 8 23 5
100.0 3.2 39.7 12.7 36.5 7.9

6 - 3 1 2 -

100.0 - 50.0 16.7 33.3 -
2 - - 2 - -

100.0 - - 100.0 - -

71 2 27 16 22 4
100.0 2.8 38.0 22.5 31.0 5.6

35 - 14 8 13 -

100.0 - 40.0 22.9 37.1 -
35 - 15 3 17 -

100.0 - 42.9 8.6 48.6 -

59 1 21 13 22 2

100.0 1.7 35.6 22.0 37.3 3.4
28 1 14 4 9 -

100.0 3.6 50.0 14.3 32.1 -

31 - 9 8 13 1
100.0 - 29.0 25.8 41.9 3.2

62 1 26 15 17 3

100.0 1.6 41.9 24.2 27.4 4.8
24 - 12 6 5 1

100.0 - 50.0 25.0 20.8 4.2

19 1 5 4 8 1

100.0 5.3 26.3 21.1 42.1 5.3
14 1 7 1 5 -

100.0 7.1 50.0 7.1 35.7 -

14 - 3 5 4 2
100.0 - 21.4 35.7 28.6 14.3

23 - 11 5 6 1

100.0 - 47.8 21.7 26.1 4.3
44 1 18 10 14 1

100.0 2.3 40.9 22.7 31.8 2.3

140 2 50 30 53 5

100.0 1.4 35.7 21.4 37.9 3.6
57 1 22 13 18 3

100.0 1.8 38.6 22.8 31.6 5.3

35 1 18 4 12 -
100.0 2.9 51.4 11.4 34.3 -

10 - 2 2 6 -

100.0 - 20.0 20.0 60.0 -
225 5 107 45 61 7

100.0 2.2 47.6 20.0 27.1 3.1

95 - 18 22 52 3

100.0 - 18.9 23.2 54.7 3.2

運輸団体

その他団体

福岡県

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会

北九州

筑後

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

意識層

非意識層

全体

種類別

都道府県
別

福岡県内

区分別

地域区分

別

危機意識

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

福岡

筑豊

図表 1-39 自治体・団体とのマッチング希望 

（企業、属性別） 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスに 

ついてのアンケート 

 

度数

横％

参加した

い

検討した

い

今後参加

してみた
い

興味はな

い

無回答

57 17 17 11 10 2
100.0 29.8 29.8 19.3 17.5 3.5

45 10 13 10 10 2
100.0 22.2 28.9 22.2 22.2 4.4

12 7 4 1 - -

100.0 58.3 33.3 8.3 - -
47 17 13 11 5 1

100.0 36.2 27.7 23.4 10.6 2.1
9 - 4 - 5 -

100.0 - 44.4 - 55.6 -

自動車関連（完成車） 1 - 1 - - -
100.0 - 100.0 - - -

自動車関連（部品） 4 1 2 - 1 -

100.0 25.0 50.0 - 25.0 -
情報通信関連 15 4 6 3 2 -

100.0 26.7 40.0 20.0 13.3 -
交通サービス関連 7 2 4 1 - -

100.0 28.6 57.1 14.3 - -

運輸サービス関連 6 1 2 3 - -
100.0 16.7 33.3 50.0 - -

金融サービス関連 5 1 2 1 1 -
100.0 20.0 40.0 20.0 20.0 -

保険サービス関連 - - - - - -

- - - - - -
官公庁・自治体 3 1 1 - - 1

・産業支援機関 100.0 33.3 33.3 - - 33.3
大学・研究開発機関 3 2 1 - - -

100.0 66.7 33.3 - - -

その他 25 9 5 4 6 1
100.0 36.0 20.0 16.0 24.0 4.0

業種別

九州内

九州外

意識層

非意識層

全体

所在地別

危機意識

別
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 マッチングを希望する対象（自治体・団体のみ）（自治体・団体アンケート：Q11） 

 企業間とのマッチングに前向きな自治体・団体に、希望するマッチングの対象を尋ねたと

ころ、最も高かったのは「地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体

（68.8％）」で、以下は「一緒に取り組んでくれる地元事業者（51.3％）」「技術シーズを持

つ企業（30.2％）」の順に高かった。属性別では、自治体や商工会議所では相談のニーズが

高いのに対し、社会福祉協議会では協業のニーズが高いことが分かる。 

 

図表 1-40 企業とのマッチング希望（自治体・団体） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

 

68.8 

30.2 

51.3 

5.5 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域モビリティ施策を推進する上で相

談できる企業・団体

技術シーズを持つ企業

一緒に取り組んでくれる地元事業者

その他

無回答

[Q11]前問で「参加したい」「検討したい」「今後参加してみ

たい」と回答された方にお伺いします。マッチングを希望

する対象をお教えください。（いくつでも）

(n=199)

図表 1-41 企業とのマッチング希望（自治体・団体、属性別） 

 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

地域モビ

リティ施

策を推進

する上で

相談でき

る企業・

団体

技術シー

ズを持つ

企業

一緒に取

り組んでく

れる地元

事業者

その他 無回答

198 137 60 101 11 5

100.0 69.2 30.3 51.0 5.6 2.5

106 79 41 56 4 1

100.0 74.5 38.7 52.8 3.8 0.9

51 35 7 16 6 3

100.0 68.6 13.7 31.4 11.8 5.9

35 19 11 27 - 1

100.0 54.3 31.4 77.1 - 2.9

4 3 - 1 - -

100.0 75.0 - 25.0 - -

2 1 1 1 1 -

100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 -

16 11 8 6 - 1

100.0 68.8 50.0 37.5 - 6.3

29 21 5 16 - -

100.0 72.4 17.2 55.2 - -

82 59 21 44 4 4

100.0 72.0 25.6 53.7 4.9 4.9

36 23 13 19 2 -

100.0 63.9 36.1 52.8 5.6 -

23 15 12 10 3 -

100.0 65.2 52.2 43.5 13.0 -

4 2 - 3 1 -

100.0 50.0 - 75.0 25.0 -

157 111 52 82 7 4

100.0 70.7 33.1 52.2 4.5 2.5

40 25 8 19 4 1

100.0 62.5 20.0 47.5 10.0 2.5

運輸団体

その他団体

自治体

商工会議所・

商工会

社会福祉協議会

意識層

非意識層

全体

種類別

地域区分

別

危機意識

別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域
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 マッチングを希望する業種（企業のみ）（企業アンケート：Q13） 

 マッチングに前向きな企業に対して、マッチングを希望する対象を尋ねたところ、最も

高かったのは、実証の場所を提供する「自治体（82.2％）」であった。ただそれ以外に

も、「情報通信関連（57.8％）」「交通サービス関連(57.8％)」「運輸サービス関連

（51.1％）」など、企業間のマッチングニーズも高いことが読み取れる。 

 

 

  

図表 1-42 自治体・団体とのマッチング希望（企業） 

 

資料）地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 

 

82.2 

40.0 

33.3 

26.7 

57.8 

57.8 

51.1 

20.0 

17.8 

44.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体

団体（商工会議所・社会福祉協議

会など）

自動車関連（完成車）

自動車関連（部品）

情報通信関連

交通サービス関連

運輸サービス関連

金融サービス関連

保険サービス関連

大学・研究開発機関

その他

[Q13]前問で「参加したい」「検討したい」「今後参加し

てみたい」と回答された方にお伺いします。マッチング

を希望する対象をお教えください。（いくつでも）

(n=45)

図表 1-43 企業とのマッチング希望（自治体・団体、属性別） 

資料）地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 

度数

横％

自治体 団体（商

工会議

所・社会

福祉協議

会など）

自動車関

連（完成

車）

自動車関

連（部品）

情報通信

関連

交通サー

ビス関連

運輸サー

ビス関連

金融サー

ビス関連

保険サー

ビス関連

大学・研

究開発機

関

45 37 18 15 12 26 26 23 9 8 20

100.0 82.2 40.0 33.3 26.7 57.8 57.8 51.1 20.0 17.8 44.4

33 25 12 8 6 19 17 16 5 3 13

100.0 75.8 36.4 24.2 18.2 57.6 51.5 48.5 15.2 9.1 39.4

12 12 6 7 6 7 9 7 4 5 7

100.0 100.0 50.0 58.3 50.0 58.3 75.0 58.3 33.3 41.7 58.3

41 33 17 14 11 22 25 21 8 8 18

100.0 80.5 41.5 34.1 26.8 53.7 61.0 51.2 19.5 19.5 43.9

4 4 1 1 1 4 1 2 1 - 2

100.0 100.0 25.0 25.0 25.0 100.0 25.0 50.0 25.0 - 50.0

九州内

九州外

意識層

非意識層

全体

所在地別

危機意識

別
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４）アンケート小括 

 アンケートの結果、回答した自治体・団体のうち約７割、企業のうち約８割が地域モビ

リティの維持・発展への危機意識を持っていた。また、危機意識のあるサンプルのうち、

自治体・団体、企業ともに約４割がモビリティ関連施策に取り組んでおり、また協議中な

ども含めると、自治体・団体では約７割、企業では約８割が何らかの行動を起こしてい

た。なお、離島地域や過疎地域では「取り組もうとしたが、課題があり取り組めていな

い」という回答が比較的多かった。また、今後の展開方針では差がみられ、企業では約７

割が事業拡大、もしくは新事業開始など前向きな方針であったのに対し、自治体・団体で

は前向きな回答は４割弱にとどまり、約３割は現状維持の方針であった。 

 自治体・団体へ地域モビリティの課題に対して既に着手済みの取り組みを尋ねたとこ

ろ、最も多かった回答が「条件不利地域・移動弱者への支援等」で、都市、都市外を問わ

ず実施される傾向にあった。次いで回答が多かった「移動需要・外出機会の創出」は、都

市やその周辺での実施傾向がやや強かった。だた、解決に取り組めておらず、課題に感じ

ている項目としては「持続可能なモビリティサービスの提供」や「人手不足の緩和」、「公

共交通の利便性向上」という回答が多かった。これらの課題のうち、「持続可能なモビリ

ティサービスの提供」および「公共交通の利便性向上」については、アンケートに回答し

た企業の約半数が、自社の技術・サービスで課題解決に貢献できると回答している。マッ

チングの余地が大きいと考えられる。また、自治体・団体に地域モビリティの課題を尋ね

たところ、モビリティの持続可能性に加え、「地域課題が整理できていない」「問題意識が

地域内で醸成・共有できていない」という回答も相応にみられており、この部分でも企業

が貢献できる余地があるとみられる。 

 九州次世代モビリティネットワークに関しては、回答全体のうち自治体・団体では約６

割、企業では７割の参加希望があった。ネットワークへの期待事項としては、自治体・団

体からは「補助金・助成金情報」「モビリティ施策全般の情報」、企業からは「プロジェク

ト情報」「モビリティ施策全般の情報」「自治体・団体・企業とのネットワーク」という回

答の割合が高かった。なおマッチングについては、自治体・団体では約６割、企業では８

割から前向きな回答が得られ、実際に 22 件（自治体・団体：５件、企業 17 件）のマッチ

ング参加希望があった。なおマッチングに関して、自治体・団体からは相談のニーズが最

も高く、また企業からは、実証先となる自治体等に加え、企業同士でのマッチング希望が

多かった。 

  

 

 

 

 

 



27 

 

（２）ヒアリング調査 

１）ヒアリング調査の実施について 

 本調査では、地域モビリティへの危機意識を把握するために、アンケート調査を実施し、

データとして整理するとともに、アンケート回答団体・企業からアンケートの回答に基づい

たヒアリング調査を実施し、それぞれの団体・企業の背景などを整理した。 

ヒアリング対象の自治体・団体、企業・大学を抽出するにあたり、アンケート回答結果よ

り候補を抽出し、そこから、地域特性や自治体・団体のバランスなどを考慮してヒアリング

を実施した。以下では、ヒアリング調査結果を総括するとともに、個別ヒアリング結果を整

理する。 

 ヒアリング調査では、アンケート回答に沿った形で、地域モビリティへの危機意識や現在

の取組状況や課題、地域モビリティに関する事項、九州次世代モビリティネットワークに期

待することについて話を伺うとともに、マッチングを希望すると回答したところには、マッ

チング先や具体的なテーマ、マッチングの流れについても話を伺っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリング調査

⾃治体・団体 企業・⼤学

アンケート調査

マッチング

九州次世代モビリティネットワーク

事業プラン策定
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２）ヒアリング調査結果総括 

本事業では、アンケート回答団体・企業を中心にヒアリング調査を実施した。ヒアリング

対象となった自治体・団体／企業・大学は、アンケートで以下の項目について該当するとこ

ろを中心に抽出した。 

 

 マッチングを希望する（検討したい） 

 地域モビリティの維持・発展に危機感を持っている 

 モビリティ関連施策の事業展開（拡大）意向あり 

 

自治体・団体 

  

  

  

  

  

 

企業・大学 

  

  

  

  

  

   

  

  

 

また、先進事例となる取組を行っている自治体・団体／事業者については、アンケート回

答結果から抽出するとともに、先進的な取組を行っている自治体・団体／事業者についてヒ

アリングを行った。事業展開意向を持つ自治体・団体／事業者の参考になるよう、以下の項

目を中心にヒアリングを行った。 

 

 事業の概要 

 事業実施までの過程 

 事業における課題 

 今後の事業方針 
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先進事例実施主体（自治体・団体／地元事業者など） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

各団体・各社のヒアリングシートは、巻末の参考資料に掲載する。ここでは、自治体・団体

と企業・大学それぞれについて整理する。 

 

＜自治体・団体＞ 

 地域モビリティへの危機意識：少子高齢化に伴う人口減少を背景とした高い危機意識 

今回ヒアリング調査対象となった自治体・団体は、いずれも地域モビリティの維持・発展

について高い危機意識を持っているところである。危機意識を具体的に感じる項目として、

その多くが人口減少、少子高齢化に直面していることから、利用者減少によるバス路線の廃

止や減便、商業施設の偏在による買い物弱者支援、少子化に伴う小中学校合併による児童・

生徒のモビリティ確保などへの対応を迫られている。また、住民の QOL を意識した時に、通

学、通院、買い物といった外出だけでなく、趣味や余暇目的の外出を自治体としていかにモ

ビリティの面で支援できるかを考える自治体もあった。 

一方、中心市街地に位置する商工会議所は、人が動く仕掛けとなる中心市街地や商店街の

魅力向上に注力しており、モビリティへの危機意識はそれほど高くないものの、地域の公共

交通利便性確保のための要望活動などは行っている。 

 

 地域モビリティについて現在取り組んでいる内容：条件不利地域／移動弱者向けサービス中

心 

現在取り組んでいる事業として挙がったのは、条件不利地域／移動弱者向けサービス改

善・高度化についての取組である。自治体については、オンデマンド型の福祉バス・コミュ

ニティバスの運行、社会福祉協議会は自治体から福祉バスなどの運行業務を受託するとい

う形で住民移動支援に絡む事業を行っているところが多い。社会福祉協議会や商工会では、

移動販売に取り組みたい事業者などを対象に、移動販売参入（移動販売車の改造資金など）

にかかる費用の補助などを行っているところも多い。 
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 地域モビリティに関する課題：採算性の確保と人材確保、既存の枠組みとの調整の難しさ 

地域モビリティに関する課題については、モビリティ事業を運営する場合の採算性の確

保や人材確保を挙げる声が多かった。例えば定時運行のコミュニティバス運行では、限られ

た車両や人員で、広い圏域、あるいは細長い圏域をカバーする必要があるため、利用者の「外

出に長時間かかる」「便数が少ない」という不満につながっている。既存のオンデマンドシ

ステム導入を検討しても、採算性確保が難しく、本格導入を見送ったところもある。 

また、既存の枠組みとの調整の難しさも伺える。運行中の乗合タクシーを例に挙げると、

既存の路線バス停留所と重複を避けるために特定の乗車場所・降車場所が設定されている

ケースが多いが、そこまでの移動が高齢者にとってネックとなり、結果として利用者が増え

ないというケースもある。また、現在の介護保険の枠組みを活用した乗合バスや乗合タクシ

ーの運営を検討した際、保険適用者のみの乗車しか認められず、介助者が乗車できないこと

から、事業が実際の利用場面と乖離してしまい、断念せざるを得なかったという。このほか、

地域内で介護施設の送迎用車両を活用できないかと検討したところ、車両は空いていても、

運転手確保や事故発生時の保険適用や費用負担など、調整事項が多く情報収集段階で断念

したという話も聞かれた。2020 年春以降は、新型コロナウイルス感染拡大がネックとなり、

事業が休止しているところもある。 

また、具体的な事業を検討する以前に、地域内での情報共有・議論の場を持たないことも

地域の取組を推進する上での課題である。自治体／商工会議所・商工会／社会福祉協議会な

どが、地域モビリティ関する現状や課題を共有する、議論するという機会を持たないことを

課題に挙げるところもあった。具体的な話として、市町村内でも中心市街地の人口増加地域

への対応が中心となり、過疎地域住民のモビリティの維持・発展への認識が低く、住民の不

満を直接聞いても、自治体担当者に直接伝えるルートが欠如している現状を聞いた。 

その一方で、地域内の情報共有の場を持つところの話も聞くことができた。買い物難民対

策の事業を行っているところを例に取ると、「買い物支援協議会」を立ち上げ、自治体のほ

か、社会福祉協議会や自治会メンバーなどが、定期的に協議し、具体的な取組を進めている

エリアも複数あった。日頃から課題を共有し、自らのネットワークを活用しながら、「まず

はやってみよう」と、行動を起こしている。 

 

 地域モビリティに関して検討中の事項：条件不利地住民向け事業（買い物難民対策） 

アンケート調査結果からは、条件不利地域住民／移動弱者向けの取組について、着手済み、

あるいは検討中という回答が多かったが、ヒアリング対象団体も、着手済みのほか、直近で

実施予定、あるいは検討中の事業は、福祉バスやコミュニティバス、乗合タクシーなどの運

行を挙げるところが多かった。 

社会福祉協議会からは、域内の商業施設と連携した買い物サロン事業や、移動販売事業な

どを前向きに検討したいという声が聞かれた。しかし、商業施設や、商工会議所・商工会と
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のネットワークがないため、具体的な事業としての検討には至っていないというのが現状

となっている。 

 

 地域モビリティに関して中長期的な課題となっている事項：公共交通利便性向上 

公共交通利便性向上は、中長期的な課題として挙げられている。特に、自動車に依存せざ

るを得ない中山間地域では、高齢者であっても買い物や通院、また農作業のために運転して

いる人も多く、高齢者による交通事故防止の観点からも、免許返納促進に繋がるような利便

性の高いモビリティ事業の必要性を訴える声も聞かれた。 

また、長期的な視点から地域モビリティ施策に取り組むためにも、通常業務の枠を超えた

視点から物事を考えることも重要であり、2020 年 12 月に本事業の一環として開催したセミ

ナーについて、他地域の事例を知る機会となったことを評価する声も多かった。 

 

 マッチングの流れ 

今回ヒアリング対象となった自治体・団体の多くが、直近で具体的事業実施予定がないた

め、技術シーズを持つ企業とのマッチングの希望はほとんどなかった。しかし、地域住民の

モビリティ確保に向けた事業展開への意欲は高く、事業検討を支援する存在を必要とする

ところが多かった。アンケートでも、マッチング対象としての回答が多かった「地域モビリ

ティ施策を推進する上で相談できる企業・団体」が、それに該当する。具体的には、地域モ

ビリティに関する現状把握や情報整理、地域内のネットワーキングに加え、国内外の先進事

例なども踏まえた新しい視座を提供や、あるいは地域の現状を踏まえた公共交通や地域モ

ビリティのプラニングなどを担うコンサルティング企業などが考えられる。 

 

 

＜企業・大学＞ 

 地域モビリティへの危機意識：利用者減少による事業継続の難しさやラストワンマイルの変わ

らない現状 

アンケート結果からも、企業・大学の地域モビリティへの危機意識は高かったが、ヒアリ

ング対象となった企業・大学からも、地域モビリティの維持・発展を危惧する声が多く聞か

れた。具体的には、利用者の高齢化、少子高齢化による利用者の減少による交通事業継続が

難しくなっていることや、バスや鉄道などの路線から自宅までのラストワンマイルの状況

が変わらないことなどが挙げられる。 

 

 地域モビリティについて現在取り組んでいる内容：プラットフォーム提供や乗合タクシーやコミュ

ニティバスの事業支援に資する研究 

現在取り組んでいる内容は、アンケート回答企業のほとんどが何らかの事業に取り組ん

でおり、ヒアリング対象となった企業・大学についても、現在進行形のプロジェクトに関わ
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るところが多かった。 

今回ヒアリングを行ったタクシー事業者は、タクシー事業者向けの共通プラットフォー

ムを構築し、地方の零細タクシー事業者がこれを活用することで、タクシー事業者がサービ

ス提供可能な領域を拡大することで、結果的に地域の足としてのタクシー事業を守ること

に繋げていきたいとしている。モビリティサービスを提供する企業では、オンデマンド交通

や MaaS 構築に関するプラットフォームを提供し、事業化をサポートしているほか、九州外

の事例として、医療型 MaaS や行政サービスの移動巡回など、新たな取り組みを展開してい

る。 

また、大学の研究室では、研究シーズを活用して、地域モビリティの維持・発展に寄与し

ている。乗合タクシーの実証実験サポートのほか、事業予測に繋がる交通流シミュレーター

の開発、コミュニティバス向けの運行管理システムの開発による運行データのデジタル化

や、バス情報のオープンデータ化（GTFS-JP）支援による経路検索システムデータ活用など

が挙げられる。 

 

 地域モビリティに関する課題：利用者減少、採算性確保、デジタル化への対応 

地域モビリティの課題として、危機意識と共通する事項として、少子高齢化や人口減少に

伴う利用者の減少のほか、運輸事業者は、本業での採算性確保のほか、企業によっては、利

用状況把握のデジタル化への対応を挙げるところもあった。 

 

 マッチングについて：自社のシーズが活用可能な自治体や、実際の運用面を担う地元事業者

とのマッチングを希望する声 

マッチングについては、いずれの企業も、現在取り組んでいる事業、持っている技術シー

ズ・研究シーズが活用できる課題を抱えている自治体・団体、企業とのマッチングを希望し

ている。また、地域内での事業展開を協働してくれる事業者とのマッチングを希望する声が

多く聞かれた。例えば、研究シーズを大学研究室では、個別対応のためのマンパワーは限ら

れており、九州域内でも遠方からの要望に応えることが難しいが、メンテナンスを含めた運

用面でのサポートを地域内の自動車修理工場などと組むことができれば、運用を地域内で

完結させることが可能になるという。今回、個別の地元事業者については、本事業で実施し

たアンケートの対象外であったためマッチングが叶わなかったため、今後の取組課題とし

て挙げたい。 
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（３）マッチングの方向性 

 

本事業のアンケート調査・ヒアリング調査から、多くの自治体・団体、企業が地域モビリ

ティの維持・発展について危機感を持っていることが改めて明らかとなった。そうした危機

感を起点として、地域モビリティの維持・発展に向けて動き出していることが多いというこ

ともアンケート結果を基に具体的取組事例として整理した通りである。しかし、一方では、

地域モビリティに関して危機感を持ちながらも、外部環境や予算、人材などの面から、具体

的な取組に着手できていない地域も多いということも明らかとなった。 

 

ここでは、アンケート結果、ヒアリング結果をもとに、九州において地域モビリティの維

持・発展に向けた取組を目的としたマッチングについて整理する。 

 

１）マッチングの組み合わせ 

①自治体・団体（取組の初期段階）×企業・大学 

最初に挙げるのは、今回アンケートの対象となった「自治体・団体」と「企業・大学」の

マッチングである。自治体・団体向けアンケートでは、７割が地域モビリティの維持・発展

に危機感を持つ一方で、具体的な施策に取り組んでいるのは４割、今後前向きに事業展開し

たいと考えるところが４割であったことからも、地域の現状・課題を整理して、具体的な事

業に落とし込むのはこれからという自治体・団体が多いと思われる。マッチングを希望する

対象として、「地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体」が 68.8％と最も

多く、次いで「一緒に取り組んでくれる地元事業者」51.3％、「技術シーズを持つ企業」は

30.2％であった。マッチングを希望する自治体・団体へのヒアリングにおいても、現状整理、

課題抽出をした上で、今後の方向性について一緒に議論できる企業・団体とのマッチングを

希望する声が多く聞かれた。 

以上の点を踏まえて、現時点で九州地域における自治体・団体と企業・大学のマッチング

は、モビリティ施策の取組の初期段階においてのマッチングのニーズが高いと考えられる。 

危機感は持っているものの、本格的なモビリティ施策の実施についてはこれから取り組

みたいという自治体・団体に対しては、現状把握や課題抽出をするとともに、今後の方向性

を議論するために、コンサルティング会社とのマッチングが必要となる。中期・後期段階に

おいて事業実施のパートナーとなり得る域内の事業者とのマッチングも同時並行で行い、

初期段階から事業実施を見すえた体制構築を図ることが重要である。 

 

②具体的テーマ・ニーズ 

次に挙げるのは、具体的テーマ・ニーズでのマッチングである。自治体・団体の中でも、

既に地域内の現状把握や課題抽出は行っており、具体的な取組を始めている、あるいは取組

の方向性を見いだしているというところに対しては、具体的な事業実施に必要な技術やサ
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ービスを持っている企業とのマッチングが有効となる。本調査結果を例に見ると、アンケー

トの中で実施中あるいは実施検討中の事業として乗合タクシー事業やオンデマンドバス事

業が多く挙がっていたが、そうした事業を支える上で、企業のサービスや、大学研究室の技

術シーズなどをマッチングさせることも考えられる。 

また、社会福祉協議会などからは、乗合タクシーやドライブサロン事業などでの先進事例

や、自治体や商工会とのネットワーク強化を望む声が多く聞かれ、具体的テーマでの勉強会

や研究会をスタートとして、クローズドなマッチング、そして具体的な事業プラン検討へと

繋がっていくマッチングも効果的と思われる。 

 

 

③広域のエリア内でのマッチング（広域自治体、バス・鉄道等の路線沿線、河川の流域、県境を

挟んだ経済圏など）自治体×自治体×企業・大学など 

最後は、広域エリア内でのマッチングである。本事業で開催したセミナーでも取り上げた

肝付３町の事業のように、複数の自治体が連携して広域でのモビリティの維持・発展を考え

るというのは、当該地域の住民にとっての利便性に繋がることからも、重要と考えられる。

一部の県では振興局や広域事務組合という単位で、協議や住民向けサービスを展開してい

るが、広域レベルで地域モビリティに関する事業について検討することが求められてくる。 

広域エリアの範囲での勉強会や研究会の開催を契機として、地域モビリティを考える場

の創出に繋がり、それが同じ課題を共有する地域ネットワークとして動き出すことも期待

できるのではないか。 

 

図表 1－44 マッチングの組み合わせ 

 

資料）九州経済調査協会 

 

 

 

マッチング組み合わせ ニーズ シーズ・サービス提供

⾃治体・団体 × 企業・⼤学
●⾃治体・団体（地域モビリティの現状把握、課題抽出、今後
の⽅向性の協議、地域内の関係機関のネットワーク化）

●コンサルティング会社（現状把握、課題抽出、今後の⽅向性
提案、勉強会・研究会開催⽀援など）

●地域モビリティの維持・発展に向けた具体的事業実施主体
●企業・⼤学（具体的事業実施に必要な技術シーズ・サービス
を展開）

●具体的テーマにおける先進事例や、エリア内での関係団体と
のネットワーク形成を望む⾃治体・団体

●コンサルティング会社（先進事例提供、勉強会・研究会開催
⽀援など）

広域（バス・鉄道沿線、河川流域、県
境を越えた経済圏など）

●バスや鉄道など公共交通機関の路線維持に繋がる事業の実施
主体（⾃治体・団体／企業・⼤学／地元事業者など）

●⾃治体・団体（⽣活路線の維持・発展）
●企業・団体（具体的事業実施に必要な技術シーズ・サービス
を展開）
●地元事業者（事業運営を担う）
●エリア内の⼤学・⾼校など（若い利⽤者のアイデア）

具体的テーマ・ニーズ
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２）マッチングイメージ 

マッチングは、マッチングを望む主体の状況によって異なる。本事業では調査結果を踏ま

えて、地域モビリティの維持・発展に関連するマッチングイメージを下図のように整理する。 

これから、何か事業を実施したい主体が、まずは現状把握や課題抽出をしたい場合は、コ

ンサルティング会社とのマッチングが考えられる。 

次に、地域の現状や課題はある程度把握しており、それに向けて、具体的にどのような行

動を起こすべきなのかを考えたい主体にとっては、個別テーマでの勉強会や研究会を介し

て、同一テーマに関心を持つ企業・大学とのマッチングや、同じ課題を持つ自治体・団体と

の横のネットワーク構築が考えられる。 

事業内容を検討し、詳細が固まった事業の実施主体にとっては、事業実施を支える技術シ

ーズやサービスを持つ企業・大学、事業をともに実施する域内の自治体・団体や地元事業者

などとの１対１、あるいは１対多のマッチングが可能となる。 

 

図表 1－45 本事業の調査結果をもとにした地域モビリティの維持・発展に関するマッチングイメージ 

 

資料）九州経済調査協会 

 

現状把握／課題抽出／⽅向性検討

個別テーマ

勉強会・研究会

１対１

抽象的

具体的

テ
ー
マ

⾃治体・団体／事業者

事業主体

（⾃治体・団体／事業者）

事業主体

（⾃治体・団体／事業者）

コンサルティング企業

コンサルティング企業／企

業・⼤学／⾃治体・団体

⾃治体・団体／

企業・⼤学／地元事業者
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2．九州次世代モビリティネットワークの活動報告 

 本調査では、前章でまとめたアンケートを実施することで、次世代モビリティに取り組む

自治体のほか、技術シーズを持つ事業者や、次世代モビリティ構築に意欲的な企業・団体な

どを発掘し、ネットワークを構築することを目的に、セミナーを実施した。 

セミナーは、有識者による講演会や先行事例発表で構成した。次世代モビリティの構築に

向けて、より前向きに取り組む機運醸成に資するプログラムとし、タイトルの「地域に根付

いた次世代モビリティの実現に向けて――移動課題解決への”はじめの一歩“」にあるとお

り、地域が課題解決への第一歩を踏み出すきっかけになるような内容を目指した。 

基調講演は、自動車産業やモビリティに深い知見を持ち、ご自身でも地域で移動課題の解

決を手がける名城大学経営学部国際経営学科の田中武憲教授に、「地域を”つなぐ”モビリ

ティの新たな可能性」という題で、参考事例などを紹介しつつ、ご講演いただいた。 

事例は、取組地域と実施主体が偏らないように選択し、肝付町（取組地域：中山間地、実

施主体：行政）、神戸市のみなと観光バス株式会社（取組地域：都市部郊外、実施主体：企

業）、NPO 法人イーモビネット（取組地域：離島、実施主体：NPO）の 3 者が登壇した。 

セミナー参加者へのアンケートも実施し、セミナー参加目的やその内容についての評価、

セミナー参加後の意識の変化などについてアンケートを実施した。 

マッチングは、次世代モビリティ構築に関心を持つ自治体・団体や企業の両者をマッチン

グすることで、九州地域に根付いた次世代モビリティ事業を創出する機 運醸成を図るこ

とを目的として実施した。 

 

（１）セミナー開催 

１）実施概要 

 日時  ：令和２年 12 月 25 日（金） 

 会場  ：電気ビル共創館 カンファレンス A 

オンライン：Microsoft Teams のライブイベント機能 

参加者数 ：会場   34 名 

オンライン  130 名 

 主催：九州経済産業局 

 後援：九州運輸局、一般社団法人九州経済連盟、九州商工会議所連合会 
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２）プログラム 

13 時   開会 

13 時     〜13 時 10 分 開催挨拶 九州経済産業局地域経済部長 

13 時 10 分〜14 時 基調講演「地域を"つなぐ"モビリティの新たな可能性」 

田中武憲教授（名城大学経営学部国際経営学科） 

 （休憩） 

14 時 10 分〜15 時 10 分 事例紹介 

① 鹿児島県肝付町 

（企画調整課 山下卓氏、九州経済研究所 眞竹龍太氏） 

肝属郡 3 町の MaaS を起点とした広域連携による 

公共交通統合・端末交通の拡充  

② みなと観光バス株式会社（代表取締役 松本浩之氏） 

神戸市でのオープンデータを活用したバス運行 

システムの構築 

③ NPO 法人イーモビネット（代表 鶴岡良一氏） 

       天草市の離島への海上タクシー予約・相乗り、 

シェアリングカーの取組 

15 時 10 分〜15 時 30 分 質疑 
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３）講演内容（サマリー） 

①基調講演「地域を"つなぐ"モビリティの新たな可能性」田中武憲教授（名城大学経営学部

国際経営学科） 

 

MaaS を地域で活かすには、「モビリティ」「技術」

「サービス」「メニュー」と組み合わせて考えると

わかりやすい。MaaS とモビリティの組合せとして、

8 人乗りの低速 EV を導入し、観光客の周遊性向上

を図る実証実験を行った門司港の「グリーンスロ

ーモビリティ」が挙げられる。EV を開発したのは

桐生市の中小企業で、中小企業でもこの分野に参入できることがわかる。 

地域で MaaS を推進するときに妨げとなるのは、法令の壁、

利害の壁（既存事業者の反発）、習慣の壁（保守性、責任回

避）である。その地域特有の問題意識を多くの人が共有する

ことが、障壁を突破する鍵となる。 

会津若松市の「会津 Samurai MaaS プロジェクト」が、参

考になる事例。同市は観光地である一方、人口減少によるバ

ス路線廃止とサービス低下が生じ、その結果、さらなる利

用者減と路線廃止が続くという悪循環が起きていた。2019

年、地元の交通事業者と IT 関連企業が加わり、民主導で協議会を設立。イメージがしやす

い観光 MaaS から取り組み、鉄道とバスを一括で決済できるアプリを開発した。その後、生

活でも活用できるように、運行情報の可視化や店舗・施設との連携などを強化。AI による

バス運行ルートの最適化やタクシーアプリなどの開発にも取り組んでいる。 

同市は、震災後の復興プロジェクトとして IT 関連企業の集積を進めてきた経緯がある。

ICT を専門とする会津大学や福島大学とも連携するなど、地元の産官学で地域課題を共有し

て進めたのが、ポイントである。いまの大学は相談しやすいので、気軽に相談してみるのも

いいのではないか。 

自分が手伝った事例としては、岩手県岩泉町は参考になる。同町の観光資源として、鍾乳

洞の龍泉洞がある。龍泉洞までは盛岡駅から JR のバスが出ているが町の中心部を通り過ぎ

るため、観光客が町にお金を落とさないという問題があった。JR バスと岩泉町の町内バス

のダイヤをみたところ、うまく組み合わせると、町内を観光した上で龍泉洞にスムーズに立

ち寄れることがわかった。そこで、学生とともに町内の観光資源になり得るスポットを発掘

し、町内を周遊したうえで龍泉洞に立ち寄るルートを観光客に提案することになった。現在、

観光客向けのパンフレットを作っているところである。無理にデジタル技術を使わなくて

も、現地にあるものと知恵をうまく使うことで、課題解決につなげることもできる。  

 

田中武憲教授 

（名城大学経営学部国際経営学科） 

門司港のグリーンスローモビリティー 
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②事例発表「肝属郡 3町の MaaS を起点とした広域連携による公共交通統合・端末交通の拡

充」（肝付町企画調整課 山下卓氏、九州経済研究所 眞竹龍太氏） 

 

肝属郡３町は、肝付町、錦江町、南大隅町からな

る。鹿児島県大隅半島の南端に位置し、鉄道はな

く、都市部からの公共交通の運行も少ない。人口は

合計約３万人で高齢化率は 43.6％。 

公共交通は利用者減で収益性が悪化し、路線や

便数を減らした結果、利便性が低下。さらなる利用

者減になるという悪循環が起きていた。一方、高齢

化に伴い自家用車のドライバー減が懸念され、公

共交通の拡充は喫緊の課題だった。「利用者の超高

齢化により IT 活用が難しい」、「生活施設が広く散

在し、自治体単位での政策が需要と合わない」とい

う問題もあった。 

3 町の課題解決のため、昨年度、経済産業省「パ

イロット地域分析事業」を活用。事業方針の 1 つ目

は、「3 町で交通政策を協調し効果的・効率的な交通

サービスを広域で展開。民間参入をすすめる」。2 つ

目は、「高齢者に向けたサービスを展開する」。 

実証事業は、「３町広域路線の運行」「温泉施設への運行」「自家用無償運送の実施」「乗車

や買い物での生体認証の活用」である。「3 町広域路線の運用」「温泉施設への運行」は、3

町をまたぐ「肝属温泉タクシー」を事前予約制で路線運行し、起終点を温泉施設にした。広

域路線運行による 3 町連携や政策協調、交通事業者間の協働、移動需要（観光）の発掘が主

な狙い。実証事業の結果は 2 ヶ月間で約 85 名が利用し、目的の大半が地域の寄合での温泉

利用だった。「自家用無償運送の実施」は、地域ボランティアが運転手で、予約は地元タク

シー事業者が行う「みんなで見守りカー」を運行。地域全体で移動手段の担い手を確保する

のが目的で約 2 ヶ月間で 52 名の利用があった。「肝属温泉タクシー」「みんなで見守りカー」

は、2020 年度から本格稼働している。「乗車や買い物での生体認証の活用」は、公共交通や

買い物を生体認証で決済できるようにして利便性を高めるとともに、スマートフォンを持

っていない高齢者の移動データを取得できるようにした。登録者 40 名に対し、利用者は 30

名。利用者へのアンケートでは 8割弱が「使ってみたい」との回答だったが、採算性から導

入は見送った。 

・ 実証事業の副次的な効果として、肝属郡 3 町と鹿児島トヨタ自動車㈱、トヨタカロ

ーラ鹿児島㈱で「包括連携協定」を締結。官民広域連携組織「おおすみ MMO」を組織した。

また、東京大学と連携し、交通結節点となる商店街の活性化を進めている。 

右：山下卓氏（肝付町企画調整課） 

左：眞竹龍太氏（九州経済研究所） 

写真：広域路線の肝属温泉タクシー 
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③事例発表「神戸市でのオープンデータを活用したバス運行システムの構築」（みなと観光

バス株式会社 代表取締役 松本浩之氏） 

 

みなと観光バスは 2002 年から路線バスを 10 系統

運営しており、そこにはコミュニティバスもある。自

分たちが運営しているコミュニティバスは行政から

補助金や助成金をもらわずに、黒字にした。 

コミュニティバスの顧客は住民である。住民にと

って、生活施設へのアクセスがマイカーよりも便利

でなければ、持続的なサービスにはなりえない。法律

の壁もあり、MaaS を構築する上でできることは限られ

ているので、住民の主体性が重要になる。 

まず住民・行政・事業者の合意形成をすることが重要である。自分たちの場合は、住民の

方々と何度も繰り返し議論を重ねた。その中で住民との役割分担を明確にし、住民に主体的

に関わってもらうよう何度もお願いをした。また住民の移動状況とニーズを知るために、移

動調査とニーズ調査を行った。そうやって、事業者にとっての持続可能性と住民の主体性が

両立した移動手段を構築した。 

バス事業者にも、マーケティングは重要である。特に、地域で MaaS を実現するには、正

しい情報取得ができなければならない。その意味で公共交通に必要な「いまを見る、いまが

見れる」を実現するために、自社で運行管理システム「ドコールシステム」を開発した。 

ドコールシステムはデジタルタコグラフと連携し、オンタイムの運行情報をクラウドに

送信して、外部から運行をモニタリングできる。遅延や事故や故障、クレーム等にもスムー

ズに対応できる。通常、それなりに費用がかかる通信コストも、廉価に抑えた。 

乗降センサーで、どこのバス停で何人乗って何人おりたかを把握するシステムや、バス停

からどの位置にバスがいる

のかをリアルタイムで検索

画面に表示GTFSリアルタイ

ムも開発した。このデータ

はバス停と連携するほか、

神戸市でオープンデータ化

しだれでも見られるように

なっている。 

  

松本浩之氏 

（みなと観光バス株式会社 代表取締役）

ドコールシステムの概念図 
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④事例発表「天草市の離島への海上タクシー予約・相乗り、シェアリングカーの取組」（NPO

法人イーモビネット 代表 鶴岡良一氏） 

 

対象地域の天草市御所浦は、熊本県唯一の離島の

町。人口は 2750 名程度。人口減少、高齢化の進展が

進んでいる。住民の生活圏は対岸の天草半島まで及

ぶ。最も利用されている天草半島への海上交通は、

棚底港（上天草市）への定期船（1日 10 数往復）と

フェリー（1日 4 往復）である。多くの島民は、棚底

港の駐車場にセカンドカーを所有し、航路がある天

草市や水俣市へ移動するときも、棚底港から自動車

で移動するケースが多い。御所浦港には海上タクシーがあるが、高価で日常では使えない。 

移動課題を解決するために、行っているのが「うみラクプロジェクト」。トヨタモビリテ

ィ基金の助成事業に採択され、2019 年 5 月からスタートしている。コンセプトは、「海上タ

クシーと陸上交通をつなぐシェアリングサービス」。海上交通は、既存の海上タクシーの乗

合いサービス化により、コストを抑え自由度を高める。また、対岸港での陸上交通として、

シェリングカーサービスを行い、生活サービス拠点や交通拠点まで安価な移動を実現する。

ふたつを有機的につなぎ、さらに IT で利用者や事業者に情報提供する。また住民の移動ニ

ーズを束ねることで、コストを抑え収益性を高めるようにする。 

現在、2 つの実証事業を行っている。ひとつは棚底港「夜間のりあい便」。2020 年 8 月か

ら開始し、定期便就航後に海上タクシーを運行している。当面は定時運行で、ニーズ等を確

認している。もうひとつは、水俣ルートの「海上タクシー＋シェアカー」。水俣港への海上

タクシーと、水俣港でのシェアリングカー等を組み合わせる。シェアリングカーは、新水俣

駅間で乗捨可能な電気自動車を準備。住民利用だけでなく観光利用も狙っている。 

持続可能なサービスに向けた課題として、「ビジネス・観光客の需要開拓」「乗り合いを促

す仕組みづくり」「観光コンテンツ造成やマーケティング活動との連携」が挙げられる。 

取組のポイントとしては、島民の

生活のための移動と、島外からの観

光・ビジネスの移動をどう組み合せ

られるか、そして地域特性を踏まえ

IT に頼りすぎないシステム・仕組み

を作ることが大事ある。離島で MaaS

を実現する場合、船をかならず使う

ので、オペレーションしやすい面も

ある。  

鶴岡良一氏（イーモビネット 代表） 
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⑤質疑応答（会場） 

 

（質問１） 

過疎地域でも高齢者の免許返納が問題になっています。返納推進には、自家用車の代わりと

なる公共交通を充実しなければなりません。成功事例があればおしえてください。 

 

（田中氏） 

はっきりした解決策はありません。ただ、移動ニーズをどれだけ束ねることができるかがが、

鍵になるでしょう。例えば、みなが病院やスーパーに行く日をなるべく合わせてもらう。お

年寄り同士のネットワークをうまく使いながら、病院や商店などの生活施設とも連携を強

め、一度の運行にできるだけたくさん乗っていただけるような仕組みづくりを考えるのが

いいかもしれません。 

 先ほど、松本社長のお話にもありましたが、住民のニーズも含め、いちから現状を見直し

てみてはどうでしょう。そのうえで、観光でもなんでもいいので、できるだけたくさんの方

に利用してもらうという観点から、全体像を考える。地域ごと、住民ごと、事業者ごとに異

なる移動ニーズに、どのような交通手段を組合せればいちばんマッチするか。マッチしない

ところは、ほかの組み合わせはできないか。そのように考えていくのは、いかがでしょうか。 

 

（松本氏） 

当社もいままで免許返納者への割引等を行いましたが、結果はいまいちでした。その経験か

らいうと、免許返納を促す施策は、「利便性の高い移動手段を提供する」の一言に尽きます。

では、利便性の高さを実現するにはどうすればいいか。やはり、地域で課題を共有しながら

解決策を協議して合意形成し、みなで解決に向けて取組を進めるしかありません。実際、神

戸市北区筑紫丘では、住民が主体となって地域交通を考える NPO 法人を立ち上げています。

地域住民の意識を変えて、そういう流れを作っていくのが、解決方法だと思います。 

 

（質問２） 

肝付町の事例について、ボランティアドライバーの年齢層や募集方法、運転の要請の流れ、

保険の対応などについて教えて下さい。 

 

（眞竹氏） 

もともと地域に協議会があり、その中の交通部会で地元の公共交通や、高齢者の医療の今後

を検討していました。その部会のメンバーを中心に、ドライバー役を引き受けていただいて

います。年齢層はいちばん若い方が 60 歳代後半で、平均年齢は 70 歳代くらい。いわゆるア

クティブシニアですね。この体制が 10 年後も維持できるかは、わかりません。40 代や 50

代の方々に引き継げればいいのですが、人数が非常に少ない。5 年後くらいから、今後の検
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討をする必要があります。保険は、自治体でかけています。あと、収益化について、補足し

ます。いま、自家農園を持ったドライバーの方から、客を乗せたうえで野菜を混載して物産

館に出荷しようというアイデアが出ています。実際にサービスをスタートすると、始める前

には思いもよらなかった新たなアイデアやニーズが見つかります。そこから収益化につな

げていくのもあるのかなと思います。 

 

（質問３） 

眞竹様から貨客混載の話が出てまいりましたが、松本様や鶴岡様は、事業者の立場からどの

ようにお考えか、また田中先生には貨客混載という取組全体についてのお考えをうかがえ

ますでしょうか。 

 

（田中氏） 

載せる荷があり、安全性が確保できるのであれば、推進したほうがいいと思います。買い物

弱者の問題や、人手不足、脱炭素化の解決には必要でしょう。比較的、住人の理解を得やす

いと思います。ミニマムスタートでいいのでアイデアはダメ元でどんどん試してみるのが

いいと思います。試すと、新しい改善点や新しいアイデアが出るので、またそれを試す。待

ったなしの状況にある地域が多いので、やれることはなんでもやってみたほうがいいと思

います。 

 

（松本氏） 

交通事業者からすると、採算的に厳しい。バスの貨物量はトラックには勝てないので、利益

を確保するには単価が高い荷を載せる必要があります。私どもの運営エリアでいうと、「ズ

ワイガニを日本海側から神戸に持ってくる」みたいな輸送であれば採算が合うのかもしれ

ません。将来、乗り合いバスでも、スーパーに立ち寄って荷物を高齢者の自宅に届けるよう

な仕組みができればとも思いますが、法改正など課題は山積みです。 

 

(鶴岡氏) 

海上交通でいちばん無駄なのは、船に何も載せずにカラで港に行くときです。空走は陸のタ

クシーでも起きますが、船は燃料のコストが高い。空走を減らすには往復で人を乗せるのが

いちばんですが、なかなか難しい。そのときに埋まっていない片道で荷物を運ぶことは、私

たちも視野に入れています。 
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⑥質疑応答（MicrosoftTeams） 

 

（質問 1） 

デマンド交通で、高齢者にうまく利用してもらう仕組みがあれば、教えてください。 

 

（田中氏） 

高齢者のコミュニティやサークルなどを活用して、コアとなる人材を確保することが重要

です。サークルなどで使われる公民館や病院などとの連携もいいでしょう。決まった曜日・

日時に決まった人が集まるケースが多く、複数の利用者をまとめて運行しやすいというメ

リットがあります。もし施設の管理者や職員に同意が得られれば、慣れるまで予約などのお

手伝いをしていただけるかもしれません。 

 

（松本氏） 

デマンド交通は法的な制限もあり、実現にはさまざまなハードルがあります。高齢者(ユー

ザー側）からの情報が滞りなくサービス提供者に伝達でき、サービスに結び付けることがで

きるかがポイントです。具体的に言うと、高齢者のスマホ操作などをサポートする仕組みを

確立するのが重要です。 

 

（眞竹氏） 

予約では、電話オペレーションの効率化がポイントです。複数の交通事業者が関わっている

場合、予約を一本化し、統一の応対マニュアルを作成する、乗降場所を説明しやすくするな

どの工夫が必要です。オペレーターの応対が利用促進に影響を与えますので、研修も実施し

たほうが良いでしょう。運行では、高齢者はドア to ドアを望むことが多いです。同地域を

複数の交通事業者が運行する場合、サービスレベルが事業者によって異なる（玄関まで送っ

てくれるか否か、など）と、ユーザーは不公平感を覚えます。事業者間で申し合わせておく

ことが必要です。 

 

（質問 2） 

眞竹さま・山下さまに質問です。3町で広域連携ができた要因はなんですか。 

 

（眞竹氏） 

肝属郡３町は県内でも特に人口減少・高齢化が進んだ地域で、危機意識が非常に強い。その

ようななか、３町で連携して SDGs に取り組む意向があり、弊社（九州経済研究所）に相談

がありました。まず３町の共通課題である「公共交通」をテーマにすることを提案し、取り

組みにつながりました。 
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（質問 3） 

地域公共交通サービスは自治体内で完結するのが一般的ですが，自治体や事業者の間の調

整はどのようにしましたか。うまくいくポイントを教えて下さい。 

 

（松本氏） 

信頼関係の構築が重要です。事業者側はマーケティング理論をもとに、実現に向けてのロー

ドマップを作成します。事業者、自治体の双方が住民と意見交換をしながら役割分担し、説

明責任を果たす。住民は当事者意識を持って、協議に参加する。どうやって住民を主役にす

るかが最大のポイントです。 

 

（眞竹氏） 

手前味噌かもしれませんが、弊社のような利害関係のない第三者が間に立ち、調整・コーデ

ィネートすることがポイントかと思います。今回の取り組みでも、各町の担当者のご協力を

いただきながら、自治体間や事業者間の調整（交渉）を弊社で支援させていただきました。 

 

（質問 4） 

田中先生に質問です。自動車産業のサプライチェーンは、各地域の貴重な情報を持っていま

す。MaaS により、それらが利活用できますか？ 

 

（田中氏） 

 ご指摘のとおり、自動車産業のサプライチェーンは、交通網や人的ネットワークなど地域

資源の情報を持っています。それらは災害時などには効率的に利活用されますが、平時でも

多くの方が利用できるように、企業競争力に影響を及ぼさない範囲でオープンデータ化す

る必要があると思います。 

 

（質問 5） 

鶴岡さまに質問です。島の交通が不便なのは理解しますが、利用が少なかったから航路が減

ったのではないでしょうか（特に水俣航路）。なぜ既存事業者に増便を頼むなどの発想をし

なかったのでしょう。 

 

（鶴岡氏） 

 水俣航路の例でいえば、就航していたフェリーが廃止になり、対岸港からの交通手段がな

くなったことが課題でした。今回のプロジェクトは、対岸港にシェアカーを配置するなどし

て、海上交通と陸上交通をうまくつなぐことで、利用者を増やす（呼び戻す）ことができる

かの社会実験です。市や県とも連携しており、うまくいけば既存の海上交通事業者とも連携

して、事業を進めていく予定です。 
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（質問 6） 

松本さまに質問です。現在展開しているモデルを他地域に応用する場合の課題はなんでし

ょう。また将来における理想の地域交通の姿はどういったものですか。 

 

（松本氏） 

高齢者層に、使い方をわかって貰うことが課題です。MaaS は ICT を活用する以上、利用者

に一定の IT リテラシーが求められます。しかしすべての高齢者がスマホを使いこなせるよ

うになるには、あと少し時間がかかると思います。理想の地域交通の答えは「利用者」であ

る住民の皆さんが導き出すべきですね。我々はそのお手伝いを今までの知見をもってサポ

ートします。ここにインフラ事業者も積極的に参画していただけると、さらなる価値創造に

つながると信じています。 

 



47 

 

４）配付資料 

 

①基調講演「地域を"つなぐ"モビリティの新たな可能性」田中武憲教授（名城大学経営学部

国際経営学科） 
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②事例発表「肝属郡 3町の MaaS を起点とした広域連携による公共交通統合・端末交通の拡

充」（肝付町企画調整課 山下卓氏、九州経済研究所 眞竹龍太氏） 
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③事例発表「神戸市でのオープンデータを活用したバス運行システムの構築」（みなと観光

バス株式会社 代表取締役 松本浩之氏） 
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④事例発表「天草市の離島への海上タクシー予約・相乗り、シェアリングカーの取組」（NPO

法人イーモビネット 代表 鶴岡良一氏） 
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５）参加者アンケート 

 

①調査概要 

 12 月 25 日（金）に開催したセミナー「地域に根付いた次世代モビリティの実現に向けて

――移動課題解決の”はじめの一歩”」の実施後、参加者にオンラインでアンケートを実施。 

 

回答期間：12 月 25 日（金）～1 月 7日（木） 

回答数 ：46 名 

 

②結果 

問 1 業種についてお聞きします（単一回答、n=46） 

 

 「官公庁自治体産業支援機関」の参加者が 21.7％で最も多い。次いで、「情報

通信関連」が 17.4％、大学研究開発機関が 10.9％であった。 

 

図表 2－1 参加者の業種 
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問 2 本日の参加目的はどれに当てはまりますか（複数回答、n=75） 

 

最も多いのが「情報収集のため」が 89.1％、次は「内容が面白そうだったから」が 60.9％

であった。また「自治体団体企業等とのネットワーク構築のため」が 17.4％あり、具体

的なアクションを求めた参加者が一定数いる。 

 

図表 2－2 参加目的 

 

問 3 本日のセミナーはいかがでしたか（単一回答、n=46） 

 

「非常に参考になった」「参考になった」を合わせると、97.8％が参考になったと答えてい

る。 

  

図表 2－3 セミナーの感想 

 

  

非常に参考に
なった
41.3%

参考になった
56.5%

普通
2.2%

n=46
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問 4 基調講演「地域を"つなぐ"モビリティの新たな可能性」（講師：田中武憲 氏）はいか

がでしたか（単一回答、n=46） 

 

「非常に参考になった」「参考になった」の合計が、95.7％である。 

  

図表 2－4 基調講演の感想 

 

 

問 5 事例紹介「肝属郡 3 町の MaaS を起点とした広域連携による公共交通統合端末交通

の拡充」はいかがでしたか（単一回答、n=46） 

 

93.8％の参加者が「非常に参考になった」「参考になった」と答えている。 

 

図表 2－5 事例紹介（肝属郡 3 町）の感想 

  

  

非常に参考に
なった
43.5%参考になった

52.2%

普通
4.3%

n=46

非常に参考に
なった
41.3%

参考になった
52.2%

普通
6.5%

n=46
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問 6 事例紹介「神戸市でのオープンデータを活用したバス運行システムの構築」（発表者：

松本浩之氏）はいかがでしたか（単一回答、n=46） 

 

「非常に参考になった」「参考になった」を合わせると 89.1％の参加者が「参考になった」

と答えている。一方、4.3％が「参考にならなかった」と回答している。 

  

図表 2－6 事例紹介（神戸市バス運行システム構築）の感想 

  

 

問７ 事例紹介「天草市の離島への海上タクシー予約相乗り、シェアリングカーの取組な

ど」（発表者：鶴岡良一氏）はいかがでしたか（単一回答、n=46） 

 

「非常に参考になった」「参考になった」を合わせると 95.61％の参加者が「参考になっ

た」と答えている。 

  

図表 2－7 事例紹介（天草市）の感想 

 

  

非常に参考に
なった
34.8%

参考になった
54.3%

普通
6.5%

参考にならなかった
4.3%

n=46

非常に参考に
なった
39.1%

参考になった
56.5%

普通
4.3%

n=46
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問 8 セミナーに参加して、地域モビリティの維持発展についての危機意識は変わりまし

たか（単一回答、n=46） 

  

「意識が強くなった」「意識がやや強くなった」を合わせた 93.5％が危機意識が強くなっ

たと答えている。 

  

図表 2－8 セミナー参加後の危機意識の変化 

  

 

問 9 セミナーに参加して、モビリティ関連施策に取り組む意欲は変わりましたか（単一回

答、n=46） 

 

「意欲が強くなった」と答えた参加者が 39.1％、「意識がやや強くなった」と答えた参加

者が 56.5％となった。登壇者の取組に触発された様子が見受けられる。 

  

図表 2－9 セミナー参加後の施策への取組意欲の変化 

 

  

意識が強くなった
52.2%意識がやや強く

なった
41.3%

あまり意識はかわらない
6.5%

n=46

意欲が強くなった
39.1%

意欲がやや強く
なった
56.5%

あまり意欲は変
わらない

4.3%

n=46
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問 10 セミナーに参加して、モビリティ関連施策を取り組む上での課題解決や新たな課題

の発見につながりましたか（単一回答、n=46） 

 

「つながった」「ややつながった」が 97.8％となり、ほぼすべての参加者が課題解決や課

題の発見につながっている。 

  

図表 2－10 セミナー参加と課題解決や新たな課題解決の発見とのつながり 

  

 

問 11 あなたの組織における地域モビリティ関連施策の取組内容や本日の感想、次回への

要望等、自由にご記入ください（自由記入） 

 

 寄せられた回答では、具体的な事例を聞くことで、移動課題の解決を自分ごととして捉え

ることができたという声が多かった。また、行政民間住民がまとまって課題解決に取り

組む必要があることを認識したという声もあった。一方で課題解決の難しさや収益性のハ

ードルの高さを再認識したという声もあり、危機感をあらためて感じた参加者もいた。 

 

（回答抜粋） 

みなと観光バスの取り組み事例について、バスの運行事業者が地域住民のニーズ把握やデ

ータ分析を行い、それらに応える努力をされて行政に頼らない地域公共交通の提供をさ

れていること、大変素晴らしいと思いました。決して、本地域において民間に任せたい

という意味ではなく、地域に寄り添った考えを持ってらっしゃる民間バス事業者と一緒

に地域の交通を考えることができれば、より施策の幅が広がるのだろうなと感じたとこ

ろです。 やはり、行政、民間、地域が一体となって、皆が自分事と思って取り組まなけ

れば、なかなか進められない事案だと改めて感じました。 

モビリティ領域について、まだ事業展開の検討に入っていなかったが、本日のセミナーで

様々な取り組みや課題などを知り、弊社でも何か力になれないか、事業として展開でき

つながった
39.1%

ややつながった
58.7%

あまりつながら
なかった

2.2%

n=46
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ないか考える良い機会になった。 コロナ禍での開催のため、名刺交換ができなかったこ

とが残念だが、感染拡大防止策を講じた上で何かしら繋がりを持てる機会があればなお

良かったと思います。 

各演者が事例を交えて発表されていたので、とても身近に知ることができました。一方で

距離は離れているのに、近しい状況があることは社会課題と言うに資する問題なのだと

再認識しました。 

関連施策の状況と課題について知ることができました。ありがとうございました。人口減

少の中で、どの層に向けてどのようなサービスを創っていくのか、大変難しい課題であ

ることを認識しました。様々に情報をもとに社会に貢献できるサービス創出を検討した

く、引き続き情報提供を期待します。 

金融業として、今後どういった分野でサポートできるか、どういったサポートを各関係者

が望んでいるか、より深く考えるきっかけになりました。各テーマもバランスが非常に

良かったと思います。 

現在買い物弱者の支援として、行政、事業所と連携を図り移動販売を試験運行で実施。い

かに MaaS の取り組みを浸透させていくか、本日の研修で参考になる点が多々あった。 

地域の移動システムを維持するための工夫（特に収益性と人材確保）は必要で、今回の話

題提供は大変参考になりました。 

地域の担い手をどう繋ぎ、外部のリソースをいかにマッチングして課題解決にあたるか、

工夫が必要だと思いました。 

地域モビリティの課題の大きさと、課題の解決に取り組まれている方々の熱意を感じまし

た。一方、ビジネスとして持続可能なスキームを構築することの難しさも再認識しまし

た。 

地域交通の課題解決と、レジリエンス施策に繋がるサービスの検討をしています。 地域

MaaS の実情を聞くことができて大変勉強になりました。  

様々な事例を学ぶことができて、業務の参考にしたい。地域のニーズを以下に組み込める

かが交通施策を考えるうえで重要だと思う。 

陸路、海路とも気象情報（特に荒天）は重要と思われ、我々気象情報団体の果たす役割を

検討したいと思いました。 
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（２）マッチング 

 

マッチングの方向性 「自治体・団体／事業者」 × 「現状把握や課題抽出の支援が可能な企業」 

本事業において、具体的な課題解決に向けた１対１のマッチングは、実施することができ

なかった。アンケートを通じて、マッチングを希望すると回答した自治体団体は、いずれ

も地域モビリティの維持発展について危機感を持っているものの、現状把握や課題抽出な

どの過程にあり、事業展開の前の段階にあった。したがって、マッチング希望先として現状

把握や課題抽出の支援ができる企業を挙げるところが多く、特定のシーズを持つ企業との

マッチングに至らなかった。 

また、事業プランについては、対象企業自治体において、既に決まった提携先があった

ほか、プランの個別プロジェクトの方向性の検討を先行して進めたため、具体的なマッチン

グに至らなかった。なお、事業プラン策定対象となった事業主体とのマッチングについては、

第 3 章において、各事業プラン内容に沿って、マッチングの可能性について整理することと

する。 

ここでは、企業向けアンケート結果より、希望の多かった、「現状把握や課題抽出の支援」

について対応可能な企業大学を整理する。 

 

図表 2－11 は、企業向けアンケート結果より、自治体団体が希望するマッチング先とし

て挙がっていた現状把握や課題抽出の支援について対応可能な企業を抽出したものである。

アンケートにおいて、支援系シーズとして検討解析、コンサルティングなどができると回

答した企業大学である。 

地域内の交通についての現状把握や課題抽出のほか、商店街を対象とした実証実験や宅

配事業の支援、交通事業者と小売業者とのマッチング支援といったことのほかにも、データ

収集分析、実情に合わせたモビリティサービスの提供まで、カバーする領域は幅広くなっ

ている。先進的なモビリティサービスを除くと、ほとんどのシーズにおいて、既に実績があ

るところがほとんどとなっている。 

マッチングの進め方については、第１章の通りであるが、事業プラン策定に向けた段階的

な支援のほか、事業実施に向けたマッチング支援を早急に行った方がいいケースもあり、マ

ッチングを希望する主体の状況を聞いた上で、効果的なマッチングの進め方について検討

をすることがミスマッチを防ぐためにも重要である。 
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図表 2－11 支援系シーズ（検討・解析、コンサルティングなど）を持つ企業・大学 

 
資料）アンケート結果をもとに九州経済調査協会作成 

 

 

技術・サービス 事例

・
・
・

・

・
・

企業名
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（２）事業プランの検討概要について 

事業プランは検討概要資料及び、プランの概要版・詳細版の２分冊で整理した。 

ここでは、まず、各地域の検討概要資料について整理した結果を示す。 
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（３）事業プラン集 

事業の概要版・詳細版の２分冊で整理した結果を以下に示す。 

 

１）  

当初、 との調整事項も踏まえて、 のプラン案を以降に掲載する。 

整理結果を以下に示す。 
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（概要版） 
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（詳細版） 
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２）佐賀県基山町（自治体：基山町） 

（概要版） 
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（詳細版） 
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３） （自治体： ） 

（概要版） 
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（詳細版） 
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（４）事業プラン策定支援先のマッチング可能性 

ここでは、先に掲載した事業プランとアンケート回答企業のマッチングの可能性を検討する。 

 

①  

 市内移動の円滑化については、新たなモビリティの導入、AI システム導入が想定され、アンケート結果からはオンデマンド交通システムのシーズを持つ企業や、タクシー事業を展開する企業とのマッチングが考

えられる。また、送迎バスとの連携事業についても、同様にオンデマンド交通システムのシーズを持つ企業とのマッチングが考えられる。 

 通院・買い物支援については、送迎システムのシーズを持つ企業や、外出支援を行うタクシー会社とのマッチングが考えられる。 

 

図表 3－4 の事業プランとアンケート回答企業のマッチングの可能性（技術シーズを中心に） 

 

 

 

  

  

  

 

 

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　　　　

　



161 

 

②佐賀県基山町 

 基幹バスのオンデマンド化については、オンデマンド交通システムの技術シーズを持つ企業とのマッチングが想定されるほか、予約・決済アプリについては、大手企業のアプリとの連動が考えられる。 

 定額乗り放題サービスなどを考えた場合には、送迎システムといったシーズとの連携に加え、タクシー事業者との協業が考えられる。 

 

 

図表 3－5 佐賀県基山町の事業プランとアンケート回答企業のマッチングの可能性（技術シーズを中心に） 

 

資料）福山コンサルタント作成 

 

③  

 の事業は、既に連携先が固まっているプロジェクトも多く、今回の事業プランの中で新たなマッチングを考えた場合、中山間地域での移動の円滑化については、オンデマンド交通システムやオンデ

マンドアプリの技術シーズを持つ企業が挙げられる。 

 

  

 

 

 

 

■短期的なシーズ（技術系）との対応 ■中長期的なシーズ（技術系）との対応
５つのチャレンジ（Ｒ２） No 技術・サービス 企業名 No 技術・サービス 企業名 No 技術・サービス 企業名

6

SAVS（Smart Access Vehicle
Service)というオンデマンド交通にお
ける配車決定とルートの最適化を可
能とするサービス。シミュレーションを
行うこともあり、必要なタクシー台数
を導くことでドライバー不足にも対応

株式会社未来シェア 11

オンデマンド交通システム。需要が
分散している地域において、面的に
カバーできる予約制の乗合いシステ
ム。運行計画を自動生成により、運
用負荷を軽減、ネット予約に対応。

順風路株式会社 4 自動運転バス・トラックの開発 先進モビリティ株式会社

7 オンデマンドバスアプリ提供 トヨタ自動車九州（株） 44
ＭａａＳアプリを活用した検索・予約・
決済のシームレス化

九州旅客鉄道株式会社 35
SDL方式での画像処理と機械決断モ
デルを使った自動運転

株式会社アポロジャパン

Ａ：他の移動との重ね掛けによる効率化

・モビリティのマルチタスク化 6

SAVS（Smart Access Vehicle
Service)というオンデマンド交通にお
ける配車決定とルートの最適化を可
能とするサービス。シミュレーションを
行うこともあり、必要なタクシー台数
を導くことでドライバー不足にも対応

株式会社未来シェア 11

オンデマンド交通システム。需要が
分散している地域において、面的に
カバーできる予約制の乗合いシステ
ム。運行計画を自動生成により、運
用負荷を軽減、ネット予約に対応。

順風路株式会社

Ｂ：モビリティでのサービス提供 45
・交通弱者への送迎システム提供
・交通空白地域の減少

MONET Technologies株式会社 56 おでかけ交通、宅配サポートなど 第一交通産業株式会社

・サービスのモビリティ化

Ｃ：需要側の変容を促す仕掛け（移動需要を喚起）

・ダイナミックプライシング・ルーティング

Ｄ：異種業との連携による収益活用・付加価値創出

・アプリデータ連携

Ｅ：モビリティ関連データの取得・ 交通・都市政策との連携

・モビリティデータ活用　・交通政策・まちづくり推進

基山町

＞町内移動の円滑化

★新たなモビリティの導入　（実証）　①予約不要の基幹バスの運行（基山SA～JR弥生が丘駅）　②要予約・オンデマンドモビリティ

★MaaSアプリの導入　　　　（実証）　③新たなモビリティの予約・決済可能なアプリ導入　④ＪＲ・高速バスとのシームレスな乗換

実証①：貨客混載（隙間スペース・空き時間等の活用）

実証②：企業・スクールバス連携（町内企業バス・スクールバスとオンデマンドモビリティとの車両共有化）

実証③：宅配サービス連携：町内小売店・飲食店等の商品をオンデマンドモビリティにより宅配

実証④：需要喚起：定額乗り放題サービス導入＋他サービスとの連携（基山PA・基山ふるさと名物市場）

実証⑤：新たなモビリティを活用した公告配信（車内・予約アプリ等での公告配信）

新たなモビリティの運行データ等の活用＿検討①：移動データ等を地域交通計画・活性化策に活用

新たなモビリティへのセンサー配備＿検討②：各種データ取得検討
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４．実証実験の実施・検証結果 ～沖永良部島～ 

 

（１）沖永良部島でのプロジェクト 

本事業では前章に掲載した４つの

事業プランのうちの１つである、沖永

良部島の事業プランについて、実証実

験を支援した。ここでは、沖永良部島

の事業プランの概要と詳細を掲載す

るとともに、３つの実証実験につい

て、その結果もまとめている。 

鹿児島県・奄美群島の一つである沖

永良部島は、和泊町と知名町の２町か

らなる人口約 1.4 万人の島である。多

くの離島と同様、近年は高齢化が進んでおり、それにともなう移動弱者の増加が地域交通の

問題となっている。一方、島内を走る公共交通として両町が出資する沖永良部バス企業団が

運行する路線バスがあるものの、こちらは利用者の減少に悩まされているのが現状となっ

ている。 

こうした地域の課題を解決するために動き出したのが「沖永良部次世代モビリティ創出プ

ロジェクト」である（対象地域：和泊町・知名町、事業主体：沖永良部地域公共交通活性化

協議会）。本プロジェクトでは７つの事業が計画されており、本事業においてそのうち３つ

の事業の実証実験実施を支援した。 

 

（２）実証実験（３事業） 

実証実験① 「貨客混載」による出荷支援＋高齢者向け「出荷支援システム」 

本事業は、地域のスーパーへの出荷物（農産品など）を「貨客混載」により路線バスが運

ぶことで、高齢化が進み運搬が負担となる農家（出荷者）の出荷を支援する。公共交通（バ

ス）を活用した新たなサービスを創出することで公共交通の価値向上を図るほか、農産物の

出荷支援による農業振興、地元スーパーの商業振興を目指す。 

■事業スキーム 

①出荷者：電話回線につなげたタブレットを操作し、出荷を予約【出荷支援システム】 →

②スーパーおよびバス企業団：出荷予約データの受信 → ③出荷者：最寄りのバスに出荷

物を積載 → ④バス運転手：事業所に一時保管 → ⑤スーパー職員：事業所でまとめて

受取り → ⑥売上は口座入金 

■事業の実施体制 

沖永良部バス企業団：貨客混載による出荷物の運搬 

スーパー：出荷物のバス事業所での受取り、商品陳列、売上入金 
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実証実験② 「移動販売車」の運行＋高齢者向け「移動販売別注システム」 

本事業は、商店の無い集落に「移動販売車」を運行することで移動弱者の買い物を支援す

るものである。さらに、移動販売以外の品物についても別注できるシステムを併用すること

で、移動販売の弱点である「品揃えの不足」「品切れの発生」の解消も図る。 

■事業スキーム 

①利用客：電話回線につなげたタブレットを操作し、希望の品を別注文【注文支援システム】 

→ ②商店：移動販売車の運行 → ③利用客：移動販売車で買い物 → ④別注利用者：別

注品の受取り 

■事業の実施体制 

商店：移動販売車の運行 

利用客（別注希望者）：システムによる別注品の注文 

沖永良部バス企業団：車両管理（※想定） 

 

実証実験③ 「個別宅配サービス」の実施＋高齢者向け「注文支援システム」 

本事業は、歩行が困難な高齢者等に対し「個別宅配サービス」を実施し、移動弱者の買い物

を支援するものである。タブレットを使用して注文するシステムを併用することで、受注者

の電話受付による負担を軽減するとともに、発注ミスの防止にも繋げます。（個別宅配は「注

文 3,000 円以上」を予定しており、移動販売とのサービスのすみ分け（3,000 円以上＝個配、

3,000 円未満＝移動販売）を想定） 

■事業スキーム 

①利用客：電話回線につなげたタブレットを操作し、希望の品を注文【注文支援システム】 

→ ②商店：個別宅配 

■事業の実施体制 

商店：個別宅配 

利用客（別注希望者）：システムによる別注品の注文 

 

 

 以下では、沖永良部島の課題を解決するための事業プランの詳細と、実証実験結果を掲載

する。 
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（３）「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」事業プラン概要 

 

⿅児島県和泊町、知名町
（沖永良部島）

５つのチャレンジ（Ｒ２） 短 期 中 長 期

Ｚ 新たな社会に向けた

「公共交通の目的」の再定義

★環境保護（カーボンニュートラル）やSDGs、アフターコロナ社会への意識の高まり、政策および施策の展開が進むなか、

新たな社会に向けた「公共交通の目的」を再定義し、再定義した目的に基づく、公共交通サービス（次世代モビリティ）を展開していく。

Ａ 他の移動との重ね掛けによる効率化

■交通資源（移動リソース）の有効活用

実証① 「貨客混載」による出荷支援＋高齢者向け「出荷支援システム（β版）」

計画① 「ファーマーズマーケットバス（仮称）」の運行

【中長期の取組み（事業）】※想定

◎「環境保護施策」との連携

EV化等の「新エネルギー」事業

◎IT（ICT）化による「QOL向上」

公共交通サービスのIT（ICT）化

およびデジタルデバイドの抑制

による 「スマートアイランド」事業

◎施策連携・支援による価値向上

買い物支援、見守り支援など

他施策連携・支援の取組みによる

「公共交通（企業団）価値の向上」

新たな社会（まちづくり）の担い手へ

Ｂ モビリティでのサービス提供

■住民サービス向上（コミュニティ維持）

実証② 「移動販売車」の運行＋高齢者向け「移動販売別注システム（β版）」

実証③ 「個別宅配サービス」＋高齢者向け「注文支援システム（β版）」

Ｃ 需要側の変容を促す仕掛け
（移動需要を喚起）

■ＩＴ（ＩＣＴ）化等による利便性向上（移動需要喚起）

計画② 「MaaSアプリ」による「バスロケーションシステム」、「乗車券デジタル発行」、情報発信

Ｄ 異業種との連携による
収益活用・付加価値創出

■異業種（他施策）との連携による付加価値創出

計画③ 本プロジェクトのシステムを活用した「見守り支援」

Ｅ モビリティ関連データの取得
交通・都市政策との連携

■本プロジェクトのシステムを活用した「データ取得」、データを活用した施策の検討

Ａ ～ Ｅ ５つのチャレンジの基盤構築 計画④ 本プロジェクト（次世代モビリティ）の推進に向けた「公共交通網の見直し」

現状認識 現状課題（対応方向） 将来への対応（コンセプト）

〇人口減少、高齢化の進行 ■低利用対策（利用促進、売上向上策） 過去（効率化の推進）

効率化計画による公共交通サービスの運営スリム化

現状（意識の変化）

空気を運ぶバスから「移動弱者等に必要なバス」
スリム化から「交通資源の有効活用」への理解の広がり

将来（新たな社会への対応）

新たな社会に向けた「公共交通の目的」の再定義

目的に基づく、次世代モビリティ創出・展開、体制構築

〇高齢化による移動弱者の増加 ■移動弱者等の移動手段確保、サービス水準の維持

〇ウィズコロナ社会における需要の変化

⇒移動需要減少、宅配需要の増加等

■需要に応じた新たなサービスの展開

需要の変化に応じるフレキシブルな運営体制整備

〇環境保護（カーボンニュートラル）、「SDGs」 に

対する意識の高まり、施策の展開

■公共交通の目的（役割、サービス、体制）の再定義

再定義に基づく、公共交通サービスの検討

〇IT（ICT）化の進展とデジタルデバイドの発生 ■デジタルデバイドへの対応によるサービス格差の抑制

現状認識を踏まえた対応と将来構想（サービスモデル）

「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」での検討方向

1

「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」



165 

 

 



166 

 

（４）「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」事業プラン詳細・実証実験結果 

 

①地域とモビリティに関する現状
対象地域の概況
〇⼈⼝減少、⾼齢化の進⾏
〇⾼齢化による移動弱者の増加
〇ウィズコロナ社会における需要の変化

⇒ 移動需要減少、宅配需要の増加 等
〇環境保護（カーボンニュートラル）、「SDGs」 に対する意識の⾼まり

環境保護、SDGsを推進する施策の展開
〇IT（ICT）化の進展とデジタルデバイドの発生

1/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）



167 

 

 

 

①地域とモビリティに関する現状
対象地域の概況
〇⼈⼝減少、⾼齢化の進⾏
〇⾼齢化による移動弱者の増加
〇ウィズコロナ社会における需要の変化

⇒ 移動需要減少、宅配需要の増加 等
〇環境保護（カーボンニュートラル）、「SDGs」 に対する意識の⾼まり

環境保護、SDGsを推進する施策の展開
〇IT（ICT）化の進展とデジタルデバイドの発生

1/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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②将来像※と課題解決の方策
将来像（地域におけるモビリティの将来像）
●新たな社会における「公共交通の目的の再定義」

新たな社会における「公共交通の目的の再定義」
◎「環境保護施策」との連携 ⇒ EV化等の「新エネルギー」事業
◎IT（ICT）化による「QOL向上」
⇒ 公共交通サービスのIT（ICT）化およびデジタルデバイドの抑制による

「スマートアイランド」事業
◎他の施策との連携・実施支援による公共交通の価値向上
⇒ 買い物⽀援、⾒守り⽀援など、他施策との連携・⽀援の取組みによる

「公共交通（沖永良部バス企業団）の価値向上」
新たな社会（まちづくり）における「担い手」へ

※「将来像」とは、地域の特定課題に対応しているものであり、地域全体の将来像を示すものではない。また、現状での案であり、
今後の検討に応じて更新されるものとする。

3/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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②将来像と課題解決の方策
課題解決の方策
■交通資源（移動リソース）の有効活用

実証① 「貨客混載」による出荷支援＋⾼齢者向け「出荷支援システム」
計画① 「ファーマーズマーケットバス（仮称）」の運⾏

■住⺠サービス向上（コミュニティ維持）
実証② 「移動販売⾞」の運⾏＋⾼齢者向け「移動販売別注システム」
実証③ 「個別宅配サービス」＋⾼齢者向け「注⽂支援システム」

■IT（ICT）化等による利便性向上（移動需要喚起）
計画② 「MaaSアプリ」による「バスロケーションシステム」 等

■異業種（他施策）との連携による付加価値創出
計画③ 本プロジェクトのシステムを活用した「⾒守り支援」

■５つのチャレンジ（本プロジェクト）の推進に向けた基盤構築
計画④ 本プロジェクトの推進に向けた「公共交通網の⾒直し」

4/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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③事業概要（検討・実証概要）
解決方策︓事業計画①「ファーマーズマーケットバス（仮称）」の運⾏
【事業の方向性（Ｒ2年度・５つのチャレンジとの対応）】
【Ａ】他の移動との重ね掛けによる効率化 ・・・ 移動販売用⾞両×バス
【Ｂ】モビリティでのサービス提供 ・・・ 移動販売サービス×バス
【Ｄ】異業種（他施策）との連携による付加価値創出 ・・・ 農商業×公共交通

【事業の目的・概要】 ※「事業計画」とは検討段階のレベルを意味している。
〇⼩ロットの農産物を「貨客混載」によりバスで運搬するとともに、移動しながら⾞内で販

売することで、バスによる「地域産品の移動販売」を検討する。
⇒ 公共交通（バス）による新たなサービスを創出する【公共交通の価値向上】
⇒ ⼩ロットの農産物販売を⽀援することで、新たに出荷を始める等の出荷者（農

家）の増加、やりがい向上につなげる【農業振興、地産地消の推進】
⇒ 移動販売により、移動弱者の買い物を⽀援する【買い物支援】

【事業スキーム】
①販売者（出荷者）︓電話回線につなげたタブレットを操作し、出荷を予約【出荷支

援システム】 → ②バス企業団︓出荷予約データの受信
→ ③販売者︓最寄りのバスに出荷物を積載 → ④バス︓移動販売（各集落で⼀

定時間停⾞） → ⑤購入者︓⾞内で買い物 → ⑥代⾦は運賃箱へ
【事業の実施体制】 ※想定。事業検討段階であり、運営者も含めて関係者（ステークホルダー）
の役割は未調整。
■沖永良部バス企業団（＋スーパー等の商業施設も想定）︓貨客混載による出荷

物の運搬・販売 ■販売者（出荷者）︓バスへの積載
【事業実施における課題】
●貨客混載であるが、各集落で⼀定時間の停⾞を想定しており、移動希望の乗客は乗

⾞時間が⻑時間となる。 ⇒ 乗客の「運賃は無料」も検討。
●100円均⼀とし、商品代⾦は運賃箱で受け取ることを検討するが、売上代⾦を販売

者（出荷者）に入⾦する必要（負担）がある。
●道路運送法上での法的課題はないか確認する必要がある。また、地域産品を販売す

る他の商業施設との協働による販売を検討する必要がある。

８/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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③事業概要（検討・実証概要）
解決方策︓事業計画①「ファーマーズマーケットバス（仮称）」の運⾏
【事業の方向性（Ｒ2年度・５つのチャレンジとの対応）】
【Ａ】他の移動との重ね掛けによる効率化 ・・・ 移動販売用⾞両×バス
【Ｂ】モビリティでのサービス提供 ・・・ 移動販売サービス×バス
【Ｄ】異業種（他施策）との連携による付加価値創出 ・・・ 農商業×公共交通

【事業の目的・概要】 ※「事業計画」とは検討段階のレベルを意味している。
〇⼩ロットの農産物を「貨客混載」によりバスで運搬するとともに、移動しながら⾞内で販

売することで、バスによる「地域産品の移動販売」を検討する。
⇒ 公共交通（バス）による新たなサービスを創出する【公共交通の価値向上】
⇒ ⼩ロットの農産物販売を⽀援することで、新たに出荷を始める等の出荷者（農

家）の増加、やりがい向上につなげる【農業振興、地産地消の推進】
⇒ 移動販売により、移動弱者の買い物を⽀援する【買い物支援】

【事業スキーム】
①販売者（出荷者）︓電話回線につなげたタブレットを操作し、出荷を予約【出荷支

援システム】 → ②バス企業団︓出荷予約データの受信
→ ③販売者︓最寄りのバスに出荷物を積載 → ④バス︓移動販売（各集落で⼀

定時間停⾞） → ⑤購入者︓⾞内で買い物 → ⑥代⾦は運賃箱へ
【事業の実施体制】 ※想定。事業検討段階であり、運営者も含めて関係者（ステークホルダー）
の役割は未調整。
■沖永良部バス企業団（＋スーパー等の商業施設も想定）︓貨客混載による出荷

物の運搬・販売 ■販売者（出荷者）︓バスへの積載
【事業実施における課題】
●貨客混載であるが、各集落で⼀定時間の停⾞を想定しており、移動希望の乗客は乗

⾞時間が⻑時間となる。 ⇒ 乗客の「運賃は無料」も検討。
●100円均⼀とし、商品代⾦は運賃箱で受け取ることを検討するが、売上代⾦を販売

者（出荷者）に入⾦する必要（負担）がある。
●道路運送法上での法的課題はないか確認する必要がある。また、地域産品を販売す

る他の商業施設との協働による販売を検討する必要がある。

８/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）



175 

 

 

 

③事業概要（検討・実証概要）
解決方策︓事業計画③本プロジェクトのシステムを活用した「⾒守り支援」
【事業の方向性（Ｒ2年度・５つのチャレンジとの対応）】
【Ｄ】異業種（他施策）との連携による付加価値創出 ・・・ 福祉（⾒守り支援）×公

共交通
【事業の目的・概要】 ※「事業計画」とは検討段階のレベルを意味している。
〇本プロジェクトで活用するタブレット（システム）を活用し、利用者の生活動態のデー

ターを送信することで、高齢者等の「⾒守り支援」を検討する。
⇒ タブレットを利用し、利用者の⽣活動態（タブレットの前を移動したいか）をチェッ

ク。⼀定期間、移動データが取れない場合は、家族・親類等にメール。
【設置するタブレットの有効活用、新たなサービスの提供、他の施策（福祉）と

の連携】

10/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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④全体スケジュール
今後５年間の概略スケジュール
Ｒ2年度では、３種類（①〜③）の「実証実験」を中⼼にプロジェクトを進め、また、実
証事業以外に４種類の「事業計画」を検討した。
来年度（R3〜）以降は、新たな社会における「公共交通の目的を再定義」し、新エネ
ルギー事業やスマートアイランド事業等の他施策と併せて協議、推進していく。

R2 R3 R4 R5 R6 R7
実証実験①
「貨客混載」による
出荷支援
＋高齢者向け「出
荷支援システム」

実証実施 本格稼働 利用促進 定着化 － －

実証実験②
「移動販売車」の運
行＋高齢者向け
「移動販売別注シ
ステム」

実証実施 本格稼働 利用促進 定着化 － －

実証実験③

「個別宅配サービ
ス」＋高齢者向け
「注文支援システ
ム」

実証実施 本格稼働 利用促進 定着化 － －

12/14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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④全体スケジュール
今後５年間の概略スケジュール
Ｒ2年度では、３種類（①〜③）の「実証実験」を中⼼にプロジェクトを進め、また、実
証事業以外に４種類の「事業計画」を検討した。
来年度（R3〜）以降は、新たな社会における「公共交通の目的を再定義」し、新エネ
ルギー事業やスマートアイランド事業等の他施策と併せて協議、推進していく。

R2 R3 R4 R5 R6 R7
事業計画①
「ファーマーズマー
ケットバス（仮称）」
の運行

計画検討 実証実施 本格稼働 利用促
進 定着化 －

事業計画②
「MaaSアプリ」によ

る「バスロケーショ
ンシステム」、
「乗車券デジタル
発行」、情報発信

計画検討 開発・稼働 利用促進 定着化 － －

事業計画③
本プロジェクトのシ
ステムを活用した
「見守り支援」

計画検討 開発・稼働 定着化 － － －

事業計画④
本プロジェクトの推
進に向けた「公共
交通網の見直し」

計画検討 FS調査
計画策定提
出（運⾏開
始）

－ － －

◎公共交通の「目
的の再定義」

新エネルギー事業
やスマートアイラン
ド事業等の「他施
策との連携・協調」

再定義の
必要性検
討

他施策との
並⾏協議

他施策との
並⾏協議 － － －

※R2年度の「事業計画」とは検討段階のレベルを意味しており、運営者も含めて関係
者（ステークホルダー）との調整はスケジュールに応じて進めていく。

13/ 14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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⑤実施体制（総括）
団体区分 団体名（実施内容・役割）

代表団体 沖永良部地域公共交通活性化協議会
事業主体︓和泊町、知名町、沖永良部バス企業団
⽀援団体︓⿅児島トヨタ⾃動⾞㈱、㈱⿅児島銀⾏

参加団体
協議会委員︓両町（町⻑、総務課⻑、保健福祉課⻑）、
バス企業団、住⺠代表（区⻑）、商⼯会、⿅児島県沖永良
部事務所、警察署、観光協会

14/ 14事業名 「沖永良部次世代モビリティ創出プロジェクト」
対象都市（⿅児島県和泊町、知名町） 事業主体（沖永良部地
域公共交通活性化協議会）
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５．九州における次世代モビリティ事業化推進の今後の方向性 

 

本事業を通して、九州では多くの自治体・団体が地域モビリティの維持・発展に危機感を

持ち、何らかの行動を起こしているところも少なくないということが改めて明らかとなっ

た。次世代モビリティ構築に向けた事業は、自治体・団体あるいは企業単体で実施可能なも

のばかりではなく、地域内外の様々な自治体や団体、企業が課題を共有し、解決に向けた具

体案を協議することが鍵となる。ここでは、九州内の地域モビリティの維持・発展に向けて、

九州次世代モビリティネットワークが果たすべき役割について整理する。 

 

 情報提供・ネットワーク機能の強化 

 地域モビリティについて危機感を持っている自治体・団体、企業が多いというのは、

アンケート結果からも明らかであったが、それは、中山間地域はもちろんのこと、都市

部でも顕著であった。しかし、具体的な事業はこれから検討したいというところが多く、

そうした自治体・団体を対象とした先進事例や個別テーマに関する勉強会・研究会のニ

ーズは高い。本事業の調査結果の情報提供のほか、セミナー開催、補助金やプロジェク

トに関する情報発信が求められる。それらを通じて、次世代モビリティの構築に関心の

ある自治体・団体、企業などから構成される緩やかなネットワーク構築とともに、九州

内での機運醸成に繋がることが期待される。 

 

 次世代モビリティ構築に関するセミナー開催 

 多忙な担当者が参加しやすい開催方式（ウェビナー、アーカイブ配信、各地域

での出張勉強会など） 

 補助金やプロジェクトの募集に関する情報提供／問い合わせ対応 

 

 

 持続可能なモビリティを支える体制構築支援 

次世代モビリティの導入においては技術・サービスを保有する事業者の手助けが必

要であるが、一度導入された技術・サービスを継続的に実施していくためには、地域内

で日常的な運用やメンテナンスに対応可能な体制を構築する必要がある。本事業にお

いては、技術・サービスを保有する事業者、ならびに日常的な運用主体となりうる自治

体・団体との繋がりを作ったものの、運用体制やメンテナンス体制の構築までは踏み込

んでいない。今後、地域に次世代モビリティの導入拡大を目指すうえでは、地域の中で

モビリティのメンテナンスができる体制を構築していく必要があるだろう。メンテナ

ンスに置いては、自動車修理工場や修理工を抱えるカーディーラーなどが考えられる。

運用体制については、例えば、宅配事業や移動販売、農産物の集荷・販売などについて

は、地元事業者が考えられる。 
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 運用やメンテナンスに関わる地元事業者の開拓 

 地元事業者の次世代モビリティへの関与の実態把握（アンケート、ヒアリング

など） 

 セミナーや勉強会、地域内の協議体での協議、マッチング実施 

 

 

 柔軟な対応可能な支援体制の構築 

 本事業では、事業プラン策定について支援を行ったが、事業主体が自治体の場合、事

業プラン内容についての検討から確定に至るまでの過程は時間を要することが多い。

したがって、事業プラン策定に向けて、複数年度にわたる段階的な支援が必要となるケ

ースも多くなると考えられる。もちろん、事業主体が想定するプロジェクトの規模によ

っては、事業プラン策定支援ではなく、事業実施に向けたマッチング支援が効果的なケ

ースもあることから、事業プラン策定やマッチングなどそれぞれに長けた外部組織と

の連携など、様々なニーズに柔軟に対応できる支援体制構築が求められる。 

 

 短期、中長期で対応可能な支援メニューの整理 

 持続可能な支援体制の確立（外部組織との連携など） 

 

 

 

 



参考－1 

 

地域モビリティの維持・発展に関するアンケート 
 地域のモビリティの維持・発展、経済活性化に取り組まれている皆さまに、現在の状況や今後の展開予定等を
伺い、地域モビリティの現状・課題を整理するほか、次世代モビリティ構築を⽬指す関係者ネットワークの構築、
地域と事業者とのマッチング、持続可能な事業プランの策定や実証実験の⽀援に結びつけたく存じます。ご関⼼
のある⽅は是⾮アンケートにご回答・ご協⼒ください。アンケートの集計結果は、後⽇、メールでお知らせしま
す。 

【アンケートのご回答について】 
○下記ＵＲＬまたはＱＲコードを利⽤し、インターネットからご回答ください。 
 ＊パソコンやスマートフォン等、いずれの環境でもご回答いただけます。 
 ＊いずれの⽅法も質問内容は同じです 

https://questant.jp/q/zd-mobi 
○インターネット環境がない⽅は、当アンケート⽤紙に直接ご記⼊のうえ、 

同封の返信⽤封筒（切⼿不要）を利⽤してご返送ください。 
◆令和 2 年 12 ⽉ 18 ⽇（⾦）までに回答（投函の場合、必着）いただければ幸いです。 

■ご回答者についてお答えください。 

団体名  

住所  

所属部署・役職  担当者⽒名  

連絡先（電話）  メールアドレス  

 
①貴団体における、地域モビリティの維持・発展についての意識、関連施策についてお伺いします。当てはまる
番号に○をお付けください。 
問１．現在、貴団体では、地域経済の活性化に不可⽋な地域モビリティの維持・発展について、危機意識をお
持ちですか。（○は１つだけ） 
１．かなり意識している      ２．やや意識している  ３．あまり意識していない（→②問８へ） 
４．全く意識していない（→②問８へ） 
問２．現在、貴団体ではモビリティ関連施策に取り組んでいますか。（○は１つだけ。１．〜２．に○を付けた
⽅は、問５で具体的な取組をご記⼊ください） 
１．取り組んでいる                   ２．取り組み内容を協議している 
３．取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない。  ４．取り組む予定はない。（→②問８へ）
問３．モビリティ関連施策を展開する上での課題があればお教えください。（○はいくつでも） 
１．⼈材確保     ２．採算性確保    ３．関係者間連携      ４．地域課題抽出    
５．問題意識の醸成・共有    ６．技術・サービスと利⽤実態の乖離   ７．必要な技術シーズがない
８．事業プラン策定  ９．その他（                     ）   10．特になし
問４．貴団体における今後 3 年程度のモビリティ関連施策展開意向についてお教えください。（○は１つだけ）
１．拡⼤を図る       ２．新たに事業を始める   ３．現状を維持する   ４．縮⼩する  
５．今後も事業展開しない  ６．わからない

次のページへお進みください。 



参考－2 

 

■貴団体における、地域のモビリティの現状についてお伺いします。（問５、６、７） 
 
項
⽬
番
号 地域モビリティに関する項⽬ 

問５．現在、「課題解決に向けた取
組に着⼿済み」項⽬があれば、当て
はまる番号欄に○をお付けいただく
とともに、欄内に概要、関連リンク
をお知らせください。（内容がわか
る資料がございましたら、お送りし
た返信⽤封筒かメール
(hirata@kerc.or.jp)にてご返送くだ
さい。）

問６．現在、
「課題解決の
⽅策について
検討中」の項
⽬があれば、
当てはまる番
号欄に○をお
付けくださ
い。 

問７．問５、
６以外で、
「課題に感じ
ている」項⽬
があれば、当
てはまる番号
欄に５つまで
○をお付けく
ださい。

例 例）買い物弱者の支援 ○ 
移動販売サービス展開 
URL: XXXXXXXXXXXXXXX   

1 移動需要・外出機会の創出（商業活
性化・賑わい創出、回遊性の向上）        

２ 
条件不利地域住⺠／移動弱者向けの
サービス改善・⾼度化、その他⽀援 
（買い物弱者への⽀援等） 

       

３ 住⺠・観光客の⾏動分散、「三密」
の防⽌        

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通⼿
段による検索・決済のシームレス化
等、⾃家⽤⾞依存から公共交通機関
への利⽤転換） 

       

５ 移動・交通データの収集・集約・活
⽤        

６ モビリティ事業における⼈⼿不⾜の
緩和（ドライバー不⾜等）        

７ 
持続可能なモビリティサービスの提
供（収益性改善、付加価値創造、域
内資源・資産の有効活⽤等） 

       

８ その他               

②九州次世代モビリティネットワークについてお伺いします。 
本事業では、⾃治体、⾃動⾞関連企業、運輸事業者等、次世代モビリティを構築するにあたってキープレイヤ

ーとなる関係者からなる「九州次世代モビリティネットワーク」の設置を予定しております。セミナー、事業マ
ッチング、各種公募情報提供等を通じて、九州域内での次世代モビリティ構築の動きを後押しするものです。 
各問で当てはまる番号に○をお付けください。 
問８．九州次世代モビリティネットワークに期待することはありますか（○はいくつでも） 
１．補助⾦・助成⾦情報  ２．プロジェクト情報  ３．モビリティ施策全般の情報  ４．⾃治体・団体・
企業とのネットワーク  ５．その他（                      ）６．特になし 
問９．セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しますか。（○は１つだけ） 
１．希望する（前⾴の回答者欄にメールアドレスをご記⼊ください）       ２．希望しない
問 10．地域モビリティ構築に向けて、関係企業とのマッチングのご希望はありますか。（○は１つだけ） 
１．参加したい ２．検討したい ３．今後参加してみたい ４．興味はない
問 11．問 10 で「１．参加したい」「２．検討したい」「３．今後参加してみたい」と回答された⽅にお伺いし
ます。マッチングを希望する対象をお教えください（○はいくつでも） 
１．地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体    ２．技術シーズを持つ企業  
３．⼀緒に取り組んでくれる地元事業者   ４．その他（                    ） 

アンケートの設問は以上です。ご協⼒ありがとうございました。 



参考－3 

 

地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート 
地域のモビリティ構築に関わる皆さまに、お持ちの技術・サービス内容を伺い、地域モビリティの現状・課題

を整理するほか、次世代モビリティ構築を⽬指す関係者ネットワークの構築、地域と事業者とのマッチング、持
続可能な事業プラン策定や実証実験の⽀援に結びつけたく存じます。ご関⼼のある⽅は是⾮アンケートにご回
答・ご協⼒ください。ご回答いただいた⽅には、アンケートの集計結果を、後⽇メールにてお知らせいたします。 

【アンケートのご回答について】 
○下記ＵＲＬまたはＱＲコードを利⽤し、インターネットからご回答ください。 
 ＊パソコンやスマートフォン等、いずれの環境でもご回答いただけます。 

＊いずれの⽅法も質問内容は同じです 

https://questant.jp/q/k-mobi 
○インターネット環境がない⽅は、当アンケート⽤紙に直接ご記⼊のうえ、 

同封の返信⽤封筒（切⼿不要）を利⽤してご返送ください。 
◆令和 2 年 12 ⽉ 18 ⽇（⾦）までにご回答（投函の場合、必着）いただければ幸いです。 

■ご回答者についてお答えください。 

企業名  

住所  

業種 
（○はいくつでも） 

１．⾃動⾞関連（完成⾞） ２．⾃動⾞関連（部品） ３．情報通信関連 
４．交通サービス関連   ５．運輸サービス関連  ６．⾦融サービス関連 
７．保険サービス関連 ８．官公庁・⾃治体・産業⽀援機関 ９．⼤学・研究開発機関
10．その他（具体的に                          ）

所属部署・役職  担当者⽒名  

連絡先（電話）  メールアドレス  

①御社のモビリティ関連事業についてお伺いします。各問であてはまる番号に○をお付けください。 
問 1．御社では、地域経済の活性化に不可⽋な地域モビリティの維持・発展について、危機意識をお持ちです
か。（○は１つだけ） 
１．かなり意識している      ２．やや意識している  ３．あまり意識していない（→②問 10 へ）
４．全く意識していない（→②問 10 へ） 
問２．現在、御社では地域モビリティ関連施策に取り組んでいますか。（○は１つだけ。１．〜３．に○をつけ
た⽅は、問９に具体的取組をご記⼊ください） 
１．取り組んでいる    ２．取り組み内容を協議している   
３．取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない。   ４．取り組む予定はない。（→②問 10 へ）
問３．御社が地域モビリティ構築に貢献できると思われる内容をお教えください。（○はいくつでも） 
１．製品・サービスの提供   ２．製品・サービスの開発    ３．製品サービス開発⽀援・活⽤⽀援 
４．その他（                        ）５．特になし 

問４．御社がモビリティ関連事業に取り組む上で連携先となるところを教えてください。（○はいくつでも）
１．⾃動⾞関連（完成⾞） ２．⾃動⾞関連（部品） ３．情報通信関連   ４．交通サービス関連 
５．運輸サービス関連   ６．⾦融サービス関連  ７．保険サービス関連 ８．官公庁・⾃治体・産業⽀
援機関 ９．⼤学・研究開発機関  10．その他（               ）  11．特になし 

問５．モビリティ関連事業を展開する上での課題があればお教えください。（○はいくつでも） 
１．異業種間の連携・協業 ２．⼈材確保  ３．実証・検証フィールド確保  ４．事業者間のデータ連携
５．協⼒者確保   ６．問題意識の醸成・共有  ７．事業の採算性確保   8．法制度整備への対応 
９．モビリティ関連データのデジタル化   10．必要な技術シーズがない     11．事業プラン策定 
12．その他（                          ）  13．特になし

次のページへお進みください。 



参考－4 

 

問６．今後 3 年程度の御社におけるモビリティ関連事業の⽅針をお教えください。（○は１つだけ） 
１．拡⼤を図る       ２．新たに事業を始める   ３．現状を維持する   ４．縮⼩する  
５．今後も事業展開しない ６．わからない

■地域モビリティの課題解決に貢献できる御社の技術・サービスについてお伺いします。 
問７．御社の技術・サービスが課題解決に貢献できる項⽬の欄に○をお付けください。（○はいくつでも） 
問８．問７で○を付けた項⽬について、課題解決に貢献できる御社の技術・サービスの概要をご記⼊ください。 
問９．問７で○を付けた項⽬について、実⽤化、実証実験などの事例があれば、その概要をご記⼊ください。 

項
⽬
番
号 

地域モビリティに関する項⽬ 

問７．御
社の技
術・サー
ビスが課
題解決に
貢献でき
る 

問８．問７で
○を付けた項
⽬について、
御社の技術・
サービスの概
要をご記⼊く
ださい。

問９．問７で○を付けた項⽬について、具体的
に実⽤化、実証実験等（特に九州での）事例が
あれば概要をご記⼊ください。(時期、対象地
域、事業内容など)欄内に概要、関連リンクを
お知らせください(内容がわかる資料がござい
ましたら、お送りした返信⽤封筒かメール
(hirata@kerc.or.jp)にてご返送ください。）

例 例）買い物弱者の支援 ○ 
アプリケーショ

ン開発 

2019 年 11 月、○○県××市、実証実験（貨客混載、オン

デマンド）実施（●日間）URL: XXXXXXXXXXXXXXX 

1 移動需要・外出機会の創出（商業活
性化・賑わい創出、回遊性の向上）       

２ 
条件不利地域住⺠／移動弱者向けの
サービス改善・⾼度化、その他⽀援 
（買い物弱者への⽀援等）

      

３ 住⺠・観光客の⾏動分散、「三密」
の防⽌       

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通⼿
段による検索・決済のシームレス化
等、⾃家⽤⾞依存から公共交通機関
への利⽤転換） 

      

５ 移動・交通データの収集・集約・活
⽤       

６ モビリティ事業における⼈⼿不⾜の
緩和（ドライバー不⾜等）       

７ 
持続可能なモビリティサービスの提
供（収益性改善、付加価値創造、域
内資源・資産の有効活⽤等） 

      

８ その他              
②九州次世代モビリティネットワークについてお伺いします。 

本事業では、⾃治体、⾃動⾞関連企業、運輸事業者等、次世代モビリティを構築するにあたってキープレイヤー
となる関係者からなる「九州次世代モビリティネットワーク」の設置を予定しております。セミナー、事業マッチ
ング、各種公募情報提供等を通じて、九州域内での次世代モビリティ構築の動きを後押しするものです。 
各問で当てはまる番号に○をお付けください。 
問 10．九州次世代モビリティネットワークに期待することはありますか（○はいくつでも） 
１．補助⾦・助成⾦情報  ２．プロジェクト情報  ３．モビリティ施策全般の情報  ４．⾃治体・団体・企
業とのネットワーク      ５．その他（                      ）６．特になし
問 11．セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しますか。（○は１つだけ） 
１．希望する（前⾴の回答者欄にメールアドレスをご記⼊ください）         ２．希望しない
問 12．地域モビリティ構築に向けて、⾃治体や関係団体とのマッチングのご希望はありますか。（○は１つだけ）
１．参加したい    ２．検討したい     ３．今後参加してみたい     ４．興味はない 
問 13．問 12 で「１．参加したい」「２．検討したい」「３．今後参加してみたい」と回答された⽅にお伺いします。
マッチングを希望する対象をお教えください（○はいくつでも） 
１．⾃治体 ２．団体（商⼯会議所・社会福祉協議会など） ３．⾃動⾞関連（完成⾞） ４．⾃動⾞関連（部品）
５．情報通信関連         ６．交通サービス関連    ７．運輸サービス関連   ８．⾦融サービス関連 
９．保険サービス関連      10．⼤学・研究開発機関  11．その他（               ）

 
設問は以上です。ご協⼒ありがとうございました。 



■調査規模： 322サンプル
■回収期間： 2020年11月30日（月）～2020年12月28日（月）

■回収⽅法： 郵送またはWEB回収

地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

2021年1⽉



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH001]

38.6996904 61.3003096

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答種別

回答種別

(n=323)

郵送回答 WEB回収用



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH002]

27.24458204

42.7244582

26.00619195

3.405572755

0.619195046

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり意識している

やや意識している

あまり意識していない

全く意識していない

無回答

[Q1]現在、貴団体では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリ

ティの維持・発展について、危機意識をお持ちですか。（１つだけ）

(n=323)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH003]

38.05309735

16.81415929

17.25663717

26.54867257

1.327433628

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り組んでいる

取り組み内容を協議している

取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない

取り組む予定はない

無回答

[Q2]現在、貴団体ではモビリティ関連施策に取り組んでいますか。

（１つだけ）

※「取り組んでいる」「取り組み内容を協議している」を選択した方

は、後ほどの設問で具体的取組をご記入いただきます

(n=226)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH004]

60.73619632

69.32515337

53.98773006

45.39877301

38.03680982

26.99386503

9.202453988

20.24539877

5.521472393

0.613496933

1.840490798

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材確保

採算性確保

関係者間連携

地域課題抽出

問題意識の醸成・共有

技術・サービスと利用実態の乖離

必要な技術シーズがない

事業プラン策定

その他

特になし

無回答

[Q3]モビリティ関連施策を展開する上での課題があればお教えくだ

さい。（いくつでも）

(n=163)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH005]

14.72392638

22.6993865

33.12883436

0

0.613496933

27.60736196

1.226993865

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大を図る

新たに事業を始める

現状を維持する

縮小する

今後も事業展開しない

わからない

無回答

[Q4]貴団体における今後3年程度のモビリティ関連施策展開

意向についてお教えください。（１つだけ）

(n=163)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH006]

22.08588957

48.46625767

1.840490798

13.49693252

7.975460123

3.680981595

4.294478528

3.680981595

31.90184049

6.134969325

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、付

加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q5]現在、「課題解決に向けた取組に着手済み」項目があれば、お教

えください。（いくつでも）

(n=163)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH007]

18.40490798

27.60736196

1.226993865

15.95092025

14.72392638

8.588957055

16.56441718

0

41.71779141

6.748466258

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、付

加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q6]現在、「課題解決の方策について検討中」の項目があれば、お教

えください。（いくつでも）

(n=163)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH008]

23.31288344

29.44785276

11.65644172

34.35582822

21.47239264

36.19631902

43.55828221

0

26.3803681

4.90797546

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改善・

高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・決

済のシームレス化等、自家用車依存から公共交通機

関への利用転換）

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー不

足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、付

加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

無回答

[Q7]「着手済み」や「検討中」の項目以外で、「課題に感じている」項目があれば、５

つまでお教えください。

(n=163)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH009]

60.68111455

29.41176471

59.44272446

51.39318885

0.619195046

10.21671827

0.309597523

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金・助成金情報

プロジェクト情報

モビリティ施策全般の情報

自治体・団体・企業とのネットワーク

その他

特になし

無回答

[Q8]九州次世代モビリティネットワークに期待することは

ありますか。（いくつでも）

(n=323)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH010]

59.44272446

39.31888545

1.238390093

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する

希望しない

無回答

[Q9]セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しま

すか。（１つだけ）

(n=323)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH011]

1.547987616

39.31888545

20.74303406

35.29411765

3.095975232

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい

検討したい

今後参加してみたい

興味はない

無回答

[Q10]地域モビリティ構築に向けて、関係企業とのマッチ

ングのご希望はありますか。（１つだけ）

(n=323)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

[GRAPH012]

68.84422111

30.15075377

51.25628141

5.527638191

2.512562814

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域モビリティ施策を推進する上で相談

できる企業・団体

技術シーズを持つ企業

一緒に取り組んでくれる地元事業者

その他

無回答

[Q11]前問で「参加したい」「検討したい」「今後参加してみ

たい」と回答された方にお伺いします。マッチングを希望す

る対象をお教えください。（いくつでも）

(n=199)



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

郵送回答 WEB回収
用

322 125 197
100.0 38.8 61.2

144 43 101
100.0 29.9 70.1

106 38 68
100.0 35.8 64.2

63 39 24
100.0 61.9 38.1

6 4 2
100.0 66.7 33.3

2 - 2
100.0 - 100.0

71 33 38
100.0 46.5 53.5

35 8 27
100.0 22.9 77.1

35 14 21
100.0 40.0 60.0

59 24 35
100.0 40.7 59.3

28 8 20
100.0 28.6 71.4

31 15 16
100.0 48.4 51.6

62 22 40
100.0 35.5 64.5

24 9 15
100.0 37.5 62.5

19 11 8
100.0 57.9 42.1

14 6 8
100.0 42.9 57.1

14 7 7
100.0 50.0 50.0

23 9 14
100.0 39.1 60.9

44 19 25
100.0 43.2 56.8

140 56 84
100.0 40.0 60.0

57 18 39
100.0 31.6 68.4

35 11 24
100.0 31.4 68.6

10 5 5
100.0 50.0 50.0

225 80 145
100.0 35.6 64.4

95 43 52
100.0 45.3 54.7

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

回答種別

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q1

度数
横％

かなり意
識してい
る

やや意識
している

あまり意
識してい
ない

全く意識
していな
い

無回答 意識層 非意識層

322 87 138 84 11 2 225 95
100.0 27.0 42.9 26.1 3.4 0.6 69.9 29.5

144 60 59 22 2 1 119 24
100.0 41.7 41.0 15.3 1.4 0.7 82.6 16.7

106 12 43 44 6 1 55 50
100.0 11.3 40.6 41.5 5.7 0.9 51.9 47.2

63 14 31 16 2 - 45 18
100.0 22.2 49.2 25.4 3.2 - 71.4 28.6

6 1 3 2 - - 4 2
100.0 16.7 50.0 33.3 - - 66.7 33.3

2 - 1 - 1 - 1 1
100.0 - 50.0 - 50.0 - 50.0 50.0

71 17 30 22 1 1 47 23
100.0 23.9 42.3 31.0 1.4 1.4 66.2 32.4

35 9 17 7 2 - 26 9
100.0 25.7 48.6 20.0 5.7 - 74.3 25.7

35 8 14 10 3 - 22 13
100.0 22.9 40.0 28.6 8.6 - 62.9 37.1

59 18 21 19 1 - 39 20
100.0 30.5 35.6 32.2 1.7 - 66.1 33.9

28 10 10 8 - - 20 8
100.0 35.7 35.7 28.6 - - 71.4 28.6

31 8 14 6 2 1 22 8
100.0 25.8 45.2 19.4 6.5 3.2 71.0 25.8

62 17 31 12 2 - 48 14
100.0 27.4 50.0 19.4 3.2 - 77.4 22.6

24 7 8 8 - 1 15 8
100.0 29.2 33.3 33.3 - 4.2 62.5 33.3

19 3 10 6 - - 13 6
100.0 15.8 52.6 31.6 - - 68.4 31.6

14 3 6 5 - - 9 5
100.0 21.4 42.9 35.7 - - 64.3 35.7

14 4 6 3 1 - 10 4
100.0 28.6 42.9 21.4 7.1 - 71.4 28.6

23 10 5 7 1 - 15 8
100.0 43.5 21.7 30.4 4.3 - 65.2 34.8

44 6 21 15 1 1 27 16
100.0 13.6 47.7 34.1 2.3 2.3 61.4 36.4

140 39 59 39 3 - 98 42
100.0 27.9 42.1 27.9 2.1 - 70.0 30.0

57 18 26 10 3 - 44 13
100.0 31.6 45.6 17.5 5.3 - 77.2 22.8

35 10 15 8 2 - 25 10
100.0 28.6 42.9 22.9 5.7 - 71.4 28.6

10 2 5 3 - - 7 3
100.0 20.0 50.0 30.0 - - 70.0 30.0

＊意識層=「かなり意識している」＋「やや意識している」
　 非意識層=「あまり意識していない」＋「全く意識していない」

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

現在、貴団体では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリティの維持・発展について、危機意識をお持ちですか。
（１つだけ）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q2

度数
横％

取り組ん
でいる

取り組み
内容を協
議してい
る

取り組もう
としたが、
課題があ
り取り組
めていな
い

取り組む
予定はな
い

無回答

225 85 38 39 60 3
100.0 37.8 16.9 17.3 26.7 1.3

119 65 18 17 18 1
100.0 54.6 15.1 14.3 15.1 0.8

55 3 8 10 33 1
100.0 5.5 14.5 18.2 60.0 1.8

45 16 11 11 6 1
100.0 35.6 24.4 24.4 13.3 2.2

4 1 1 1 1 -
100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 -

1 - - - 1 -
100.0 - - - 100.0 -

47 25 3 6 12 1
100.0 53.2 6.4 12.8 25.5 2.1

26 10 5 4 7 -
100.0 38.5 19.2 15.4 26.9 -

22 6 4 5 7 -
100.0 27.3 18.2 22.7 31.8 -

39 13 7 7 12 -
100.0 33.3 17.9 17.9 30.8 -

20 6 4 4 6 -
100.0 30.0 20.0 20.0 30.0 -

22 9 5 2 6 -
100.0 40.9 22.7 9.1 27.3 -

48 16 10 11 9 2
100.0 33.3 20.8 22.9 18.8 4.2

15 8 2 - 4 1
100.0 53.3 13.3 - 26.7 6.7

13 5 1 4 3 -
100.0 38.5 7.7 30.8 23.1 -

9 6 - 2 1 -
100.0 66.7 - 22.2 11.1 -

10 6 - - 4 -
100.0 60.0 - - 40.0 -

15 9 2 1 3 -
100.0 60.0 13.3 6.7 20.0 -

27 10 5 5 6 1
100.0 37.0 18.5 18.5 22.2 3.7

98 35 18 18 27 -
100.0 35.7 18.4 18.4 27.6 -

44 16 7 4 15 2
100.0 36.4 15.9 9.1 34.1 4.5

25 10 5 6 4 -
100.0 40.0 20.0 24.0 16.0 -

7 3 - 3 1 -
100.0 42.9 - 42.9 14.3 -

225 85 38 39 60 3
100.0 37.8 16.9 17.3 26.7 1.3

- - - - - -
- - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

現在、貴団体ではモビリティ関連施策に取り組んでいますか。（１つだけ）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q3

度数
横％

人材確保 採算性確
保

関係者間
連携

地域課題
抽出

問題意識
の醸成・
共有

技術・
サービス
と利用実
態の乖離

必要な技
術シーズ
がない

事業プラ
ン策定

その他 特になし 無回答

162 99 113 87 74 61 44 15 33 9 1 3
100.0 61.1 69.8 53.7 45.7 37.7 27.2 9.3 20.4 5.6 0.6 1.9

12 4 9 8 4 5 6 1 1 1 - -
100.0 33.3 75.0 66.7 33.3 41.7 50.0 8.3 8.3 8.3 - -

20 13 13 10 7 8 5 1 2 1 - -
100.0 65.0 65.0 50.0 35.0 40.0 25.0 5.0 10.0 5.0 - -

71 44 49 30 34 28 19 8 16 5 - 2
100.0 62.0 69.0 42.3 47.9 39.4 26.8 11.3 22.5 7.0 - 2.8

27 18 21 19 15 9 8 3 8 - - -
100.0 66.7 77.8 70.4 55.6 33.3 29.6 11.1 29.6 - - -

21 14 16 14 10 8 4 1 4 1 - -
100.0 66.7 76.2 66.7 47.6 38.1 19.0 4.8 19.0 4.8 - -

6 4 4 4 3 3 2 1 1 - 1 -
100.0 66.7 66.7 66.7 50.0 50.0 33.3 16.7 16.7 - 16.7 -

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

モビリティ関連施策を展開する上での課題があればお教えください。（いくつでも）

全体



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q4

度数
横％

拡大を図
る

新たに事
業を始め
る

現状を維
持する

縮小する 今後も事
業展開し
ない

わからな
い

無回答

162 23 37 54 - 1 45 2
100.0 14.2 22.8 33.3 - 0.6 27.8 1.2

100 17 26 32 - - 24 1
100.0 17.0 26.0 32.0 - - 24.0 1.0

21 3 2 8 - - 8 -
100.0 14.3 9.5 38.1 - - 38.1 -

38 3 9 12 - 1 13 -
100.0 7.9 23.7 31.6 - 2.6 34.2 -

3 - - 2 - - - 1
100.0 - - 66.7 - - - 33.3

- - - - - - - -
- - - - - - - -

12 4 2 5 - - 1 -
100.0 33.3 16.7 41.7 - - 8.3 -

20 3 5 5 - - 7 -
100.0 15.0 25.0 25.0 - - 35.0 -

71 8 13 25 - - 24 1
100.0 11.3 18.3 35.2 - - 33.8 1.4

27 5 6 9 - - 7 -
100.0 18.5 22.2 33.3 - - 25.9 -

21 3 10 5 - - 3 -
100.0 14.3 47.6 23.8 - - 14.3 -

6 - 1 2 - - 3 -
100.0 - 16.7 33.3 - - 50.0 -

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

運輸団体

その他団体

貴団体における今後3年程度のモビリティ関連施策展開意向についてお教えください。（１つだけ）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q5-7GT

度数
横％

移動需要・
外出機会の
創出（商業
活性化・賑
わい創出、
回遊性の向
上）

条件不利地
域住民／移
動弱者向け
のサービス
改善・高度
化、その他
支援（買い
物弱者への
支援等）

住民・観光
客の行動分
散、「三密」
の防止

公共交通の
利便性向上
（複数交通
手段による
検索・決済
のシームレ
ス化等、自
家用車依存
から公共交
通機関への
利用転換）

移動・交通
データの収
集・集約・活
用

モビリティ事
業における
人手不足の
緩和（ドライ
バー不足
等）

持続可能な
モビリティ
サービスの
提供（収益
性改善、付
加価値創
造、域内資
源・資産の
有効活用
等）

その他 特になし 無回答

162 35 78 3 21 12 6 7 6 52 10
100.0 21.6 48.1 1.9 13.0 7.4 3.7 4.3 3.7 32.1 6.2

162 29 44 2 25 23 14 27 - 68 11
100.0 17.9 27.2 1.2 15.4 14.2 8.6 16.7 - 42.0 6.8

162 38 48 18 56 35 58 70 - 43 8
100.0 23.5 29.6 11.1 34.6 21.6 35.8 43.2 - 26.5 4.9

「課題解決に向けた取組に着手済み」項目

「課題解決の方策について検討中」項目

「課題に感じている」項目



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q5

度数
横％

移動需要・
外出機会の
創出（商業
活性化・賑
わい創出、
回遊性の向
上）

条件不利地
域住民／移
動弱者向け
のサービス
改善・高度
化、その他
支援（買い
物弱者への
支援等）

住民・観光
客の行動分
散、「三密」
の防止

公共交通の
利便性向上
（複数交通
手段による
検索・決済
のシームレ
ス化等、自
家用車依存
から公共交
通機関への
利用転換）

移動・交通
データの収
集・集約・活
用

モビリティ事
業における
人手不足の
緩和（ドライ
バー不足
等）

持続可能な
モビリティ
サービスの
提供（収益
性改善、付
加価値創
造、域内資
源・資産の
有効活用
等）

その他 特になし 無回答

162 35 78 3 21 12 6 7 6 52 10
100.0 21.6 48.1 1.9 13.0 7.4 3.7 4.3 3.7 32.1 6.2

100 22 53 1 19 11 6 7 2 26 8
100.0 22.0 53.0 1.0 19.0 11.0 6.0 7.0 2.0 26.0 8.0

21 5 3 - - - - - 2 10 1
100.0 23.8 14.3 - - - - - 9.5 47.6 4.8

38 8 21 2 1 1 - - 2 14 1
100.0 21.1 55.3 5.3 2.6 2.6 - - 5.3 36.8 2.6

3 - 1 - 1 - - - - 2 -
100.0 - 33.3 - 33.3 - - - - 66.7 -

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

12 4 8 - 3 1 4 2 - 1 2
100.0 33.3 66.7 - 25.0 8.3 33.3 16.7 - 8.3 16.7

20 8 9 - 5 2 1 - - 4 2
100.0 40.0 45.0 - 25.0 10.0 5.0 - - 20.0 10.0

71 10 34 - 5 5 1 2 4 26 3
100.0 14.1 47.9 - 7.0 7.0 1.4 2.8 5.6 36.6 4.2

27 8 14 2 3 2 - 2 - 7 2
100.0 29.6 51.9 7.4 11.1 7.4 - 7.4 - 25.9 7.4

21 4 6 1 2 1 - 1 2 10 1
100.0 19.0 28.6 4.8 9.5 4.8 - 4.8 9.5 47.6 4.8

6 1 5 - 2 1 - - - 1 -
100.0 16.7 83.3 - 33.3 16.7 - - - 16.7 -

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

運輸団体

その他団体

現在、「課題解決に向けた取組に着手済み」項目があれば、お教えください。（いくつでも）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q6

度数
横％

移動需要・
外出機会の
創出（商業
活性化・賑
わい創出、
回遊性の向
上）

条件不利地
域住民／移
動弱者向け
のサービス
改善・高度
化、その他
支援（買い
物弱者への
支援等）

住民・観光
客の行動分
散、「三密」
の防止

公共交通の
利便性向上
（複数交通
手段による
検索・決済
のシームレ
ス化等、自
家用車依存
から公共交
通機関への
利用転換）

移動・交通
データの収
集・集約・活
用

モビリティ事
業における
人手不足の
緩和（ドライ
バー不足
等）

持続可能な
モビリティ
サービスの
提供（収益
性改善、付
加価値創
造、域内資
源・資産の
有効活用
等）

その他 特になし 無回答

162 29 44 2 25 23 14 27 - 68 11
100.0 17.9 27.2 1.2 15.4 14.2 8.6 16.7 - 42.0 6.8

100 17 24 2 19 18 9 20 - 40 9
100.0 17.0 24.0 2.0 19.0 18.0 9.0 20.0 - 40.0 9.0

21 6 5 - 2 - - 2 - 12 1
100.0 28.6 23.8 - 9.5 - - 9.5 - 57.1 4.8

38 6 15 - 4 5 4 5 - 14 1
100.0 15.8 39.5 - 10.5 13.2 10.5 13.2 - 36.8 2.6

3 - - - - - 1 - - 2 -
100.0 - - - - - 33.3 - - 66.7 -

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

34 6 4 1 8 5 5 8 - 14 2
100.0 17.6 11.8 2.9 23.5 14.7 14.7 23.5 - 41.2 5.9

19 3 5 - - 1 - - - 9 4
100.0 15.8 26.3 - - 5.3 - - - 47.4 21.1

15 3 3 - 4 - 2 5 - 4 2
100.0 20.0 20.0 - 26.7 - 13.3 33.3 - 26.7 13.3

27 5 10 1 2 3 1 2 - 13 1
100.0 18.5 37.0 3.7 7.4 11.1 3.7 7.4 - 48.1 3.7

14 2 4 - 3 1 1 3 - 5 1
100.0 14.3 28.6 - 21.4 7.1 7.1 21.4 - 35.7 7.1

16 5 5 - 2 3 1 2 - 8 -
100.0 31.3 31.3 - 12.5 18.8 6.3 12.5 - 50.0 -

37 5 13 - 6 10 4 7 - 15 1
100.0 13.5 35.1 - 16.2 27.0 10.8 18.9 - 40.5 2.7

10 1 - - 2 1 1 1 - 4 1
100.0 10.0 - - 20.0 10.0 10.0 10.0 - 40.0 10.0

10 1 1 1 3 2 3 3 - 5 -
100.0 10.0 10.0 10.0 30.0 20.0 30.0 30.0 - 50.0 -

8 2 2 - 2 1 - 3 - 2 1
100.0 25.0 25.0 - 25.0 12.5 - 37.5 - 25.0 12.5

6 2 1 - 1 1 1 1 - 3 -
100.0 33.3 16.7 - 16.7 16.7 16.7 16.7 - 50.0 -

12 1 1 - 3 2 2 3 - 3 2
100.0 8.3 8.3 - 25.0 16.7 16.7 25.0 - 25.0 16.7

20 5 5 - 4 2 2 2 - 6 3
100.0 25.0 25.0 - 20.0 10.0 10.0 10.0 - 30.0 15.0

71 13 24 1 10 10 3 12 - 31 4
100.0 18.3 33.8 1.4 14.1 14.1 4.2 16.9 - 43.7 5.6

27 6 5 - 5 4 2 4 - 12 2
100.0 22.2 18.5 - 18.5 14.8 7.4 14.8 - 44.4 7.4

21 2 8 - 2 4 3 5 - 10 -
100.0 9.5 38.1 - 9.5 19.0 14.3 23.8 - 47.6 -

6 1 - 1 1 1 1 1 - 3 -
100.0 16.7 - 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 - 50.0 -

162 29 44 2 25 23 14 27 - 68 11
100.0 17.9 27.2 1.2 15.4 14.2 8.6 16.7 - 42.0 6.8

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

現在、「課題解決の方策について検討中」の項目があれば、お教えください。（いくつでも）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q7

度数
横％

移動需要・
外出機会の
創出（商業
活性化・賑
わい創出、
回遊性の向
上）

条件不利地
域住民／移
動弱者向け
のサービス
改善・高度
化、その他
支援（買い
物弱者への
支援等）

住民・観光
客の行動分
散、「三密」
の防止

公共交通の
利便性向上
（複数交通
手段による
検索・決済
のシームレ
ス化等、自
家用車依存
から公共交
通機関への
利用転換）

移動・交通
データの収
集・集約・活
用

モビリティ事
業における
人手不足の
緩和（ドライ
バー不足
等）

持続可能な
モビリティ
サービスの
提供（収益
性改善、付
加価値創
造、域内資
源・資産の
有効活用
等）

その他 特になし 無回答

162 38 48 18 56 35 58 70 - 43 8
100.0 23.5 29.6 11.1 34.6 21.6 35.8 43.2 - 26.5 4.9

100 22 30 10 39 26 37 47 - 22 6
100.0 22.0 30.0 10.0 39.0 26.0 37.0 47.0 - 22.0 6.0

21 9 9 6 6 4 6 10 - 5 -
100.0 42.9 42.9 28.6 28.6 19.0 28.6 47.6 - 23.8 -

38 6 8 1 10 3 14 11 - 15 2
100.0 15.8 21.1 2.6 26.3 7.9 36.8 28.9 - 39.5 5.3

3 1 1 1 1 2 1 2 - 1 -
100.0 33.3 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 66.7 - 33.3 -

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

34 6 6 4 7 6 11 10 - 12 2
100.0 17.6 17.6 11.8 20.6 17.6 32.4 29.4 - 35.3 5.9

19 3 6 1 8 5 7 10 - 2 2
100.0 15.8 31.6 5.3 42.1 26.3 36.8 52.6 - 10.5 10.5

15 5 6 3 5 8 6 7 - 2 1
100.0 33.3 40.0 20.0 33.3 53.3 40.0 46.7 - 13.3 6.7

27 8 6 3 11 2 5 15 - 8 1
100.0 29.6 22.2 11.1 40.7 7.4 18.5 55.6 - 29.6 3.7

14 5 6 2 8 5 8 8 - 2 -
100.0 35.7 42.9 14.3 57.1 35.7 57.1 57.1 - 14.3 -

16 3 5 1 4 3 5 3 - 5 1
100.0 18.8 31.3 6.3 25.0 18.8 31.3 18.8 - 31.3 6.3

37 8 13 4 13 6 16 17 - 12 1
100.0 21.6 35.1 10.8 35.1 16.2 43.2 45.9 - 32.4 2.7

10 2 3 1 2 2 5 5 - 3 -
100.0 20.0 30.0 10.0 20.0 20.0 50.0 50.0 - 30.0 -

10 1 2 1 2 1 2 2 - 5 1
100.0 10.0 20.0 10.0 20.0 10.0 20.0 20.0 - 50.0 10.0

8 2 1 1 2 3 2 1 - 2 1
100.0 25.0 12.5 12.5 25.0 37.5 25.0 12.5 - 25.0 12.5

6 1 - 1 1 - 2 2 - 2 -
100.0 16.7 - 16.7 16.7 - 33.3 33.3 - 33.3 -

12 2 2 2 5 4 3 4 - 3 1
100.0 16.7 16.7 16.7 41.7 33.3 25.0 33.3 - 25.0 8.3

20 6 10 1 5 5 5 7 - 5 1
100.0 30.0 50.0 5.0 25.0 25.0 25.0 35.0 - 25.0 5.0

71 20 19 9 25 12 26 35 - 17 2
100.0 28.2 26.8 12.7 35.2 16.9 36.6 49.3 - 23.9 2.8

27 6 8 3 11 6 13 11 - 7 2
100.0 22.2 29.6 11.1 40.7 22.2 48.1 40.7 - 25.9 7.4

21 3 7 1 6 5 9 9 - 7 1
100.0 14.3 33.3 4.8 28.6 23.8 42.9 42.9 - 33.3 4.8

6 - - - 1 1 - 1 - 3 1
100.0 - - - 16.7 16.7 - 16.7 - 50.0 16.7

162 38 48 18 56 35 58 70 - 43 8
100.0 23.5 29.6 11.1 34.6 21.6 35.8 43.2 - 26.5 4.9

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

「着手済み」や「検討中」の項目以外で、「課題に感じている」項目があれば、５つまでお教えください。

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q8

度数
横％

補助金・
助成金情
報

プロジェク
ト情報

モビリティ
施策全般
の情報

自治体・
団体・企
業との
ネットワー
ク

その他 特になし 無回答

322 195 95 191 165 2 33 1
100.0 60.6 29.5 59.3 51.2 0.6 10.2 0.3

144 97 42 92 72 1 14 -
100.0 67.4 29.2 63.9 50.0 0.7 9.7 -

106 63 34 65 60 - 11 -
100.0 59.4 32.1 61.3 56.6 - 10.4 -

63 29 15 30 31 1 7 1
100.0 46.0 23.8 47.6 49.2 1.6 11.1 1.6

6 5 2 3 2 - - -
100.0 83.3 33.3 50.0 33.3 - - -

2 1 2 1 - - - -
100.0 50.0 100.0 50.0 - - - -

71 39 17 34 36 1 6 1
100.0 54.9 23.9 47.9 50.7 1.4 8.5 1.4

35 24 9 20 20 - 5 -
100.0 68.6 25.7 57.1 57.1 - 14.3 -

35 20 11 18 11 - 8 -
100.0 57.1 31.4 51.4 31.4 - 22.9 -

59 38 15 39 29 - 6 -
100.0 64.4 25.4 66.1 49.2 - 10.2 -

28 19 15 23 16 - - -
100.0 67.9 53.6 82.1 57.1 - - -

31 20 8 17 18 - 3 -
100.0 64.5 25.8 54.8 58.1 - 9.7 -

62 35 20 40 35 1 4 -
100.0 56.5 32.3 64.5 56.5 1.6 6.5 -

24 15 6 11 13 1 2 -
100.0 62.5 25.0 45.8 54.2 4.2 8.3 -

19 8 3 9 11 - 1 1
100.0 42.1 15.8 47.4 57.9 - 5.3 5.3

14 9 5 5 6 - 3 -
100.0 64.3 35.7 35.7 42.9 - 21.4 -

14 7 3 9 6 - - -
100.0 50.0 21.4 64.3 42.9 - - -

23 14 7 14 11 - 3 -
100.0 60.9 30.4 60.9 47.8 - 13.0 -

44 22 8 20 21 - 8 -
100.0 50.0 18.2 45.5 47.7 - 18.2 -

140 85 42 91 73 1 12 1
100.0 60.7 30.0 65.0 52.1 0.7 8.6 0.7

57 37 17 31 34 1 3 -
100.0 64.9 29.8 54.4 59.6 1.8 5.3 -

35 21 13 20 18 - 6 -
100.0 60.0 37.1 57.1 51.4 - 17.1 -

10 6 - 7 3 - - -
100.0 60.0 - 70.0 30.0 - - -

225 151 75 146 117 1 13 -
100.0 67.1 33.3 64.9 52.0 0.4 5.8 -

95 43 20 44 47 1 19 1
100.0 45.3 21.1 46.3 49.5 1.1 20.0 1.1

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

九州次世代モビリティネットワークに期待することはありますか。（いくつでも）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q9

度数
横％

希望する 希望しな
い

無回答

322 191 127 4
100.0 59.3 39.4 1.2

144 99 45 -
100.0 68.8 31.3 -

106 57 49 -
100.0 53.8 46.2 -

63 31 28 4
100.0 49.2 44.4 6.3

6 2 4 -
100.0 33.3 66.7 -

2 2 - -
100.0 100.0 - -

71 41 29 1
100.0 57.7 40.8 1.4

35 20 15 -
100.0 57.1 42.9 -

35 18 17 -
100.0 51.4 48.6 -

59 33 26 -
100.0 55.9 44.1 -

28 19 8 1
100.0 67.9 28.6 3.6

31 17 14 -
100.0 54.8 45.2 -

62 43 17 2
100.0 69.4 27.4 3.2

24 14 10 -
100.0 58.3 41.7 -

19 9 9 1
100.0 47.4 47.4 5.3

14 9 5 -
100.0 64.3 35.7 -

14 9 5 -
100.0 64.3 35.7 -

23 14 9 -
100.0 60.9 39.1 -

44 25 19 -
100.0 56.8 43.2 -

140 82 55 3
100.0 58.6 39.3 2.1

57 36 21 -
100.0 63.2 36.8 -

35 22 12 1
100.0 62.9 34.3 2.9

10 4 6 -
100.0 40.0 60.0 -

225 153 69 3
100.0 68.0 30.7 1.3

95 37 57 1
100.0 38.9 60.0 1.1

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しますか。（１つだけ）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q10

度数
横％

参加した
い

検討した
い

今後参加
してみた
い

興味はな
い

無回答

322 5 126 67 114 10
100.0 1.6 39.1 20.8 35.4 3.1

144 2 70 34 36 2
100.0 1.4 48.6 23.6 25.0 1.4

106 1 28 22 52 3
100.0 0.9 26.4 20.8 49.1 2.8

63 2 25 8 23 5
100.0 3.2 39.7 12.7 36.5 7.9

6 - 3 1 2 -
100.0 - 50.0 16.7 33.3 -

2 - - 2 - -
100.0 - - 100.0 - -

71 2 27 16 22 4
100.0 2.8 38.0 22.5 31.0 5.6

35 - 14 8 13 -
100.0 - 40.0 22.9 37.1 -

35 - 15 3 17 -
100.0 - 42.9 8.6 48.6 -

59 1 21 13 22 2
100.0 1.7 35.6 22.0 37.3 3.4

28 1 14 4 9 -
100.0 3.6 50.0 14.3 32.1 -

31 - 9 8 13 1
100.0 - 29.0 25.8 41.9 3.2

62 1 26 15 17 3
100.0 1.6 41.9 24.2 27.4 4.8

24 - 12 6 5 1
100.0 - 50.0 25.0 20.8 4.2

19 1 5 4 8 1
100.0 5.3 26.3 21.1 42.1 5.3

14 1 7 1 5 -
100.0 7.1 50.0 7.1 35.7 -

14 - 3 5 4 2
100.0 - 21.4 35.7 28.6 14.3

23 - 11 5 6 1
100.0 - 47.8 21.7 26.1 4.3

44 1 18 10 14 1
100.0 2.3 40.9 22.7 31.8 2.3

140 2 50 30 53 5
100.0 1.4 35.7 21.4 37.9 3.6

57 1 22 13 18 3
100.0 1.8 38.6 22.8 31.6 5.3

35 1 18 4 12 -
100.0 2.9 51.4 11.4 34.3 -

10 - 2 2 6 -
100.0 - 20.0 20.0 60.0 -

225 5 107 45 61 7
100.0 2.2 47.6 20.0 27.1 3.1

95 - 18 22 52 3
100.0 - 18.9 23.2 54.7 3.2

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

地域モビリティ構築に向けて、関係企業とのマッチングのご希望はありますか。（１つだけ）

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

Q11

度数
横％

地域モビ
リティ施策
を推進す
る上で相
談できる
企業・団
体

技術シー
ズを持つ
企業

一緒に取
り組んでく
れる地元
事業者

その他 無回答

198 137 60 101 11 5
100.0 69.2 30.3 51.0 5.6 2.5

106 79 41 56 4 1
100.0 74.5 38.7 52.8 3.8 0.9

51 35 7 16 6 3
100.0 68.6 13.7 31.4 11.8 5.9

35 19 11 27 - 1
100.0 54.3 31.4 77.1 - 2.9

4 3 - 1 - -
100.0 75.0 - 25.0 - -

2 1 1 1 1 -
100.0 50.0 50.0 50.0 50.0 -

16 11 8 6 - 1
100.0 68.8 50.0 37.5 - 6.3

29 21 5 16 - -
100.0 72.4 17.2 55.2 - -

82 59 21 44 4 4
100.0 72.0 25.6 53.7 4.9 4.9

36 23 13 19 2 -
100.0 63.9 36.1 52.8 5.6 -

23 15 12 10 3 -
100.0 65.2 52.2 43.5 13.0 -

4 2 - 3 1 -
100.0 50.0 - 75.0 25.0 -

157 111 52 82 7 4
100.0 70.7 33.1 52.2 4.5 2.5

40 25 8 19 4 1
100.0 62.5 20.0 47.5 10.0 2.5

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会

その他団体

前問で「{Q10}」と回答された方にお伺いします。
マッチングを希望する対象をお教えください。（いくつでも）

運輸団体



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

自治体 商工会議
所・商工
会

社会福祉
協議会

運輸団体 その他団
体

無回答

322 144 106 63 6 2 1
100.0 44.7 32.9 19.6 1.9 0.6 0.3

71 34 17 17 1 2 -
100.0 47.9 23.9 23.9 1.4 2.8 -

35 13 14 7 1 - -
100.0 37.1 40.0 20.0 2.9 - -

35 14 16 5 - - -
100.0 40.0 45.7 14.3 - - -

59 25 22 11 1 - -
100.0 42.4 37.3 18.6 1.7 - -

28 12 9 4 3 - -
100.0 42.9 32.1 14.3 10.7 - -

31 14 12 5 - - -
100.0 45.2 38.7 16.1 - - -

62 32 16 14 - - -
100.0 51.6 25.8 22.6 - - -

24 10 6 7 1 - -
100.0 41.7 25.0 29.2 4.2 - -

19 10 4 4 - 1 -
100.0 52.6 21.1 21.1 - 5.3 -

14 8 4 2 - - -
100.0 57.1 28.6 14.3 - - -

14 6 3 4 - 1 -
100.0 42.9 21.4 28.6 - 7.1 -

23 8 11 4 - - -
100.0 34.8 47.8 17.4 - - -

44 24 6 13 1 - -
100.0 54.5 13.6 29.5 2.3 - -

140 63 49 28 - - -
100.0 45.0 35.0 20.0 - - -

57 25 23 9 - - -
100.0 43.9 40.4 15.8 - - -

35 17 11 7 - - -
100.0 48.6 31.4 20.0 - - -

10 7 2 1 - - -
100.0 70.0 20.0 10.0 - - -

225 119 55 45 4 1 1
100.0 52.9 24.4 20.0 1.8 0.4 0.4

95 24 50 18 2 1 -
100.0 25.3 52.6 18.9 2.1 1.1 -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

種類別

全体



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 無回答

322 71 35 35 59 28 31 62 1
100.0 22.0 10.9 10.9 18.3 8.7 9.6 19.3 0.3

144 34 13 14 25 12 14 32 -
100.0 23.6 9.0 9.7 17.4 8.3 9.7 22.2 -

106 17 14 16 22 9 12 16 -
100.0 16.0 13.2 15.1 20.8 8.5 11.3 15.1 -

63 17 7 5 11 4 5 14 -
100.0 27.0 11.1 7.9 17.5 6.3 7.9 22.2 -

6 1 1 - 1 3 - - -
100.0 16.7 16.7 - 16.7 50.0 - - -

2 2 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

71 71 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

35 - 35 - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - -

35 - - 35 - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - -

59 - - - 59 - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - -

28 - - - - 28 - - -
100.0 - - - - 100.0 - - -

31 - - - - - 31 - -
100.0 - - - - - 100.0 - -

62 - - - - - - 62 -
100.0 - - - - - - 100.0 -

24 24 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

19 19 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

14 14 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

14 14 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

23 8 4 4 3 3 1 - -
100.0 34.8 17.4 17.4 13.0 13.0 4.3 - -

44 31 3 1 6 - 3 - -
100.0 70.5 6.8 2.3 13.6 - 6.8 - -

140 23 18 6 40 14 23 16 -
100.0 16.4 12.9 4.3 28.6 10.0 16.4 11.4 -

57 - 6 11 5 6 3 26 -
100.0 - 10.5 19.3 8.8 10.5 5.3 45.6 -

35 - - 11 4 1 - 19 -
100.0 - - 31.4 11.4 2.9 - 54.3 -

10 6 3 - - - 1 - -
100.0 60.0 30.0 - - - 10.0 - -

225 47 26 22 39 20 22 48 1
100.0 20.9 11.6 9.8 17.3 8.9 9.8 21.3 0.4

95 23 9 13 20 8 8 14 -
100.0 24.2 9.5 13.7 21.1 8.4 8.4 14.7 -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

都道府県別

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

福岡 筑豊 北九州 筑後

71 24 19 14 14
100.0 33.8 26.8 19.7 19.7

34 10 10 8 6
100.0 29.4 29.4 23.5 17.6

17 6 4 4 3
100.0 35.3 23.5 23.5 17.6

17 7 4 2 4
100.0 41.2 23.5 11.8 23.5

1 1 - - -
100.0 100.0 - - -

2 - 1 - 1
100.0 - 50.0 - 50.0

71 24 19 14 14
100.0 33.8 26.8 19.7 19.7

- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -

24 24 - - -
100.0 100.0 - - -

19 - 19 - -
100.0 - 100.0 - -

14 - - 14 -
100.0 - - 100.0 -

14 - - - 14
100.0 - - - 100.0

8 3 - 2 3
100.0 37.5 - 25.0 37.5

31 11 4 9 7
100.0 35.5 12.9 29.0 22.6

23 9 10 2 2
100.0 39.1 43.5 8.7 8.7

- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -

6 - 4 1 1
100.0 - 66.7 16.7 16.7

47 15 13 9 10
100.0 31.9 27.7 19.1 21.3

23 8 6 5 4
100.0 34.8 26.1 21.7 17.4

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

福岡県内区分別

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

都市部 都市周辺 中山間地
域

半島地域 離島地域 過疎地域 その他 無回答

322 23 44 140 57 35 10 12 1
100.0 7.1 13.7 43.5 17.7 10.9 3.1 3.7 0.3

144 8 24 63 25 17 7 - -
100.0 5.6 16.7 43.8 17.4 11.8 4.9 - -

106 11 6 49 23 11 2 4 -
100.0 10.4 5.7 46.2 21.7 10.4 1.9 3.8 -

63 4 13 28 9 7 1 1 -
100.0 6.3 20.6 44.4 14.3 11.1 1.6 1.6 -

6 - 1 - - - - 5 -
100.0 - 16.7 - - - - 83.3 -

2 - - - - - - 2 -
100.0 - - - - - - 100.0 -

71 8 31 23 - - 6 3 -
100.0 11.3 43.7 32.4 - - 8.5 4.2 -

35 4 3 18 6 - 3 1 -
100.0 11.4 8.6 51.4 17.1 - 8.6 2.9 -

35 4 1 6 11 11 - 2 -
100.0 11.4 2.9 17.1 31.4 31.4 - 5.7 -

59 3 6 40 5 4 - 1 -
100.0 5.1 10.2 67.8 8.5 6.8 - 1.7 -

28 3 - 14 6 1 - 4 -
100.0 10.7 - 50.0 21.4 3.6 - 14.3 -

31 1 3 23 3 - 1 - -
100.0 3.2 9.7 74.2 9.7 - 3.2 - -

62 - - 16 26 19 - 1 -
100.0 - - 25.8 41.9 30.6 - 1.6 -

24 3 11 9 - - - 1 -
100.0 12.5 45.8 37.5 - - - 4.2 -

19 - 4 10 - - 4 1 -
100.0 - 21.1 52.6 - - 21.1 5.3 -

14 2 9 2 - - 1 - -
100.0 14.3 64.3 14.3 - - 7.1 - -

14 3 7 2 - - 1 1 -
100.0 21.4 50.0 14.3 - - 7.1 7.1 -

23 23 - - - - - - -
100.0 100.0 - - - - - - -

44 - 44 - - - - - -
100.0 - 100.0 - - - - - -

140 - - 140 - - - - -
100.0 - - 100.0 - - - - -

57 - - - 57 - - - -
100.0 - - - 100.0 - - - -

35 - - - - 35 - - -
100.0 - - - - 100.0 - - -

10 - - - - - 10 - -
100.0 - - - - - 100.0 - -

225 15 27 98 44 25 7 8 1
100.0 6.7 12.0 43.6 19.6 11.1 3.1 3.6 0.4

95 8 16 42 13 10 3 3 -
100.0 8.4 16.8 44.2 13.7 10.5 3.2 3.2 -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

地域区分別

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



地域モビリティの維持・発展に関するアンケート

度数
横％

意識層 非意識層 無回答

322 225 95 2
100.0 69.9 29.5 0.6

144 119 24 1
100.0 82.6 16.7 0.7

106 55 50 1
100.0 51.9 47.2 0.9

63 45 18 -
100.0 71.4 28.6 -

6 4 2 -
100.0 66.7 33.3 -

2 1 1 -
100.0 50.0 50.0 -

71 47 23 1
100.0 66.2 32.4 1.4

35 26 9 -
100.0 74.3 25.7 -

35 22 13 -
100.0 62.9 37.1 -

59 39 20 -
100.0 66.1 33.9 -

28 20 8 -
100.0 71.4 28.6 -

31 22 8 1
100.0 71.0 25.8 3.2

62 48 14 -
100.0 77.4 22.6 -

24 15 8 1
100.0 62.5 33.3 4.2

19 13 6 -
100.0 68.4 31.6 -

14 9 5 -
100.0 64.3 35.7 -

14 10 4 -
100.0 71.4 28.6 -

23 15 8 -
100.0 65.2 34.8 -

44 27 16 1
100.0 61.4 36.4 2.3

140 98 42 -
100.0 70.0 30.0 -

57 44 13 -
100.0 77.2 22.8 -

35 25 10 -
100.0 71.4 28.6 -

10 7 3 -
100.0 70.0 30.0 -

225 225 - -
100.0 100.0 - -

95 - 95 -
100.0 - 100.0 -

危機意識
別

意識層

非意識層

地域区分
別

都市部

都市周辺

中山間地域

半島地域

離島地域

過疎地域

鹿児島県

福岡県内
区分別

福岡

筑豊

北九州

筑後

都道府県
別

宮崎県

運輸団体

その他団体

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

危機意識別

全体

種類別 自治体

商工会議所・
商工会
社会福祉協議会



■調査規模： 57サンプル
■回収期間： 2020年12月1日（火）～2020年12月28日（月）

■回収⽅法： 郵送またはWEB回収

地域モビリティ構築に関連する技術・サービス
についてのアンケート

2021年1⽉



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH001]

17.54385965 82.45614035

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答種別

回答種別

(n=57)

郵送回答 WEB回収用



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH002]

52.63157895

29.8245614

12.28070175

3.50877193

1.754385965

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり意識している

やや意識している

あまり意識していない

全く意識していない

無回答

[Q1]御社では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリティの維

持・発展について、危機意識をお持ちですか。（１つだけ）

(n=57)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH003]

40.42553191

14.89361702

25.53191489

19.14893617

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り組んでいる

取り組み内容を協議している

取り組もうとしたが、課題があり取り組めていない

取り組む予定はない

[Q2]現在、御社では地域モビリティ関連施策に取り組んでいますか。（１つ

だけ）

※「取り組んでいる」「取り組み内容を協議している」「取り組もうとしたが、課

題があり取り組めていない」を選択した方は、後ほどの設問で具体的取組を

ご記入いただきます

(n=47)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH004]

42.10526316

34.21052632

55.26315789

23.68421053

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品・サービスの提供

製品・サービスの開発

製品サービス開発支援・活用支援

その他

特になし

[Q3]御社が地域モビリティ構築に貢献できると思われる内容をお教

えください。（いくつでも）

(n=38)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH005]

55.26315789

31.57894737

55.26315789

84.21052632

44.73684211

21.05263158

21.05263158

71.05263158

47.36842105

13.15789474

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車関連（完成車）

自動車関連（部品）

情報通信関連

交通サービス関連

運輸サービス関連

金融サービス関連

保険サービス関連

官公庁・自治体・産業支援機関

大学・研究開発機関

その他

特になし

[Q4]御社がモビリティ関連事業に取り組む上で連携先となるところ

を教えてください。（いくつでも）

(n=38)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH006]

60.52631579

42.10526316

57.89473684

55.26315789

47.36842105

31.57894737

63.15789474

52.63157895

28.94736842

7.894736842

28.94736842

0

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

異業種間の連携・協業

人材確保

実証・検証フィールド確保

事業者間のデータ連携

協力者確保

問題意識の醸成・共有

事業の採算性確保

法制度整備への対応

モビリティ関連データのデジタル化

必要な技術シーズがない

事業プラン策定

その他

特になし

[Q5]モビリティ関連事業を展開する上での課題があればお教えくだ

さい。（いくつでも）

(n=38)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH007]

52.63157895

21.05263158

5.263157895

0

0

21.05263158

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大を図る

新たに事業を始める

現状を維持する

縮小する

今後も事業展開しない

わからない

[Q6]今後3年程度の御社におけるモビリティ関連事業の方針を

お教えください。（１つだけ）

(n=38)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH008]

44.73684211

55.26315789

23.68421053

47.36842105

47.36842105

21.05263158

52.63157895

15.78947368

10.52631579

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移動需要・外出機会の創出（商業活性化・賑わい創

出、回遊性の向上）

条件不利地域住民／移動弱者向けのサービス改

善・高度化、その他支援（買い物弱者への支援等）

住民・観光客の行動分散、「三密」の防止

公共交通の利便性向上（複数交通手段による検索・

決済のシームレス化等、自家用車依存から公共…

移動・交通データの収集・集約・活用

モビリティ事業における人手不足の緩和（ドライバー

不足等）

持続可能なモビリティサービスの提供（収益性改善、

付加価値創造、域内資源・資産の有効活用等）

その他

特になし

[Q7]御社の技術・サービスが課題解決に貢献できる項目をお教え

ください。（いくつでも）

(n=38)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH009]

56.14035088

61.40350877

61.40350877

61.40350877

3.50877193

5.263157895

1.754385965

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助金・助成金情報

プロジェクト情報

モビリティ施策全般の情報

自治体・団体・企業とのネットワーク

その他

特になし

無回答

[Q10]九州次世代モビリティネットワークに期待すること

はありますか。（いくつでも）

(n=57)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH010]

71.92982456

24.56140351

3.50877193

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する

希望しない

無回答

[Q11]セミナーや各種情報に関する案内メールを希望

しますか。（１つだけ）

(n=57)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH011]

29.8245614

29.8245614

19.29824561

17.54385965

3.50877193

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい

検討したい

今後参加してみたい

興味はない

無回答

[Q12]地域モビリティ構築に向けて、自治体や関係団

体とのマッチングのご希望はありますか。（１つだけ）

(n=57)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH012]

82.22222222

40

33.33333333

26.66666667

57.77777778

57.77777778

51.11111111

20

17.77777778

44.44444444

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体

団体（商工会議所・社会福祉協議

会など）

自動車関連（完成車）

自動車関連（部品）

情報通信関連

交通サービス関連

運輸サービス関連

金融サービス関連

保険サービス関連

大学・研究開発機関

その他

[Q13]前問で「参加したい」「検討したい」「今後参加し

てみたい」と回答された方にお伺いします。マッチング

を希望する対象をお教えください。（いくつでも）

(n=45)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

[GRAPH013]

1.754385965

7.01754386

26.31578947

12.28070175

10.52631579

8.771929825

0

5.263157895

5.263157895

43.85964912

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車関連（完成車）

自動車関連（部品）

情報通信関連

交通サービス関連

運輸サービス関連

金融サービス関連

保険サービス関連

官公庁・自治体・産業支援機関

大学・研究開発機関

その他

業種（いくつでも）

(n=57)



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

度数
横％

郵送回答 WEB回収
用

57 10 47
100.0 17.5 82.5

45 8 37
100.0 17.8 82.2

12 2 10
100.0 16.7 83.3

47 6 41
100.0 12.8 87.2

9 3 6
100.0 33.3 66.7

危機意識
別

意識層

非意識層

回答種別

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

度数
横％

自動車関
連（完成
車）

自動車関
連（部品）

情報通信
関連

交通サー
ビス関連

運輸サー
ビス関連

金融サー
ビス関連

保険サー
ビス関連

官公庁・
自治体・
産業支援
機関

大学・研
究開発機
関

その他

57 1 4 15 7 6 5 - 3 3 25
100.0 1.8 7.0 26.3 12.3 10.5 8.8 - 5.3 5.3 43.9

45 1 4 12 5 5 4 - 3 2 18
100.0 2.2 8.9 26.7 11.1 11.1 8.9 - 6.7 4.4 40.0

12 - - 3 2 1 1 - - 1 7
100.0 - - 25.0 16.7 8.3 8.3 - - 8.3 58.3

47 1 3 11 7 6 5 - 3 3 20
100.0 2.1 6.4 23.4 14.9 12.8 10.6 - 6.4 6.4 42.6

9 - 1 4 - - - - - - 4
100.0 - 11.1 44.4 - - - - - - 44.4

危機意識
別

意識層

非意識層

業種（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q1

御社では、地域経済の活性化に不可欠な地域モビリティの維持・発展について、危機意識をお持ちですか。（１つだけ）

度数
横％

かなり意
識してい
る

やや意識
している

あまり意
識してい
ない

全く意識
していな
い

無回答 意識層 非意識層

57 30 17 7 2 1 47 9
100.0 52.6 29.8 12.3 3.5 1.8 82.5 15.8

45 21 14 7 2 1 35 9
100.0 46.7 31.1 15.6 4.4 2.2 77.8 20.0

12 9 3 - - - 12 -
100.0 75.0 25.0 - - - 100.0 -

47 30 17 - - - 47 -
100.0 63.8 36.2 - - - 100.0 -

9 - - 7 2 - - 9
100.0 - - 77.8 22.2 - - 100.0

＊意識層=「かなり意識している」＋「やや意識している」
　 非意識層=「あまり意識していない」＋「全く意識していない」

危機意識
別

意識層

非意識層

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q2

 現在、御社では地域モビリティ関連施策に取り組んでいますか。（１つだけ）

度数
横％

取り組ん
でいる

取り組み
内容を協
議してい
る

取り組もう
としたが、
課題があ
り取り組
めていな
い

取り組む
予定はな
い

47 19 7 12 9
100.0 40.4 14.9 25.5 19.1

35 13 4 9 9
100.0 37.1 11.4 25.7 25.7

12 6 3 3 -
100.0 50.0 25.0 25.0 -

47 19 7 12 9
100.0 40.4 14.9 25.5 19.1

- - - - -
- - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q3

御社が地域モビリティ構築に貢献できると思われる内容をお教えください。（いくつでも）

度数
横％

製品・
サービス
の提供

製品・
サービス
の開発

製品サー
ビス開発
支援・活
用支援

その他

38 16 13 21 9
100.0 42.1 34.2 55.3 23.7

26 9 6 12 8
100.0 34.6 23.1 46.2 30.8

12 7 7 9 1
100.0 58.3 58.3 75.0 8.3

38 16 13 21 9
100.0 42.1 34.2 55.3 23.7

- - - - -
- - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q4

度数
横％

自動車関
連（完成
車）

自動車関
連（部品）

情報通信
関連

交通サー
ビス関連

運輸サー
ビス関連

金融サー
ビス関連

保険サー
ビス関連

官公庁・
自治体・
産業支援
機関

大学・研
究開発機
関

その他

38 21 12 21 32 17 8 8 27 18 5
100.0 55.3 31.6 55.3 84.2 44.7 21.1 21.1 71.1 47.4 13.2

26 13 6 12 20 9 4 3 16 11 4
100.0 50.0 23.1 46.2 76.9 34.6 15.4 11.5 61.5 42.3 15.4

12 8 6 9 12 8 4 5 11 7 1
100.0 66.7 50.0 75.0 100.0 66.7 33.3 41.7 91.7 58.3 8.3

38 21 12 21 32 17 8 8 27 18 5
100.0 55.3 31.6 55.3 84.2 44.7 21.1 21.1 71.1 47.4 13.2

- - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

御社がモビリティ関連事業に取り組む上で連携先となるところを教えてください。（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q5

度数
横％

異業種間
の連携・
協業

人材確保 実証・検
証フィー
ルド確保

事業者間
のデータ
連携

協力者確
保

問題意識
の醸成・
共有

事業の採
算性確保

法制度整
備への対
応

モビリティ
関連デー
タのデジタ
ル化

必要な技
術シーズ
がない

事業プラ
ン策定

38 23 16 22 21 18 12 24 20 11 3 11
100.0 60.5 42.1 57.9 55.3 47.4 31.6 63.2 52.6 28.9 7.9 28.9

26 14 12 11 14 11 9 15 13 9 2 8
100.0 53.8 46.2 42.3 53.8 42.3 34.6 57.7 50.0 34.6 7.7 30.8

12 9 4 11 7 7 3 9 7 2 1 3
100.0 75.0 33.3 91.7 58.3 58.3 25.0 75.0 58.3 16.7 8.3 25.0

38 23 16 22 21 18 12 24 20 11 3 11
100.0 60.5 42.1 57.9 55.3 47.4 31.6 63.2 52.6 28.9 7.9 28.9

- - - - - - - - - - - -
- - - - - - - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

モビリティ関連事業を展開する上での課題があればお教えください。（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q6

度数
横％

拡大を図
る

新たに事
業を始め
る

現状を維
持する

縮小する 今後も事
業展開し
ない

わからな
い

38 20 8 2 - - 8
100.0 52.6 21.1 5.3 - - 21.1

26 13 5 1 - - 7
100.0 50.0 19.2 3.8 - - 26.9

12 7 3 1 - - 1
100.0 58.3 25.0 8.3 - - 8.3

38 20 8 2 - - 8
100.0 52.6 21.1 5.3 - - 21.1

- - - - - - -
- - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

今後3年程度の御社におけるモビリティ関連事業の方針をお教えください。（１つだけ）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q7

度数
横％

移動需要・
外出機会
の創出（商
業活性化・
賑わい創
出、回遊性
の向上）

条件不利
地域住民
／移動弱
者向けの
サービス改
善・高度
化、その他
支援（買い
物弱者へ
の支援等）

住民・観光
客の行動
分散、「三
密」の防止

公共交通
の利便性
向上（複数
交通手段
による検
索・決済の
シームレス
化等、自家
用車依存
から公共交
通機関へ
の利用転
換）

移動・交通
データの収
集・集約・
活用

モビリティ
事業におけ
る人手不足
の緩和（ド
ライバー不
足等）

持続可能な
モビリティ
サービスの
提供（収益
性改善、付
加価値創
造、域内資
源・資産の
有効活用
等）

その他 特になし

38 17 21 9 18 18 8 20 6 4
100.0 44.7 55.3 23.7 47.4 47.4 21.1 52.6 15.8 10.5

26 8 11 4 8 9 4 11 4 4
100.0 30.8 42.3 15.4 30.8 34.6 15.4 42.3 15.4 15.4

12 9 10 5 10 9 4 9 2 -
100.0 75.0 83.3 41.7 83.3 75.0 33.3 75.0 16.7 -

38 17 21 9 18 18 8 20 6 4
100.0 44.7 55.3 23.7 47.4 47.4 21.1 52.6 15.8 10.5

- - - - - - - - - -
- - - - - - - - - -

危機意識
別

意識層

非意識層

御社の技術・サービスが課題解決に貢献できる項目をお教えください。（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q10

度数
横％

補助金・
助成金情
報

プロジェク
ト情報

モビリティ
施策全般
の情報

自治体・
団体・企
業との
ネットワー
ク

その他 特になし 無回答

57 32 35 35 35 2 3 1
100.0 56.1 61.4 61.4 61.4 3.5 5.3 1.8

45 23 24 27 25 2 3 1
100.0 51.1 53.3 60.0 55.6 4.4 6.7 2.2

12 9 11 8 10 - - -
100.0 75.0 91.7 66.7 83.3 - - -

47 29 31 29 34 2 1 -
100.0 61.7 66.0 61.7 72.3 4.3 2.1 -

9 3 4 6 1 - 2 -
100.0 33.3 44.4 66.7 11.1 - 22.2 -

危機意識
別

意識層

非意識層

九州次世代モビリティネットワークに期待することはありますか。（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q11

度数
横％

希望する 希望しな
い

無回答

57 41 14 2
100.0 71.9 24.6 3.5

45 30 13 2
100.0 66.7 28.9 4.4

12 11 1 -
100.0 91.7 8.3 -

47 38 9 -
100.0 80.9 19.1 -

9 3 5 1
100.0 33.3 55.6 11.1

自動車関連（完成車） 1 1 - -
100.0 100.0 - -

自動車関連（部品） 4 3 1 -
100.0 75.0 25.0 -

情報通信関連 15 11 4 -
100.0 73.3 26.7 -

交通サービス関連 7 6 1 -
100.0 85.7 14.3 -

運輸サービス関連 6 4 2 -
100.0 66.7 33.3 -

金融サービス関連 5 4 1 -
100.0 80.0 20.0 -

保険サービス関連 - - - -
- - - -

官公庁・自治体 3 3 - -
・産業支援機関 100.0 100.0 - -
大学・研究開発機関 3 3 - -

100.0 100.0 - -
その他 25 16 7 2

100.0 64.0 28.0 8.0

業種別

全体

所在地別 九州内

九州外

セミナーや各種情報に関する案内メールを希望しますか。（１つだけ）

危機意識
別

意識層

非意識層



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q12

度数
横％

参加した
い

検討した
い

今後参加
してみた
い

興味はな
い

無回答

57 17 17 11 10 2
100.0 29.8 29.8 19.3 17.5 3.5

45 10 13 10 10 2
100.0 22.2 28.9 22.2 22.2 4.4

12 7 4 1 - -
100.0 58.3 33.3 8.3 - -

47 17 13 11 5 1
100.0 36.2 27.7 23.4 10.6 2.1

9 - 4 - 5 -
100.0 - 44.4 - 55.6 -

自動車関連（完成車） 1 - 1 - - -
100.0 - 100.0 - - -

自動車関連（部品） 4 1 2 - 1 -
100.0 25.0 50.0 - 25.0 -

情報通信関連 15 4 6 3 2 -
100.0 26.7 40.0 20.0 13.3 -

交通サービス関連 7 2 4 1 - -
100.0 28.6 57.1 14.3 - -

運輸サービス関連 6 1 2 3 - -
100.0 16.7 33.3 50.0 - -

金融サービス関連 5 1 2 1 1 -
100.0 20.0 40.0 20.0 20.0 -

保険サービス関連 - - - - - -
- - - - - -

官公庁・自治体 3 1 1 - - 1
・産業支援機関 100.0 33.3 33.3 - - 33.3
大学・研究開発機関 3 2 1 - - -

100.0 66.7 33.3 - - -
その他 25 9 5 4 6 1

100.0 36.0 20.0 16.0 24.0 4.0

業種別

全体

所在地別 九州内

九州外

地域モビリティ構築に向けて、自治体や関係団体とのマッチングのご希望はありますか。（１つだけ）

危機意識
別

意識層

非意識層



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

Q13

度数
横％

自治体 団体（商
工会議
所・社会
福祉協議
会など）

自動車関
連（完成
車）

自動車関
連（部品）

情報通信
関連

交通サー
ビス関連

運輸サー
ビス関連

金融サー
ビス関連

保険サー
ビス関連

大学・研
究開発機
関

45 37 18 15 12 26 26 23 9 8 20
100.0 82.2 40.0 33.3 26.7 57.8 57.8 51.1 20.0 17.8 44.4

33 25 12 8 6 19 17 16 5 3 13
100.0 75.8 36.4 24.2 18.2 57.6 51.5 48.5 15.2 9.1 39.4

12 12 6 7 6 7 9 7 4 5 7
100.0 100.0 50.0 58.3 50.0 58.3 75.0 58.3 33.3 41.7 58.3

41 33 17 14 11 22 25 21 8 8 18
100.0 80.5 41.5 34.1 26.8 53.7 61.0 51.2 19.5 19.5 43.9

4 4 1 1 1 4 1 2 1 - 2
100.0 100.0 25.0 25.0 25.0 100.0 25.0 50.0 25.0 - 50.0

危機意識
別

意識層

非意識層

前問で「{Q12}」と回答された方にお伺いします。マッチングを希望する対象をお教えください。（いくつでも）

全体

所在地別 九州内

九州外



地域モビリティ構築に関連する技術・サービスについてのアンケート

度数
横％

意識層 非意識層 無回答

57 47 9 1
100.0 82.5 15.8 1.8

45 35 9 1
100.0 77.8 20.0 2.2

12 12 - -
100.0 100.0 - -

47 47 - -
100.0 100.0 - -

9 - 9 -
100.0 - 100.0 -

危機意識
別

意識層

非意識層

危機意識別

全体

所在地別 九州内

九州外



参考資料（ヒアリング）－1 

 

別添 ヒアリングシート集 

 

本事業でヒアリングを行った自治体・団体／企業・大学／地元事業者などのヒアリング内容

を個別に整理している。アンケート回答団体／企業については、その回答内容も反映してい

る。 

 

自治体・団体 

  

  

  

  

  

 

企業・大学 

  

  

  

  

  

   

  

  

 

先進事例実施主体（自治体・団体／地元事業者など） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
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自治体・団体名：  

日時： 形式： 電話取材 

所在地：  地域特性： 中山間地域 

対応者：   

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

課題： 
人材確保／採算性確保／関係者間連携／地域課題抽出／ 

問題意識の醸成・共有／事業プラン策定 

今後の展開

意向： 
拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
  ○  

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

  ○  

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

  ○  

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

  ○  

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体／技

術シーズを持つ企業／一緒に取り組んでくれる地元事業者 

 

【 】 

   

 

  
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【 】 

 

 

 

 

 

【 】 

 
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自治体・団体名：  

日時：  形式： 電話 

所在地：  
地 域 特

性： 
半島地域 

対応者：    

危機意識： かなり意識している 取組状況： 
取り組み内容を協議してい

る 

課題： 
人材確保／採算性確保／関係者間連携／地域課題抽出／問題意識の醸成・

共有／技術・サービスと利用実態の乖離／事業プラン策定 

今後の展開

意向： 
わからない 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
  ○ ○ 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

   ○ 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

  ○ ○ 

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
○    

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
  ○ ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

  ○ ○ 

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体／技

術シーズを持つ企業／一緒に取り組んでくれる地元事業者 

 

 

【 】 

 

 

 
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 

 

  

 

【 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 】 

 
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自治体・団体名：  

日時： 形式： 電話 

所在地： 
 

地域特性： 都市周辺 

対応者：   連絡先： 
 

 

危機意識： やや意識している 取組状況： 
取り組もうとしたが、課題があ

り取り組めていない。 

課題： 採算性確保 
今 後 の 展

開意向： 
わからない 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向

けのサービス改善・高度化、その

他支援（買い物弱者への支援等） 

  ○ ○ 

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
  ○ ○ 

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体  

一緒に取り組んでくれる地元事業者  
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自治体・団体名：  

日時： 形式： 電話 

所在地：  地域特性： 都市周辺 

対応者：   

危機意識： １．かなり意識している   取組状況： 
２．取り組み内容を協議して

いる  

課題： 
１．人材確保  ４．地域課題抽出  ５．問題意識の醸成・共有

６．技術・サービスと利用実態の乖離    

今後の展開

意向： 
２．新たに事業を始める 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
   ○   

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

   ○   

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
     ○ 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

     ○ 

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
     ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

     ○ 

マッチングの希望： １．参加したい  

マッチング希望の対象： 
１．地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体

３．一緒に取り組んでくれる地元事業者    
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自治体・団体名：  

日時：  形式： 訪問 

所在地：  地域特性： 都市部 

対応者：     

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組む予定はない 

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体 
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企業・団体名：  

日時： 形式： 電話 

所在地：  業種： 
 

対応者：    

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢 献 で き る

内容： 
製品サービス開発支援・活用支援 

連携先： 交通サービス関連／官公庁・自治体・産業支援機関／大学・研究開発機関

課題： 事業の採算性確保／モビリティ関連データのデジタル化 

今後の方針 拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

○ 
 

 

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
○ 

 
 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

○   

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 
自治体／団体（商工会議所・社会福祉協議会など）／交通サー

ビス関連／運輸サービス関連／大学・研究開発機関 

 

【 】 

・

 

・
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【 】 

・

 

・

 

 

【 】 

・  

・  

【 】 

・

 

・
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企業・団体名：   

日時：  形式： WEB ミーティング 

所在地：  業種：  

対応者：      

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢 献 で き る

内容： 

製品・サービスの提供／製品・サービスの開発／ 

製品サービス開発支援・活用支援 

連携先： 
自動車関連（完成車）／情報通信関連／交通サービス関連／ 

官公庁・自治体・産業支援機関 

課題： 
人材確保／実証・検証フィールド確保／事業者間のデータ連携／協力者確保

／問題意識の醸成・共有／モビリティ関連データのデジタル化 

今後の方針 拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

○ 
 

 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

○ 
 

 

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
○ 

  

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

○   

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 自治体／交通サービス関連 

 

■  

 

 

 
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 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
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 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  

 

 

 

 

 

 

 
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 

 

 

 

 

■  

 

 

 

 

 

 

 
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■  

 

 

 

 

 
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企業・団体名：  

日時： 形式： ZOOM 

所在地：  業種： 

対応者： 
 

連絡先：  

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢 献 で き る

内容： 
調査・研究・実証実験 

連携先： 
自動車関連（完成車）、交通サービス関連、官公庁・自治体・産業支援機関、

大学・研究開発機関、その他（交通計画コンサルタント） 

課題： 

異業種間の連携・協業、人材確保、実証・検証フィールド確保、事業者間

のデータ連係、協力者確保、問題意識の醸成・共有、法制度整備への対応、

事業プラン策定 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例 

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
○ 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

その他  

需要分析，適正規模計画，実証実

験，交通流シミュレーション，その他 

○   

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 
自治体、団体、自動車関連（完成車）、情報津心関連、交通サー

ビス関連、運輸サービス関連 
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企業・団体名：   

日時： 
 

形式： 訪問 

所在地： 
  

 
業種： 

 

 

対応者：        

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢献できる

内容： 
製品・サービスの提供／製品サービス開発支援・活用支援 

連携先： 情報通信関連／交通サービス関連／運輸サービス関連 

課題： 事業者間のデータ連携／事業の採算性確保 

今後の方針 拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例 

１ 

移動需要・外出機会の創出

（商業活性化・賑わい創出、

回遊性の向上） 

○  
 

２ 

条件不利地域住民／移動弱

者向けのサービス改善・高度

化、その他支援（買い物弱者

への支援等） 

○   

３ 
住民・観光客の行動分散、

「三密」の防止 
○   

４ 

公共交通の利便性向上（複

数交通手段による検索・決済

のシームレス化等、自家用車

依存から公共交通機関への

利用転換） 

○   

５ 
移動・交通データの収集・集

約・活用 
○   

６ 

モビリティ事業における人手

不足の緩和（ドライバー不足

等） 

○  
 

７ 

持続可能なモビリティサービ

スの提供（収益性改善、付加

価値創造、域内資源・資産の

有効活用等） 

○   

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 情報通信関連／交通サービス関連／運輸サービス関連 

 



参考資料（ヒアリング）－28 

 

 

 

・ 
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・ 
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企業・団体名：   

日時：  形式： WEB ミーティング 

所在地： 業種： 
 

 

対応者：    

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢 献 で き る

内容： 

製品・サービスの提供／製品・サービスの開発／ 

製品サービス開発支援・活用支援 

連携先： 
自動車関連（完成車）／情報通信関連／交通サービス関連／ 

運輸サービス関連／官公庁・自治体・産業支援機関 

課題： 

異業種間の連携・協業／実証・検証フィールド確保／事業者間のデータ連

携／協力者確保／事業の採算性確保／法制度整備への対応／モビリティ関

連データのデジタル化 

今後の方針 拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活性

化・賑わい創出、回遊性の向上） 
○

 

 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向けの

サービス改善・高度化、その他支援（買

い物弱者への支援等） 

○

  

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」の防

止 
○

 
 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通手段

による検索・決済のシームレス化等、自

家用車依存から公共交通機関への利用

転換） 

○
 

 

５ 移動・交通データの収集・集約・活用 ○

 

 

６ 
モビリティ事業における人手不足の緩和

（ドライバー不足等） 
   

７ 

持続可能なモビリティサービスの提供

（収益性改善、付加価値創造、域内資

源・資産の有効活用等） 

○   

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 自治体／交通サービス関連 
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  

  
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 

 

 
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 

 

 

 

 
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 

 

  

 

  

 

【 】 

 

 

 
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 
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  
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企業・団体名：  

日時： 形式： WEB ミーティング 

所在地：  業種： 
 

対応者： 
 

  
連絡先：  

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

貢 献 で き る

内容： 

製品・サービスの提供／ 

製品・サービスの開発 

今 後 の 方

針： 
拡大を図る 

連携先： 
交通サービス関連／運輸サービス関連／保険サービス関連／官公庁・自治

体・産業支援機関／大学・研究開発機関 

課題： 
人材確保／実証・検証フィールド確保／協力者確保／問題意識の醸成・共

有／法制度整備への対応 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
 ○ 

 
 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

 ○ 
 

 

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
 ○ 

 
 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

 ○ 
 

 

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
 ○ 

 
 

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 自治体／大学・研究開発機関 

 

 

【 】 

 

   

 

   
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企業・大学名：  

日時： 形式： WEB ミーティング 

所在地：  業種： 
 

対応者：    連絡先： 
 

 

危機意識： かなり意識している 取組状況： 
取り組み内容を協議してい

る 

貢 献 で き る

内容： 
その他（ ） 

連携先： 
情報通信関連／交通サービス関連／運輸サービス関連／保険サービス関連

／官公庁・自治体・産業支援機関／大学・研究開発機関 

課題： 

異業種間の連携・協業／人材確保／実証・検証フィールド確保／事業者間

のデータ連携／協力者確保／事業の採算性確保／法制度整備への対応／モ

ビリティ関連データのデジタル化 

今後の方針 拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 貢献できる 実用化、実証実験事例 

８ その他        ○ 

 

 

マッチングの希望： 参加したい 

マッチング希望の対象： 

自治体／情報通信関連／交通サービス関連／運輸サービス関

連／金融サービス関連／保険サービス関連／大学・研究開発機

関 

 

 

【 】 

 

 

 

 

 

【 】  

  
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＜先進事例実施主体（自治体・団体／企業・大学／地元事業者など）＞ 

自治体・団体名：  

日時： 形式： 電話 

所在地：  地域特性： 都市部・都市周辺 

対応者：      

危機意識： かなり意識している 取組状況： 取り組んでいる 

課題： 人材確保／採算性確保／関係者間連携 

今後の展開

意向： 
拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
  ○  

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

○ 

 

  

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

○ 
 

  

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
○ 

 

  

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
  ○  

マッチングの希望： 今後参加してみたい 

マッチング希望の対象： 地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体 

 

 

■  

 
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 

 

 

■  

 

 

 

 

 

 

 

■  

 

 

 

 

 

■  

 
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 

 

 
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自治体・団体名：  

日時：  形式： 電話 

所在地： 地域特性： 中山間地域 

対応者：     

危機意識： かなり意識している     取組状況： 取り組んでいる       

課題： 人材確保／採算性確保 

今後の展開

意向： 
拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
    ○   

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

 ○      

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
      ○ 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

    ○   

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
      ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

      ○ 

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体

／一緒に取り組んでくれる地元事業者 
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自治体・団体名：  

日時：   形式： 電話 

所在地： 
 

地域特性： 中山間地域 

対応者：   

危機意識： かなり意識している     取組状況： 取り組んでいる       

課題： 

人材確保／採算性確保／関係者間連携／地域課題抽出／問題意識の醸成・

共有／技術・サービスと利用実態の乖離／必要な技術シーズがない／事業

プラン策定  

今後の展開

意向： 
現状を維持する 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
○    

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

○    

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

   ○  ○ 

５ 
移動・交通データの収集・集約・活

用 
     ○ 

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
     ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

     ○ 

マッチングの希望： 興味はない 

マッチング希望の対象： － 
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自治体・団体名：  

日時： 形式： WEB ミーティング 

所在地：  地域特性： 離島地域 

対応者：   

危機意識： やや意識している 取組状況： 取り組んでいる 

課題： 人材確保／採算性確保／地域課題抽出／事業プラン策定 

今後の展開

意向： 
新たに事業を始める 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

  ○ ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

  ○ ○ 

８ その他        ○ 

 

  

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体／技

術シーズを持つ企業／一緒に取り組んでくれる地元事業者 

 

 

 

○  

【 】 

 

 

  

 



参考資料（ヒアリング）－46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 】 

 

 

 

 

 

 

 
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日 時  

場 所  

 

取材先    

   

   

※アンケート回答なし 

 

（１）  

■  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
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 

 

 

 

 
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（２）  

 

 
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（３）  

 
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自治体・団体名：  

日時：  形式： 電話、メール 

所在地：  地域特性： 中山間地域 

対応者：    

危機意識： かなり意識している     取組状況： 
取り組み内容を協議してい

る 

課題： 人材確保／地域課題抽出    

今後の展開

意向： 
わからない 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
      ○ 

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

 ○
 

 ○   

３ 
住民・観光客の行動分散、「三密」

の防止 
      ○ 

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

      ○ 

７ 

持続可能なモビリティサービスの提

供（収益性改善、付加価値創造、域

内資源・資産の有効活用等） 

    ○   

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 
地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体

／一緒に取り組んでくれる地元事業者 
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自治体・団体名：  

日時： 形式： 電話 

所在地：  地域特性： 都市部 

対応者：   

危機意識： やや意識している 取組状況： 取り組んでいる 

課題： 採算性確保／技術・サービスと利用実態の乖離 

今後の展開

意向： 
拡大を図る 

地域モビリティに関する項目： 着手済み 検討中 課題 

１ 
移動需要・外出機会の創出（商業活

性化・賑わい創出、回遊性の向上） 
○ 

 
  

２ 

条件不利地域住民／移動弱者向け

のサービス改善・高度化、その他支

援（買い物弱者への支援等） 

○    

４ 

公共交通の利便性向上（複数交通

手段による検索・決済のシームレス

化等、自家用車依存から公共交通

機関への利用転換） 

○ 

 

  

６ 
モビリティ事業における人手不足の

緩和（ドライバー不足等） 
  ○  

マッチングの希望： 検討したい 

マッチング希望の対象： 地域モビリティ施策を推進する上で相談できる企業・団体 
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日 時  

場 所   

取材先    

     

訪問者 

  

    

    

     

 

 

■  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  

 

 

 
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日 時  

場 所   

取材先     

      

訪問者 

  

    

    

     

 

 

■  

＜  ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  

＜  ＞ 

 

 

＜  ＞ 

 



参考資料（ヒアリング）－59 

 

 

＜  ＞ 

 

 

 

 

 

 

  

 

■  

 

 

＜  ＞ 

  

 

 

 

 



参考資料（ヒアリング）－60 

 

 

 

 

■  

 
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日 時  

場 所   

取材先          

注）アンケート未送付 

 

■  

・ 

 

・ 

 

・ 

 

 

■  

・ 

 

 

・ 
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店長へ

「出荷支援システム」についてのアンケート 2021/3/22

問１ バスが運ぶ（＆事業所での受取る）ことに関する感想（良い点、悪い点）

特に問題ありません

問２ バスが運ぶ（＆事業所での受取る）ことに関する改善してほしい点

こちらの都合で恐縮ですが、定刻に回収できないこともあるため、これからの暑い時期に向け

て、冷蔵設備があると品質が保持できるかと、待合室にエアコンがついているなら必要ありま

せん。

問３ システム（出荷通知）に関する感想（良い点、悪い点）

特に問題ありません

問４ システム（出荷通知）に関する改善してほしい点

特に問題ありません

問５ その他の改善点

システム操作（タブレット？）のイメージが分かりませんが、 色々と考えていただ

いていますので、多くの方が利用できるようになれば

問６　今後も継続したいか？

としては、今後も継続できればと思います。



 店長へ

「移動販売・別注システム」についてのアンケート 2021/3/22

問１ 移動販売に関する感想（良い点、悪い点）

困っている高齢者への支援になっている点はよかった。お客さんも喜んでくれている方が多

かった。

字によってはあまり協力していただけていなかった区長さんがいらっしゃったようで（字での放

送や、チラシを配られていなかった）、お客さんが集まらない字があった

問２ 移動販売に関する変更したい点

訪問する場所を調整した方がよい、お客さんが集まらない場所は赤字となってしまう。

同じ場所でも訪問する日程は2日以上開けた方が良い。買い物周期として1日おきだと早すぎ
る

問３ 移動販売に加えたい商品

肉類、魚類、乳類

問４ 移動販売の車両に関する感想（良い点、悪い点）

車両に放送機器があったのは良かったがSDカードの読み込みがうまくできず、音楽はスマー
トフォンから流す形となってしまった。

それ以外は冷蔵庫もありよかった

問５ システム（別注通知）に関する感想（良い点、悪い点）

タブレットで注文操作を行ったが、メールでの通知が届かないケースがあった。

実証実験までの準備期間が短く、十分な商品の選定ができなかった。

問６ システム（別注通知）に関する改善してほしい点

お客さんからの要望、「○○は無いの？」といったやりとりができると良い。

問７ 別注に加えたい商品
肉類、魚類、乳類

問８ その他の改善点

移動販売ルートの見直し



問９ 事業として収支が成り立ちそうか？

基本的には赤字となる。お客さんが多いところで、車両代、ガソリン代を考慮しない場合でギリ

ギリか、少し赤字程度。

お客さんが少ないところは、完全に赤字となってしまう。

問10 今後も継続したいか？

高齢者のためには継続させたいが、単独での継続は難しい。



 店長へ

「一般注文システム」についてのアンケート 2021/3/22

問１ 一般配達に関する感想（良い点、悪い点）

基本的には良かった。

今回は実験のため、注文最低金額の設定をしていなかったが、そこは必要となると考えてい

る。

問２ 一般配達に関する変更したい点

取り扱う商品の充実。

お客さんからの要望、「○○は無いの？」といったやりとりができると良い。

問３ システム（注文通知）に関する感想（良い点、悪い点）

タブレットで注文操作を行ったが、メールでの通知が届かないケースがあった。

問４ システム（注文通知）に関する改善してほしい点

お客さんからの要望、「○○は無いの？」といったやりとりができると良い。

問５ その他の改善点

特になし

問６ 事業として収支が成り立ちそうか？

成り立つ。元々電話での注文を受けていたため問題なし。

移動販売とは異なり、かかる経費が少ないため可能。

ただし、配達の最低金額の設定は必要。

問７ 移動販売と一般配達とどちらがよいか？

一般配達の方が現実的である。

問８ 今後も継続したいか？

タブレットでの注文に関しては問題点などが改善されれば継続の可能性はあるが、現行の電

話やFAXなどでの注文と併用していくような形なのではと考えている。
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